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は じ め に 

 

近年、少子高齢化が進展し、社会経済状況が大きく変化する中で、介護や子育

て、防災やまちづくりなど、あらゆる分野で男女が共に役割を担わなければ立ち

行かない状況となっており、すべての人が生き生きと安心して暮らすことのでき

る男女共同参画社会の実現は重要な課題となっています。 

川崎市では、2001(平成 13)年に、「男女平等かわさき条例」（以下、｢条例｣とい

う。）を制定し、2004(平成 16)年に「川崎市男女平等推進行動計画～かわさき☆か

がやきプラン～｣を策定しました。2009(平成 21)年には、2013(平成 25)年度まで

を計画期間とする「第２期川崎市男女平等推進行動計画～かわさき☆かがやきプ

ラン～｣（以下、｢第２期行動計画｣という。）を策定して、「男女平等のまち・かわ

さき」の実現を目標に、男女平等施策の推進に努めているところです。 

本書は、条例第 9 条に基づく年次報告書であり、2012(平成 24)年度の第２期行

動計画の実施状況及び今後の課題について取りまとめたものです。 

また、第２期行動計画のさらなる推進に向けて、川崎市男女平等推進審議会が、

計画の目標に関連した本市の取組の中で、喫緊の課題を取り上げ、評価と提言を

行いました。 

男女平等の実現のためには、行政はもちろんのこと、市民の皆様一人ひとりが、

男女共同参画を身近な問題として意識し、一体となった取組を推進することが重

要です。 

本書が、男女共同参画社会の形成に向けて理解を深める一助となれば幸いです。 

 

2014(平成 26)年 1 月 

 

市民・こども局長   加藤 順一   
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１ 第２期川崎市男女平等推進行動計画の推進状況について 

 

 

柱‐Ⅰ 「女性の人権」の確立 

配偶者等からの暴力であるドメスティック・バイオレンス（以下、「ＤＶ」という。）、性犯罪、売

買春、セクシュアル・ハラスメント（以下、「セクハラ」という。）、ストーカー行為や人身取引等、

女性に対する暴力は、女性の人権を侵害するものです。女性に対する暴力の根底には、女性の人権

への軽視があることから、女性の人権尊重のため、国は、毎年 11 月 12 日～25 日には「女性に対す

る暴力をなくす運動」を実施し、周知啓発活動をしています。 

川崎市では 2010（平成 22）年 3 月に策定した「川崎市ＤＶ被害者支援基本計画」に基づいてＤＶ

被害者の相談・保護・自立支援に向けた施策の推進に取組んでいます。 
 

 

基本施策－1 性に基づく人権侵害の根絶に向けた取組の充実 

 

（１） 「川崎市ＤＶ被害者支援基本計画」の推進 

 

  ＤＶ被害者支援を具体的に推進するために策定された｢川崎市ＤＶ被害者支援基本計画｣に基づ

き、弁護士会、医師会、法務局、警察、児童相談所、各区保健福祉センター等の関係機関により

組織された「川崎市ＤＶ被害者支援対策推進会議」を開催し、情報共有・情報交換を行い、効果

的な被害者支援のための緊密かつ円滑な連携に努めました。また、支援の充実や職員の一層の資

質向上に向け、関係職員に対し様々な研修を行いました。 

 

（２） ＤＶ相談件数及び一時保護件数 

 

 区役所における

ＤＶ相談件数 

ＤＶ保護法に基づく

一時保護件数 

人権オンブズパーソン 

におけるＤＶ相談件数 

2008（H20）年度 654 件 53 件 46 件 

2009（H21）年度 633 件 72 件 50 件 

2010（H22）年度 638 件 46 件 51 件 

2011（H23）年度 679 件 40 件 57 件 

2012（H24）年度 578 件 58 件 34 件 

 

【市民・こども局こども本部こども福祉課、人権オンブズパーソン平成 24 年度報告書】        
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（３） 男女共同参画センターにおける女性のための総合相談件数 

 

 電話相談 面接相談 合計 
うちＤＶ 
相談 

2008（H20）年度 2,756 件 140 件 2,896 件 350 件 

2009（H21）年度 2,787 件 140 件 2,927 件  443 件 

2010（H22）年度 2,725 件 120 件 2,845 件  470 件 

2011（H23）年度 3,103 件 100 件 3,203 件  539 件 

2012（H24）年度 2,813 件 102 件 2,915 件  380 件 

 

【出典 川崎市男女共同参画センター事業概要 2009（H21）-2013（H25）年度】 

 

  

電話相談（件） 面接相談（件） 

（年度）

 
（４） ＤＶをなくすための啓発活動 

 

女性に対する暴力をはじめとする個人間の暴力や虐待の撲滅・防止を目指す運動のシンボルであ

るパープルリボンを用いて、暴力防止のための啓発活動を展開しました。 

ＤＶの内容や相談窓口の連絡先を掲載したパープルリボンをかたどったしおりを作成し、市内の

公共施設や商業施設等に配布するとともに、一般社団法人神奈川県タクシー協会川崎支部の協力の

もと、加盟会社が所有する計 1,446 台のタクシー車両内に設置しました。そのほか、かわさき男女

共同参画ネットワーク加盟団体や関係機関等への配布も行い、合計で 77,650 枚の設置・配布を行

いました。こうした活動により、相談件数が増加するなどの効果を上げました。 
また、デートＤＶの予防啓発を目的とした大学生対象のワークショップを、市内の大学で 1 回

実施し、187 名が参加しました。 
【男女共同参画センター／市民・こども局人権・男女共同参画室】 
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基本施策－2 援助を必要とする女性及び支援団体等への財政的支援を含むさまざまな支援

の充実 
 

（１） 市内女性緊急一時保護施設への財政支援の状況 

 

川崎市女性等緊急一時保護施設補助金として、女性等緊急一時保護施設を運営する市内民間     

団体に１施設あたり 500 万円を交付しており、2施設、計 1,000 万円の補助を行いました。 

【市民・こども局こども本部こども福祉課】 

 

（２） ＤＶ等の人権侵害を受けた女性に対する支援 

 

男女共同参画センターにおいてＤＶ被害者の支援に役立てるために、市民から支援物資の募集を

行いました。未使用の衣類や消耗品及び電化製品など、合計 3,376 点の物資が集まりました。これ

らの物資を民間の支援団体を通して、ＤＶ被害者の方へ提供しました。物資の提供者には、お礼状

とＤＶへの理解促進のための資料を配布しました。 

【男女共同参画センター】 

 

 

基本施策－3 性と生殖に関する健康と権利を守るための取組の充実 

 

・性と生殖に関する健康と権利に関する講座の実施状況 

 

男女共同参画センターにおいて、6 月 25 日に「乳がんを生き抜く」と題した健康セミナーを実

施し、18 名が参加しました。 

また、「女性の健康週間」（毎年 3 月 1 日～8 日）に合わせて、「平成 24 年『女性の健康週間』

イベント～女性のライフステージに応じた健康づくりとは～」と題し、テーマ別に計 5 講座を実

施しました。お産や更年期、キャリア形成と出産などをテーマに講座を実施し、延べ 59 名が参加

しました。 

【出典 川崎市男女共同参画センター事業概要  2013(H25)年度】 

 



 

柱‐Ⅱ 仕事と暮らしへの支援 

男性も女性もあらゆる世代の人が仕事や家庭生活、地域生活など様々な活動を自分の希望するバ

ランスで展開できる状態が、仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）です。しかし、男女

ともに「仕事」と「家庭生活」をバランスよく行いたいと希望していても、現実には男性は「仕事」

を優先している人が多く、長時間労働の抑制、年次有給休暇の取得促進、多様な働き方の普及、育

児休業取得の促進などに取組んでいく必要があります。また、女性の働き方の希望は、結婚・出産

や子どもの年齢とともに変化していますが、出産を機に離職し再就労を希望しても実現できない現

状とのギャップが見られます。 

 

 

基本施策－4 安定した就業機会の確保と就業継続の支援 

 
（１） 川崎市採用職員の女性比率 

 

 2008（H20） 

年度 

2009（H21） 

年度 

2010(H22) 

年度 

2011(H23) 

年度 

2012(H24) 

年度 

女性 43.1%（276 人） 34.0%（214 人） 32.4%(209 人) 39.7%(208 人) 40.4%(210 人)

男性 56.9%（364 人） 66.0% (415 人) 67.6%(437 人) 60.3%(316 人) 59.6%(310 人)

【出典 川崎市職員の人事に関する統計報告 平成 21 年～25 年】 

 
（２）女性の就業、就業継続及び再就職に向けた支援講座の実施 

 

  男女共同参画センターでは、女性の再就職を支援するための「再就職ビギナーズセミナー」を 6

回、再就職応援フェアを１回実施し、延べ 137 名が参加しました。講座では、キャリアプランや

面接対策、雇用に関する法律知識など、再就職する上での知識習得やスキルアップについて、講

義やグループワークを行いました。また、キャリアカウンセラーによる再就職のための個別キャ

リア相談を行い、67 件の相談を受け付けました。 

  さらに、就労継続支援として、育児休暇後の職場復帰に関するセミナーやワーク・ライフ・バ

ランスをテーマとしたキャリアカフェ（参加者同士の語らいやグループワーク形式によるもの）

を実施しました。 

【男女共同参画センター】 

 

 

基本施策－5 豊かな生活のための時間と空間の確保への支援 

 
（１） ワーク・ライフ・バランスの推進 

   

九都県市（東京都・埼玉県・千葉県・神奈川県・横浜市・川崎市・千葉市・さいたま市・相模原

市）ワーク・ライフ・バランス推進連絡会議を実施しました。 

また、市役所内において、8 月と 11 月に「ワーク・ライフ・バランスデー」として、一斉定時

退庁を実施しました。 

  

  市役所におけるワーク・ライフ・バランスデーの実績 

実施日 8 月 1 日 11 月 14 日 

定時退庁率 97.2％ 96.6％ 

（※市長事務部局） 
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（２） 市役所における職員の年次休暇の取得状況 

 

   2012（平成 24）年度 平均取得日数 12.6 日 
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【総務局人事課】 

 

（３） 川崎市の民間企業・事業所における年次有給休暇の消化状況 

（事業所数） 

  20%未満 20-29％ 30-39% 40-49% 50-59% 60-69% 70-79% 80%以上 無回答

事業所 

（828） 
210 54 140 67 118 72 61 73 33

【出典 平成 24 年度版 川崎市労働白書】

 

 

基本施策－6 子育てを支える環境の充実 

 
（１） 市役所における男性の育児休業取得状況 

 

配偶者が出産した男性職員に占める育児休業取得者の割合が、2013(平成 25)年度までに 6％とな

るようめざしています。 

 

   2012（平成 24）年度実績  6.9％ （160 人中 11 人） 

【総務局人事課】 

 
（２） 子育て支援施設の概況 
 
  川崎市の平成 24 年 4 月 1 日現在の保育所数は 203 か所で、このうち公設公営は 63 か所、公設
民営は 15 か所、民設民営は 125 か所となっています。市が設置する保育所のほかに、認可外保育
施設として、市が運営費の一部を援護している川崎市認定保育園（地域保育園）、低年齢児（0～2
歳児）を対象とした小規模のおなかま保育室、保育の技能を有する者に保育を委託する家庭保育
福祉員（保育ママ）制度、1～3歳児を対象とした小規模のかわさき保育室などがあります。 
（※平成 25 年 4 月からは、市が一定の基準に基づき認定し、運営費等の助成を行う川崎認定保育
園事業を開始しています。かわさき保育室及び川崎市認定保育園の一部施設を移行予定です。） 

  また、小学 1 年生から 6 年生を対象に、放課後や土曜日、長期休業中の遊びや生活の場を確保
するための支援事業として、「わくわくプラザ」を市内のすべての公立小学校に設置しています。 

 

  
年度 

2008(H20)

年度 

2009(H21)

年度 

2010(H22)

年度 

2011(H23)

年度 

2012(H24)

年度 

保育所の概況 

施設数 135 144 161 180 203

在籍人員 13,263 14,188 15,199 16,453 17,902

待機者 583 713 1,076 851 615

わくわくプラザの 

利用状況 

設置数 115 114 113 113 113

在校児童数 69,122 69,996 70,059 70,080 70,084

登録児童数 31,067 30,509 30,425 31,474 31,652

登録率 44.90% 43.60% 43.43% 44.91% 45.16%

 
※ 保育所の概況の出所は「平成 24 年度川崎市統計データブック」である。 

※ わくわくプラザの利用状況の出所は市民・こども局こども本部青少年育成課である。 

 

 
 



（３） 各区保健福祉センター 両親学級 

 

 各区保健福祉センターでは、初めて出産する方とそのパートナーを対象に妊娠・出産・子育てに

必要な知識を学ぶことができる両親学級を開催しています。 

 

 
2008(H20) 

年度 

2009(H21)

年度 

2010(H22)

年度 

2011(H23)

年度 

2012(H24) 

年度 

開設回数 114 回  129 回  102 回  102 回  109 回 

開設延日数 265 日 268 日 273 日 273 日 276 日 

参加 

者数 

総数 6,156 人 6,174 人 6,127 人 5,921 人 5,808 人 

うち 

父親 
2,187 人 2,291 人 2,215 人 2,248 人 2,191 人 

受講者延べ数 13,063 人 13,024 人 12,486 人 11,827 人 10,285 人 

【市民・こども局こども本部こども家庭課】 

 

 

    

（人） （％） 

（参加者数に
占める割合）

（年度） 

 

 

 

基本施策－7 介護を支える環境の充実 

 
（１） 市役所における介護休業取得者の男女別割合 
 

 2008(H20)年度 2009(H21)年度 2010(H22)年度 2011(H23)年度 2012(H24)年度

女性 66.7%（4 人） 75%（6 人） 80%（5 人） 62.5%（5 人） 66.7%（4 人）

男性 33.3%（2 人） 25%（2 人） 20%（1 人） 37.5%（3 人） 33.3%（2 人）

※介護休業取得率＝男女別の取得者数／総取得者数×100【総務局人事課】 
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柱‐Ⅲ 学習機会と情報の提供 

 職業生活や社会参加において男女が対等な構成員であること、男女が相互に協力して家族の一員

としての役割を果たし家庭を築くことなど、男女平等を推進し、多様な選択を可能にする教育や学

習を男女共同参画センターを中心に実施しています。 

また、メディアにおける女性の人権を尊重した表現の推進に向け、性別に基づく固定観念にと

らわれない、多様なメディアによる情報発信に取組んでいます。 

 

 

基本施策－8 子どもからおとなまで、生涯を通じた教育や学習・研修のための環境の整備 

 
（１） 男女共同参画センターにおける男女平等推進に関する講座・研修の実施状況 

 

 
2008(H20) 

年度 

2009(H21) 

年度 

2010(H22) 

年度 

2011(H23) 

年度 

2012(H24) 

年度 

講座・研修数 108 62 92 96 111

開催回数 111 162 141 294 228

参加者 

延べ人数 

女

性 
1,456(87.0%) 1,787(81.9%) 1,680(78.1%) 1,689(80.4%) 1,763(77.9%)

男

性 
 218 (13.0%) 395 (18.1%) 470 (21.9%) 413(19.6%) 500(22.1%)

【出典 川崎市男女共同参画センター事業概要  2009（H21）-2013（H25）年度】 

 

 

（２） 男女共同参画センターの施設利用状況 

 

 2008(H20)

年度 

2009(H21)

年度 

2010(H22) 

年度 

2011(H23) 

年度 

2012(H24) 

年度 

利用件数 4,455 件 4,594 件 4,422 件 4,270 件 4,796 件 

利用者数 117,103 人 143,495 人 142,042 人 86,452 人 127,146 人 

【出典 川崎市男女共同参画センター事業概要  2009（H21）-2013（H25）年度】 

 

 

基本施策－9 地域に根ざした男女平等推進のための啓発・広報活動の充実 
 

（１） 市の広報資料における表現の点検 

 

広報資料の作成において男女の多様なイメージが積極的に取り上げられるよう、「男女平等の視

点からの公的広報の作成に関する表現の手引」を配布し、各局（室）・区の男女共同参画推進員を

通じて周知啓発を行いました。また、庁内の広報広聴主管会議において、各局（室）・区の広報広

聴主管者に対し、手引きに基づいた広報の実施について周知しました。 

さらに、広報物作成を業者に委託する場合も同様に、委託業者に手引きに沿った作成を説明、依

頼するよう周知を行いました。 

【市民・こども局人権・男女共同参画室】 
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（２） 男女共同参画センターによる出前講座及び出前研修の実施状況 

  

男女共同参画センターにおいて、地域の事業所や市民グループ、行政機関の要望を受け、男女共

同参画に関連する講座や研修を市内各所で実施しました。また、市内工業団体 7団体が参加する女

性活躍推進事務局長会議を主催し、事業所との連携を図りました。 

 

 2008(H20) 

年度 

2009(H21)

年度 

2010(H22)

年度 

2011(H23)

年度 

2012(H24) 

年度 

件数 10 件 4 件 7 件 6 件 5 件 

【出典 川崎市男女共同参画センター事業概要 2008（H20）-2013（H25）年度】 

 

 

基本施策－10 市や市民の情報発信・メディア活用に向けた取組の推進 
 

市や男女共同参画センターの取組について、新聞、ラジオ（かわさきＦＭ）、インターネット、

男女共同参画センター発行の「すくらむ通信」（年 3回、各 5,000 部作成）など、さまざまな広報

媒体を通じて情報提供をしました。 

市の施策については、川崎市ホームページ内の男女平等施策のページ上で、第２期行動計画や年

次報告書等を公表するなどしました。また、男女共同参画センターのホームページでは、施設の紹

介のほかに、講座・イベントの案内や相談・支援等についても情報提供を行いました。 

 

・川崎市男女平等施策のホームページ 

（http://www.city.kawasaki.jp/shisei/category/60-10-0-0-0-0-0-0-0-0.html） 

 

 ・男女共同参画センターのホームページ 

 （http://www.scrum21.or.jp/） 

 



 

柱‐Ⅳ 推進体制の充実 

男女共同参画社会を実現するためには、あらゆる分野において政策・方針決定過程に男女が対

等の立場で参画することがきわめて重要です。国は｢第 3 次男女共同参画基本計画｣（2010（平成

22）年 12 月閣議決定）において、早急に対応すべき課題の一つとして実効性のある積極的改善措

置（ポジティブ・アクション）の推進を挙げています。「2020 年 30％」の目標を社会全体で共有

するとともに、地方自治体における女性の地方公務員の採用･登用等や、審議会等委員への女性の

参画に対する取組を積極的に進めるよう要請しています。川崎市では、2013（平成 25）年度まで

に課長級に占める女性の割合を 18%とする目標が設定されています。 

 

 

 

基本施策－11 市民・市民活動団体等との連携の促進 

 
（１） 「かわさき男女共同参画ネットワーク」における活動状況 

 

・市、市民、事業者が連携・協働し、男女共同参画に関する意見や情報を交換する場として、「か

わさき男女共同参画ネットワーク」（参加 44 団体）を設置し、地域における男女共同参画の取組

を進めています。 
・2012（平成 24）年度の事業として、市と共催で、「男女平等かわさきフォーラム」を開催しまし

た。「考えてみよう！あなたらしいワーク・ライフ・バランス」と題し、第 1 部ではカジダン・

イクメン・イクジイ写真表彰式（男女共同参画センターで募集した家事・育児に積極的な男性の

写真の優秀作品を表彰）を実施し、第２部では、パネルディスカッションを行いました。パネル

ディスカッションでは、コーディネーターに加藤千恵氏（川崎市男女平等推進審議会会長）、パ

ネリストに、天野春果氏（川崎フロンターレプロモーション部部長）、高橋陽子氏（ダンウェイ

株式会社社長）、吉田大樹氏（ＮＰＯ法人ファザーリング・ジャパン代表）をお招きし、ワーク・

ライフ・バランスの取組や実践についてお話しいただきました。 

   
参加団体（44 団体）【2013（平成 25）年 12 月現在】
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(23)  専修大学 
(24)  日本映画大学 
(25)  ボーイスカウト川崎地区協議会 
(26)  ガールスカウト川崎市連絡会 
(27)  一般社団法人 川崎市子ども会連盟 
(28)  公益社団法人 日本海洋少年団連盟 

 川崎海洋少年団 
(29)  公益財団法人 川崎市スポーツ協会 
(30)  川崎市レクリエーション連盟 
(31)  川崎地域連合 
(32)  川崎市全町内会連合会 
(33)  川崎市ＰＴＡ連絡協議会 
(34)  社会福祉法人 川崎市社会福祉協議会 
(35)  川崎人権擁護委員協議会 
(36)  川崎市民生委員児童委員協議会 
(37)  川崎市地域女性連絡協議会 
(38)  公益財団法人 川崎市身体障害者協会 
(39)  一般財団法人 川崎市母子寡婦福祉協議会 
(40)  公益財団法人 川崎市生涯学習財団 
(41)  公益財団法人 かわさき市民活動センター 
(42)  川崎市総合文化団体連絡会 
(43)  昭和音楽大学 
(44)  田園調布学園大学 

(1) 川崎商工会議所 
(2) 一般社団法人 川崎市商店街連合会 
(3) 川崎工業振興倶楽部 
(4) 川崎市工業団体連合会 
(5) セレサ川崎農業協同組合 
(6) 国際ソロプチミスト川崎 
(7) 国際ソロプチミスト川崎－百合 
(8) 公益社団法人 川崎市医師会 
(9) 公益社団法人 川崎市病院協会 
(10)  公益社団法人 川崎市歯科医師会 
(11)  公益社団法人 川崎市獣医師会 
(12)  一般社団法人 川崎市薬剤師会 
(13)  公益社団法人 川崎市看護協会 
(14)  社団法人 神奈川県柔道整復師会 

川崎市支部連合会 
(15)  一般財団法人 川崎市鍼灸マッサージ師会 
(16)  川崎市理容協議会 
(17)  川崎市美容連絡協議会 
(18)  公益社団法人 川崎市幼稚園協会 
(19)  川崎市立小学校長会 
(20)  川崎市立中学校長会 
(21)  川崎市立高等学校長会 
(22)  川崎市特別支援学校長会 



基本施策－12 政策・方針決定過程への女性の参画促進 
 

（１） 市役所における女性の管理職登用状況 

 

① 市の役付職員に占める女性比率 

 

（2013(平成 25)年度までに、課長級 18％を目標とする。） 

（各年 4月 1 日現在） 

 
 女性職員比率 係長級 課長補佐 課長級 部長級 局長級 

2008（H20）年度 34.0% 27.7% 16.8% 11.3% 7.8% 6.4% 

2009（H21）年度 34.3% 29.1% 17.5% 11.6% 9.6% 4.3% 

2010（H22）年度 34.3% 29.4% 19.3% 13.5% 10.6% 9.5% 

2011（H23）年度 34.4% 29.6% 20.6% 14.8% 10.2% 9.1% 

2012（H24）年度 34.5% 28.4% 22.2% 16.5% 10.4% 6.1% 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※比率＝各役付の女性職員数／各役付職員の総数×100【総務局人事課】 

 

 

    
（年度） 

 

 

② 女性の管理職登用への取組 
 

係長昇任選考試験の第 1 次選考を、市民サービスになるべく影響のない日曜日に実施しています

が、日曜日は閉園している保育園が多くなっていることから、子育て中の職員が受験しやすい環境

を提供するため、託児所を設置しています。9 月 30 日（日）に選考試験を実施し、26 名の託児所

の利用がありました。 
【人事委員会事務局任用課】 
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③ 校長・教頭の女性比率 

 （2013(平成 25)年度までに、校長・教頭あわせて小学校で 25％、中学校で 18％、高校は 0
ゼロ

の解

消を目標とする。） 

 

（各年 4月 1 日現在） 

区 分 2008(H20)年度 2009(H21)年度 2010(H22)年度 2011(H23)年度 2012(H24)年度

小
学
校 

校
長 

15.7％(18/115) 21.1％(24/114) 23.9％(27/113) 28.3％(32/113) 27.4％(31/113)

教
頭 

25.9％(30/115) 26.1％(30/114) 26.6％(30/113) 26.6％(30/113) 31.0％(35/113)

中
学
校 

校
長11.8％( 6/ 51) 13.7％( 7/ 51) 7.8％( 4/ 51) 9.8％( 5/ 51) 9.8％( 5/ 51)

教
頭11.8％( 6/ 51) 13.7％( 7/ 51) 15.7％( 8/ 51) 13.7％( 7/ 51) 13.7％( 7/ 51)

高
等
学
校

校
長0.0％( 0/  5) 0.0％( 0/  5) 0.0％( 0/  5) 0.0％( 0/  5) 0.0％( 0/  5)

教
頭10.0％( 1/ 10) 10.0％( 1/ 10) 0.0％( 0/ 10) 0.0％( 0/ 10) 0.0％( 0/ 10)

※(  )＝女性校長又は教頭の数／校長又は教頭の数（定時制高校の教頭含む）【教育委員会庶務課】 

 

 

 

      

29.2 27.4 
25.2 23.7 

20.9 

11.8 13.7 
11.8 11.8 11.8 

6.7 6.7 0.0 0.0 0.0 

（年度）
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（２） 市役所における保育職・看護職に占める男性比率 

（2013(平成 25)年度までに、保育職 3％、看護職 5％を目標とする。） 

 

（各年 4月 1 日現在） 

 保育職 看護職 

2008（H20）年度 1.9%（22 人） 4.0%（35 人）

2009（H21）年度 2.0%（22 人） 4.8%（41 人）

2010（H22）年度 2.3%（24 人） 4.8%（51 人）

2011（H23）年度 2.6%（27 人） 5.7%（49 人）

2012（H24）年度 2.8%（27 人） 5.6%（50 人）

※比率＝男性の保育・看護職／保育及び看護職の総数×100【総務局人事課】 

 

基本施策－13 行動計画の点検・評価システムの充実 

 

（１）  政策・方針決定過程への女性の参画に関する進捗状況として、毎年度「川崎市審議会等委

員への女性の参加状況調査」を取りまとめ、その結果を「川崎市審議会等委員への女性の参

加状況調査報告書」として公表しています。2012（平成 24）年 6月 1日現在、審議会等の女

性委員の割合は 30.2％となり、前年比 0.5 ポイント増加しました。また、解消を目指してい

る女性委員のいない審議会数は 12→10 と 2 つ減少しました。しかし、女性委員比率 35％の

目標に対していまだ低い状況にあります。 

【市民・こども局人権・男女共同参画室】 

 

（２）  行動計画の進行管理については、年度末に男女平等推進行動計画の事務事業進捗状況調査

を各局（室）・区に対して実施し、その結果を年次報告書として取りまとめています。また、

審議会は男女平等施策の推進状況を検証・評価するにあたり、調査結果を参考にして、より

一層の取組が望まれる分野を選択し、関係部局への意見聴取（ヒアリング）を行っています。 

【市民・こども局人権・男女共同参画室】 

 

基本施策－14 庁内推進体制の充実 

 

 2005（平成 17）年度から条例に基づき、男女平等施策を総合的かつ効果的に進めることを目的

として「川崎市男女共同参画推進員」（以下、「推進員」という。）を設置しています。推進員は、

庁内の男女平等施策の推進体制である川崎市人権・男女共同参画推進連絡会議幹事会の幹事を含み、

男女いずれかの性に偏らないよう、各局（室）・区に男女１名ずつ、計 2名で構成しています。各

局（室）・区の所管する事業の推進、公的刊行物の発行や事業計画の作成時に男女平等の視点に配

慮する役割を担っています。男女平等に関する情報を交換する推進員連絡会議を 5 月と 2 月に開催

しました。 

また、全庁的な会議や研修の場を通じて、職員に向けて、条例、施策等の周知啓発を行いました。 

   【市民・こども局人権・男女共同参画室】 

 



２ 平成 24 年度進捗状況調査 

（１） 調 査 概 要 

【調査の目的】 

   この調査は、男女平等かわさき条例(平成 13 年 6 月制定、川崎市条例第 14 号)第 9 条(＊)

に基づき、｢男女平等のまち・かわさき｣を実現するために、「川崎市男女平等推進行動計画

～かわさき☆かがやきプラン～｣の施策の実施状況を自己点検し、広く市民や事業者に公表

するとともに施策へ反映するための資料とすることを目的としています。   

 

    ＊ 第 9 条 市長は、行動計画に基づいた施策の実施状況について年次報告書を作成し、これを公表

するものとする。  

   

【調査内容】  

  1 調査対象 

｢第 2 期行動計画｣に掲げる 118 の施策を所管する全局(室)・区 

 

2 調査期間 

    平成 25 年 2 月 26 日～3 月 22 日 

 

  3 調査方法 

(1) 平成 24 年度調査シート［様式１］（P.119 参照） 

対象  ：事業を実施した所管課 

調査内容：行動計画に基づく事務事業について、各所管課において男女平等の視点で

の実施状況を記載しています。 

調査結果：概要 16 ページ～17 ページ 

全文 21 ページ～ 

 

(2) 平成 24 年度男女共同参画推進員による評価シート[様式２]（P.121 参照） 

対象  ：各局（室）・区男女共同参画推進員 

調査内容：「様式 1」をもとに各局（室）・区における行動計画への取組を推進員が点

検し、その中で特に男女平等推進に配慮した、成果があったことなどを記

載しました。 

調査結果：18 ページ～19 ページ 
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(２) 所管課による基本施策ごとの進捗状況の自己評価について 
 

第２期行動計画に基づく事務事業について、各所管課において男女平等の視点での実施状況を

「様式 1」として調査しました。各所管課が、事業の進捗状況、次年度の計画及び次年度以降の

課題について回答し、施策の達成度を以下の 5 段階で自己評価しました。 

 

達成度は   「Ａ 達成された」 

「Ｂ ほぼ達成された」 

「Ｃ あまり達成されていない」 

「Ｄ 達成されていない」 

「Ｅ 実施していない」 

 ■Ａ 達成された 
 ■Ｂ ほぼ達成された 
 □Ｃ あまり達成されていない 
 ■Ｄ 達成されていない 
 ■Ｅ 実施していない 

 

とし、その結果を基本施策ごとにまとめたものが次のグラフになります。 

 

 

 

 

 
事務事業の達成度 

 

基本施策別に達成度をみると、ほとんどの施策で「Ａ：達成された」、「Ｂ：ほぼ達成された」

が合わせて 80％以上を超えています。特に、施策 3、4 では、約 60％の事業所管課で、「Ａ：達

成された」と回答しており、計画通り事業が達成されたことがわかります。 

一方で、基本施策 12、13、14 は、「Ｃ：あまり達成されていない」がそれぞれ 12％、9％、9％

となっています。 

柱別にみると、柱Ⅱ（基本施策 4～7）において、「達成された」事業が多いことがわかります。 
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所管課による各事業の進捗状況の自己評価（一覧） 

   
事業数 施策内容 

達成度（％） 

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ 

柱
Ⅰ 

基本施策 1 14 
性に基づく人権侵害の根絶に向けた取組の

充実 
34% 62% 4% 0% 0%

基本施策 2 8 
援助を必要とする女性及び支援団体等への

財政的支援を含むさまざまな支援の充実 
28% 72% 0% 0% 0%

基本施策 3 5 
性と生殖に関する健康と権利を守るための

取組の充実 
57% 29% 0% 0% 14%

柱
Ⅱ 

基本施策 4 9 安定した就業機会の確保と就業継続の支援 63% 38% 0% 0% 0%

基本施策 5 9 
豊かな生活のための時間と空間の確保への

支援 
46% 39% 7% 4% 4%

基本施策 6 12 子育てを支える環境の充実 42% 52% 3% 2% 2%

基本施策 7 6 介護を支える環境の充実 47% 47% 3% 3% 0%

柱
Ⅲ 

基本施策 8 13 
子どもからおとなまで、生涯を通じた教育

や学習・研修のための環境の整備 
32% 54% 6% 0% 8%

基本施策 9 7 
地域に根ざした男女平等推進のための啓

発・広報活動の充実 
37% 51% 2% 2% 7%

基本施策 10 3 
市や市民の情報発信・メディア活用に向け

た取組の推進 
0% 100% 0% 0% 0%

柱
Ⅳ 

基本施策 11 5 市民・市民活動団体等との連携の促進  38% 54% 3% 0% 5%

基本施策 12 16 政策・方針決定過程への女性の参画促進 24% 57% 12% 4% 4%

基本施策 13 6 行動計画の点検・評価システムの充実 22% 36% 9% 2% 31%

基本施策 14 5 庁内推進体制の充実 36% 49% 9% 0% 6%

 

※達成度（％）は「該当の達成度を選択した所管課の数 ÷ 平成 24 年度に該当事業が存在した所管

課の数」で算出しています。小数点以下を四捨五入しているため、構成比の合計が 100％にならない場

合があります。また、ひとつの事業に対して複数の所管課が担当しているため、事業数と所管課の数は

一致しません。 

 この達成度は 118 の事業ごとに、各所管課が 5か年計画の 4年目としてどれだけ事業を実施したかを

評価したものです。 

 

【人権・男女共同参画室調べ】 
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(３) 男女平等推進に配慮した主な内容〈概要〉 
 

今回の調査において、推進員に行動計画にある局内のすべての事業の確認を依頼しました。そ

の事業の中で、特に男女平等推進のために配慮した、効果があったというものを「様式 2」（P.121）

として報告を受けました。 

以下はその調査の抜粋になります。 

 

〈柱Ⅰ〉 

・相談や集団指導の中で、性別に関わらず、一人ひとりの個性を尊重する大切さを伝えた。【こ

ども本部】 

・男性の委員が多い審議会について、改選時になるべく女性を選出してもらうよう依頼した。【経

済労働局】 

 ・就労自立支援センター分館及び富士見生活づくり支援ホームにおいて、緊急一時宿泊枠として

女性ホームレスの受入れを行った。また、緊急一時宿泊枠だけではなく、就労等により自立を

目指す女性についても、阻害要因など個々の課題に対応した支援を行った。【健康福祉局】 

 ・市と居住支援制度に係わる実施協定を締結する支援団体等に対して、研修会を実施し、制度の

普及・啓発を図った。【まちづくり局】 

・関係局から依頼を受けた広報物や窓口サービス改善検討委員会で作成した外国語版窓口案内を

相談情報コーナーに設置し、広く情報提供に努めた。【川崎区役所】 

・多言語の乳幼児健診のアンケートを使い、外国人父母への健康に関する支援に役立てることが

できた。【川崎区役所】 

・育児のイベントに父親も参加しやすいように、関連するイベントで声かけを行った。【高津区

役所】 

・母子手帳交付時に、父親が育児に積極的に参加するように働きかけた。【多摩区役所】 

・各区こども支援室が主催する子どもフェスタ等の活動において、相談窓口に係る広報（ポスタ

ー掲示・パンフレット配布等）を行った。【市民オンブズマン事務局】 

 

〈柱Ⅱ〉 

 ・イベント等を実施する場合、男女が共に参加できるものとなるよう配慮した。【こども本部】 

・介護サービス提供事業者向けの説明会や指導等を適宜行い、質の向上を図ったことにより、男

女共に利用者にとっては利用しやすく、介護者にとっては利用させやすい介護サービスの充実

を図った。【健康福祉局】 

 ・トイレの新設や建替えに伴い、4 件の公園トイレでベビーシートやベビーチェアの設置を行っ

た。【建設緑政局】 

・男性介護者の会に該当者を紹介し、参加を働きかけた。【川崎区役所】 

・両親学級やワーキングマザーの講座へのパートナーの参加者が増加し、グループワークに楽し

く参加していた。また、男性同士のグループワークを実施した。先輩パパの経験は、今後の生

活のイメージづくりに役立った。【中原区役所】 

・認知症高齢者介護教室等の開催にあたり、男性介護者が参加しやすいように、地域包括支援セ

ンターやケアマネージャー連絡会を通じ、情報が届くよう配慮して広報をした。【中原区役所】 

・両親学級、子育て応援セミナー等ほとんどの事業で、昨年度と比較し、男性の参加が増加した。

【宮前区役所】 

・両親学級は、働いている夫婦が参加しやすいように１日コースを設定した。【多摩区役所】 

・介護教室では、身体介護や調理実習など男女差が生じる場面で、スタッフがフォローするなど

の配慮を行った。【多摩区役所】 

・両親で協力して楽しみながら子育てする大切さを、教室の中で伝えた。【麻生区役所】 

・時間外勤務の軽減、年次有給休暇や育児休業の取得などについて、性別の区別なく情報が行き

渡るよう配慮し取組を推進した。特に、業務管理者及び男性向けワーク・ライフ・バランス研

修に男性職員を積極的に派遣するなど、男性の育児休業制度について理解を深めさせた。【上

下水道局】 
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・男性職員の育児休暇取得者が増えた。【交通局】 

・川崎病院の院内保育園の２４時間化を実施した。育児中の職員でも夜間勤務に入りやすくなり、

看護師確保につながった。【病院局】 

・利用者の立場になり、事業を計画した。また、広報物を作る際、表現やイラストが男女どちら

かに偏っていないか、固定的イメージにとらわれていないかを確認した。【消防局】 

 

〈柱Ⅲ〉 

・市職員を対象に階層別研修（新規採用職員、若手職員、中堅職員、技能・業務職員、新任係長、

新任課長）において、男女平等推進など、市の人権施策に関する研修を実施した。【総務局】 

・各課に男女平等に関する資料提供を行い、各事業における委員等の選任にあたり、男女比率へ

の配慮を求めた。【総合企画局】 

・刊行物等の作成にあたっては、｢表現の手引｣に基づき男女平等の視点に配慮した表現やイラス

トを用いた。【財政局】 

・こども文化センター・わくわくプラザ事業を実施する際には、名簿の順番、こどもの呼び方等

男女平等に配慮した。【こども本部】 

・広報物を作る際、表現やイラスト等確認をし、固定的イメージにとらわれていないか、差別的

表現がないかを確認した。【港湾局】 

・多くの人の目に触れ、関心をもってもらえるような広報スペースを確保した。また、町内会掲

示板への掲示やチラシの配布等の協力を行った。【幸区役所】 

・希望者へは保育サービスを実施し、男女問わず多くの人が参加できるようにした。【宮前区役

所】 

・多様な観点から男女平等に係わる主題を取り上げ、公平な視点を基本としたプログラムづく

り・実施に努めた。また、夫婦ともに協力し合いながら行う家庭教育の重要性について、適宜

助言を行った。【教育委員会】 

 

〈柱Ⅳ〉 

 ・事業を祝日に開催し、男性や家族での参加を意識的に呼びかけた。【市民・こども局】 

・審議会等への女性の参加比率が平成 23 年度と比較して 9.7％上昇した。【環境局】 

・審議会等委員の女性比率が向上するよう選出の際は所管課に働きかけ、女性委員の参加向上に

努めた。【まちづくり局】 

・性別に関わらず防災活動への積極的な参加を呼びかけることで、訓練や講演会等の防災活動に

多くの女性の方に御参加いただき、女性からの視点も意識してもらえるよう促した。【川崎区

役所】 

・男性自主グループが実施する 6回の料理教室について、食生活改善推進員による指導、区栄養

士による料理のレシピ提供や助言を行った。【中原区役所】 

・防災訓練等において、少数ではあるが、年々女性のリーダーが増えている。【宮前区役所】 

・市民との協働事業において、土曜日に実施するなど男性の参加を促進する取り組みを行った。

【多摩区役所】 

・看護師の採用にあたり、女性だけでなく、男性も応募しやすいよう、募集案内のホームページ

に男性看護師の姿も掲載するようにした。【病院局】 

・地域女性団体・ＰＴＡ等の社会教育関係団体等に対し、助言等支援を行った。【教育委員会】 

・男女共同参画推進員を 2 名設置し、会議資料の回覧等により、情報の共有化を図った。【監査

事務局】 

・係長昇任選考第１次選考日に託児所を設置し、男女が共に仕事と家庭を両立できる環境づくり

を図り、キャリアアップへの支援を行った。対象職員への周知を図ることで託児所利用者等が、

昨年度より増加した。【人事委員会】 

・年齢、性別を問わず多くの利用者の方々からアンケートの回答等を得、事業実施に効果的な対

応が図られるような情報が得られた。【議会局】 
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３ 個別事業の進捗状況について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 



ＤＶ被害者支援対策推進会議を市民・
こども局こども本部こども福祉課と協
力して開催し、「川崎市ＤＶ被害者支
援基本計画」の周知と関係機関の連携
強化を行った。

●男女平等推進に配慮した点
男女間の暴力は、男女が対等なパート
ナーであることを否定するものであ
り、その根絶に取り組んでいく。

「川崎市ＤＶ被害者支援基本計画」に
基づく「川崎市ＤＶ被害者支援対策推
進会議」、「ＤＶ被害者相談支援部
会」及び「ＤＶ対策庁内部会」を開催

市民・こど
も局こども

基本計画に基づく救済支援
施策を推進するため、関係機
関及び支援団体等との連絡
調整及び情報交換を行いま 2

今後の
方向性

市民・こど
も局人権・
男女共同
参画室

平成25年度計画、事業の課題 所管課

柱Ⅰ　「女性の人権」の確立

　【基本施策1】　　性に基づく人権侵害の根絶に向けた取組の充実

施策1 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する基本的な計画の策定及び推進

Ａ

「川崎市ＤＶ被害者支援基本
計画」に基づく取組を市民・
こども局こども本部こども福
祉課と協力して推進してい
く。

1

平成24年度実績
達成
度

配偶者からの暴力による被
害者の救済支援を具体的に
推進するための基本計画を
策定します。

事業内容

5

Ｂ

引続き、「川崎市ＤＶ被害
者支援基本計画」に基づき
実施し、連絡調整及び情報
交換をしていく。

2

★ 達成度

Ａ 達成された

Ｂ ほぼ達成された

Ｃ あまり達成されていない

Ｄ 達成されていない

Ｅ 実施していない

★ 今後の方向性

１ 充実

２ 現状維持

３ 縮小

４ 終了

５ その他

会」及 対策庁内部会」 開催
し、情報共有、意見交換等を行った。

3 ○男女共同参画センター（すくらむ２
１）において、パープルリボンプロ
ジェクトを継続実施し、商業施設への
協力依頼、情報提供に努めた。
○オリジナルキャラクターの名前募
集・コンテストの実施、キャラクター
名：パルに決定。
○すくらむ21まつりにて、キャラク
ターの名前、パープルリボンの取り組
みについて掲示して紹介した。
○パープルリボンのしおりも昨年度に
引き続き、タクシーへの配布、公共施
設及び地域の商業施設店舗のほか、新
規に民間保育園、神奈川県赤十字献血
センターや個人医院などにも新たに配
布した。さらに、社団法人神奈川県タ
クシー協会川崎支部に所属する計
1,446台のタクシー全てにパープルリ
ボンしおりを設置した。本年度は、計
77,650枚配布した。

情報誌「かわさき労働情報」におい
て、男女雇用機会均等月間に、企業の
セクハラ・パワハラ防止義務について
や「女性のための総合相談窓口」の案
内の記事を掲載した。

Ａ

紙面の充実及び配布先の拡大
に努め、効果的な広報を展開
する。

2
経済労働
局労働雇

用部

市民・こど
も局人権・
男女共同
参画室

Ａ

引き続きわかりやすく具体性
のある手法で、多様な主体と
連携しながら予防につながる
情報提供を実施する。

1

福祉課
調整及び情報交換を行いま
す。

ドメスティック・バイオレンス、
セクシュアル・ハラスメントを
なくすための啓発パンフレット
等の作成、配布や情報提供
を行います。

2

施策2

Ｂ 交換 く。

ドメスティック・バイオレンス、セクシュアル・ハラスメント等をなくすための広報・啓発の推進
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今後の
方向性

平成25年度計画、事業の課題 所管課平成24年度実績
達成
度

事業内容

〇新任課長、新任係長、中堅職員、若
手職員、技能・業務職員研修で、ドメ
スティック・バイオレンス、セクシュ
アル・ハラスメント等意識啓発に関す
る研修を行った。
〇新期採用職員研修において、研修テ
キスト「勤務のしおり」を活用し、周
知を行った。

●男女平等推進に配慮した点
男女の区別なく、情報が行き渡るよう
配慮した。

市内大学において、デートＤＶの予防
ワークショップを1回開催した。（参
加者は187名）
男女共同参画センターでは、デートＤ
Ｖの予防への取り組みとして、大学生
を対象に研修を行い、また、講師を派
遣し、高校生を対象にデートＤＶの講
座を実施した。

庁内職員等を対象に、「川崎市ＤＶ被
害者支援基本計画」に基づき、ＤＶ被
害者への支援や加害者への対応につい
て研修会を実施した。（2回）

セクシュアル・ハラスメントへの対応
マニュアル「セクハラをなくそう！」
を配布・周知した。

パープルリボンのしおりのタクシーへ
配布 公共施設及び地域 商業施設

総務局人
事課

引続き、「川崎市ＤＶ被害
者支援基本計画」に基づき
研修を実施する。

今後も、使用法や配布先を考
慮 た に努めるととも

2
今後とも取り組みを実施して
いく。

2

市民・こど
も局人権・
男女共同
参画室

ドメスティック・バイオレンス、
セクシュアル・ハラスメントに
関する講座や研修を実施しま
す。

総務局人
材育成課

今後とも取組を実施してい
く。

Ｂ

市民・こど
も局こども
福祉課

2

2

5 ドメスティック・バイオレンス、
セクシュアル・ハラスメントへ
の対応マニュアルを整備し、
周知します。

Ａ

Ｂ

Ａ

4

今後も、ドメスティック・バ
イオレンス、セクシュアル・
ハラスメントに関する事業を
要望に応じて実施していく。

の配布、公共施設及び地域の商業施設
店舗のほか、民間保育園、神奈川県赤
十字献血センターや個人医院などにも
新たに配布した。
○デートＤＶの予防への取り組みとし
て、高校生、大学生を対象に研修を
行った。

●男女平等推進に配慮した点
不特定多数への周知を目的としている
ため、予防を重視して設置場所の拡大
を図っている。

新任相談員等初任者用研修資料を新た
に作成した。

6 「川崎市ＤＶ被害者支援基本計画」
に基づく「川崎市ＤＶ被害者支援対策
推進会議」、「ＤＶ被害者相談支援部
会」及び「ＤＶ対策庁内部会」を開催
し、情報共有、意見交換等を行い、連
携を図った。
また、県警本部の担当を相談員の連絡
調整会議に招き、連携を図った。

Ｂ

引続き、「川崎市ＤＶ被害
者支援基本計画」に基づき
実施していく。

2
市民・こど
も局こども
福祉課

現在、使用中のマニュアル
について、必要に応じ改善
を図っていく。

慮したＰＲに努めるととも
に、セクハラ防止やＤＶ予防
につながる配布を行う。

市民・こど
も局人権・
男女共同
参画室

2

2
市民・こど
も局こども
福祉課

学校関係者、医療機関、警察
等関係者との連携を深め、性
に基づく人権侵害に対する周
知を実施します。

Ｂ

Ａ
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今後の
方向性

平成25年度計画、事業の課題 所管課平成24年度実績
達成
度

事業内容

①性同一性障害への対応に関する庁内
打合せを2回開催し、情報共有と施策
の調整を図った。
②人権フェアや川崎アゼリア地下街広
報コーナーで性同一性障害に関する展
示を実施した。
③人権啓発パンフレット「ヒューマン
ライツ」を増刷し、職員研修や市民向
け啓発事業等で配布した。また、健康
福祉局精神保健福祉センターがリーフ
レット「性同一性障害とは？」を作成
し、支援者向けに配布した。
④スクールカウンセラー連絡協議会、
児童生徒指導連絡協議会、学校保健会
等の研修会等で本市の取組を説明し、
職員・教員等への啓発を推進した。
⑤『性同一性障害の医療と法』（メ
ディカ出版）に「川崎市の取組み」を
寄稿することにより、広く人権思想の
普及・啓発を推進した。
⑥当事者や家族からの各種相談に、関
係機関と連携して対応した。

●男女平等推進に配慮した点
多様な性的マイノリティの存在を知
り、違いを認め、それぞれの生き方を
尊重することの大切さに留意して啓発
活動を推進した。

「川崎市ＤＶ被害者支援基本計画」に
基づく「川崎市ＤＶ被害者支援対策推

施策3 性に基づく人権侵害防止に向けた相談・救済体制の充実

7

8 性に基づく人権侵害防止を
図るため、関係機関との連絡

性的マイノリティの人々の人
権を尊重する視点から啓発
活動を実施します。

1Ｃ

引続き、「川崎市ＤＶ被害
者支援基本計画」に基づき

今後も関係機関の調整を図り
ながら、当事者や家族からの
各種相談に対応するととも
に、職員研修や市民向け啓発
活動等を継続的に実施する。

市民・こど
も局人権・
男女共同
参画室

く 川崎市 被害者支援対策推
進会議」、「ＤＶ被害者相談支援部
会」及び「ＤＶ対策庁内部会」を開催
し、情報共有、意見交換等を行い、連
携を図った。

「川崎市ＤＶ被害者支援対策推進会
議」、女性相談員連絡会議等をとおし
て、連携協力関係の強化に努めた。

9 ○民間のＤＶ被害者支援団体を対象
に、外国籍被害者の支援に関する調査
を行った。
○関係機関主催の各種会議への出席や
研修の実施を通じて、他機関との連携
強化や相談機能の充実に努めた。

女性相談員連絡調整会議を毎月開催し
た他、県内関係機関連絡会議等に出席
し、情報共有及び連携強化を図った。

人権オンブズパーソンの機能を活か
し、相談事案に的確な対応を行った。
（相談受付総件数：373件）

Ｂ

引続き、相談に対して、人権
オンブズパーソンの機能を活
かし的確・適正な対応に努め
る。 2

市民オン
ブズマン
事務局人
権オンブ
ズパーソ
ン担当

図るため、関係機関との連絡
会議等において、連携協力
関係を強化します。

市民・こど
も局人権・
男女共同
参画室

関係機関が主催する会議への
出席や研修の開催を通じて、
他機関との情報共有及び連携
強化を図っていく。 2

市民・こど
も局こども
福祉課

女性相談員連絡調整会議及
び関係機関との連絡会議の
開催のほか、関係機関連絡
会議に出席し、相談・支援
に関わる関係部署との情報
共有及び連携強化を図る。

2

者支援 本計画」
実施し、連携強化を図って
いく。

Ｂ

引続き、関係機関との会議な
どを活用し、連携強化に努め
る。

Ａ

区役所、男女共同参画セン
ター等における性に基づく人
権侵害等に関する相談に的
確に対応するための機能と
体制の充実を図ります。

市民オン
ブズマン
事務局人
権オンブ
ズパーソ
ン担当

Ｂ 2
市民・こど
も局こども
福祉課

2

Ｂ
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今後の
方向性

平成25年度計画、事業の課題 所管課平成24年度実績
達成
度

事業内容

市政だよりへの掲載（7月）、全市広
報掲示板、市内の全小・中・高・特別
支援学校（市立、県立、私立）、保育
園、幼稚園でのポスター掲出、すくら
むまつり、区役所の子育てイベント等
での広報を行った。

●男女平等推進に配慮した点
ポスター等の作成にあたり、ジェン
ダー・バイアスの排除に努めた。

相談受付総件数：373件（うち、子ど
もの権利に関するもの256件、男女平
等に関するもの56件、その他61件）
男女平等に関する事案の内訳は、ＤＶ
34件、セクハラ5件、ストーカー2件、
その他15件であった。

ホームページを更新して、フォーム
メールのアクセスを容易にした。

13 ①川崎市多文化共生社会推進指針のな
かで外国人市民に対する行政サービス
の充実をあげ、全庁的な取り組みを進
めた。
②「川崎市に住む外国人の皆さんへ」
(7言語)を各区に送付し、住民登録窓
口を訪れた外国人市民への配布を依頼
した。また、ホームページ上でも公開

施策4

施策5

12

10 男女平等にかかわる人権侵
害に対する人権オンブズ
パーソンの相談・救済制度等
について、広報を充実しま
す。

11

市民オン
ブズマン
事務局人
権オンブ
ズパーソ
ン担当

2Ｂ

引続き、市政だよりや広報掲
示板の活用、区役所や男女共
同参画センター等と連携した
広報活動の実施、地域関係者
や関係機関等との会議を活用
した制度の周知に努める。

Ｂ

人権オンブズパーソン制度の周知と活用

外国人市民が健康で安心し
て生活するために、必要な情
報や行政サービスを受けられ
るよう施策の充実や環境整
備に努めます。

2

Ｂ

○川崎市多文化共生社会推進
指針に基づき外国人市民に対
し行政サービスの充実等を
図っていく。
○「川崎市に住む外国人の皆
さんへ」、「川崎市の多言語
広報資料一覧」を引き続き作
成、配布するとともに、ホー

2

引続き関係機関との連絡・調
整等を通じて、事案解決を図
る。

引続き、利便性の向上に努め
る。

 外国人女性に対する必要な支援の推進

市民オン
ブズマン
事務局人
権オンブ
ズパーソ
ン担当

パソコン、携帯電話の活用な
ど、利便性を高めた人権オン
ブズパーソンによる相談方法
を推進します。

市民オン
ブズマン
事務局人
権オンブ
ズパーソ
ン担当

関係機関と連携した相談・救
済活動などを通して、人権オ
ンブズパーソンの機能を高め
ていきます。

した。また、ホ ム ジ上でも公開
している。さらに、これまで言語別
だったものを1冊にまとめ、A5 サイズ
にしたものを作成した。
③「川崎市の多言語広報資料一覧2012
年度版」を作成し区役所等市の施設に
配布し、またホームページ上で公開し
た。
④市ホームページのリニューアルに伴
い「がいこくじんのかたへ（やさしい
にほんご）」のページと外国語版ペー
ジを整理し、外国人市民への広報の充
実を図った。
⑤外国籍の女性のためのサポートグ
ループ相談事業について調査研究し
た。

●男女平等推進に配慮した点
　主に日本語の十分でない外国人市民
に向けた行政サービス、情報提供の充
実を図っている。

女性相談・保護自立支援において、外
国人市民が必要な情報を得られるよ
う、通訳の派遣や多言語マニュアルの
活用を行った。 Ｂ

女性相談・保護において、
外国人市民の支援をよりス
ムーズに対応できるよう、
環境整備について検討す
る。

2
市民・こど
も局こども
福祉課

Ｂ

成、配布するとともに、ホ
ムページでのやさしい日本語
及び外国語によるページを増
やし、日本語の十分でない外
国人市民への情報提供の充実
を図っていく。
○外国籍女性の支援に関する
取り組み課題を整理する。 2

市民・こど
も局人権・
男女共同
参画室
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今後の
方向性

平成25年度計画、事業の課題 所管課平成24年度実績
達成
度

事業内容

13 関係局から依頼を受けた広報物や窓口
サービス改善検討委員会で作成した外
国語版窓口案内を相談情報コーナーに
設置し、広く情報提供に努めている。

●男女平等推進に配慮した点
外国人市民向け広報物の設置場所をま
とめ、外国語訳付きの男女平等関係の
チラシもその中に設置している。

地域団体との協働で、行政情報や地域
情報などを週2回以上携帯メールマガ
ジンとして配信した。配信内容は基準
となる優先項目を定め、翻訳・配信す
る等整備した。

県、市の多言語による資料は、1階の
情報提供スペースにコーナーを設けて
いる。課によっては必要な資料を自所
属のカウンターに置き情報の提供を
行っている。

●男女平等推進に配慮した点
情報提供については、外国人市民がわ
かりやすいようなスペース配置を心が
けた。

市ホームページのリニューアルによ
り、各区ホームページのレイアウトが
統一されたため、区の取り組みとして
は外国語の庁舎案内を掲示しました。

外国人市民への情報提供並びに資料等
の配布に いて わかりやすいよう環

Ｂ

Ａ

引き続き、外国人市民への情
報提供について分かりやすい
環境を整えていく必要があ
る。

平成24年度メールマガジン登
録者向けに実施したアンケー
ト結果を基に、配信内容を精
査し、一部事業に反映させて
いる。

引き続き、資料・情報提供
コーナーの管理・整理に努
め、必要な情報提供ができる
よう常に心がけていきます。

幸区役所
総務課

川崎区役
所総務課

中原区役
所企画課

引き継き、情報提供及び環境
整備に努める

区サービス向上委員会等と連
携し、必要な情報を掲載す
る。 2Ｂ

Ａ

外国人市民が健康で安心し
て生活するために、必要な情
報や行政サービスを受けられ
るよう施策の充実や環境整
備に努めます。

川崎区役
所企画課1

2

2

の配布について、わかりやすいよう環
境整備を行った。

ＨＰ改修後のメンテナンスに努めた。
また区民会議等の情報発信の必要性が
高いコンテンツを見直した。

●男女平等推進に配慮した点
男女平等を意識した表記を心がけた。

チラシやパンフレット等を庁内に配架
し、情報提供を行った。

外国人の方を含め、市民の方が安心し
て生活するために必要な情報や行政
サービスを受けられるよう情報発信を
行った。

他部署から送付される外国人向けの資
料を情報資料コーナーへ配架した。ま
た、総合案内板に英語・中国語・ハン
グル表示をしている。 Ｂ

情報資料コーナーの資料を充
実させることに努める。

2 多摩区役
所総務課

引き続き適切な情報発信を
行っていく。

2 宮前区役
所企画課Ｂ

引き継き、情報提供及び環境
整備に努める。 2 宮前区役

所総務課

高津区役
所企画課Ｂ

Ｂ 高津区役
所総務課

引き続きメンテナンスを、行
いながら、男女平等を意識し
たよりよいＨＰを目指し見直
し・改善を進めていく。

Ｂ

1
整備に努める。

1
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今後の
方向性

平成25年度計画、事業の課題 所管課平成24年度実績
達成
度

事業内容

13 市のホームページリニューアルに伴
い、市と区で調整を行いながら外国人
市民向けページ拡充を行い、ホーム
ページの充実を図った。

外国語広報資料を情報コーナーで配架
するなど情報提供を行うとともに、区
役所内案内版に英語表記を行った。

区ホームページの「外国人市民のため
の生活情報」のページの管理（リンク
修正等）を行った。

○ルビふりの推進
　全市合同校長会・各種研修会におい
て、学校から配布するお知らせ等につ
いて外国につながる方々への配慮の一
つとしてルビふり文書の推奨と文章例
を掲示し、具体的な推進を図った。

教育文化会館・市民館・ふれあい館に
おいて、識字学習活動を14事業実施
し、参加した外国人市民に対し、適宜
情報提供を行った。

●男女平等推進に配慮した点
保育を併設し、子育て中の女性の参加
を支援した。また、日常生活に関する
情報収集や提供に努めた。

14 外国人妊婦に対して、必要に応じ、外外国人市民の母子保健の充

引き続きホームページの運営
等、適切な情報発信を行って
いく。

Ａ

○ルビふりの推進
　全市合同校長会・各種研修
会において、学校から配布す
るお知らせ等において外国に
つながる方々への配慮の一つ
としてルビふりの文書を掲示
し、今後も具体的な推進を
図っていく。

Ｂ

Ｂ

Ｂ
引き続き、区ホームページに
おける「外国人市民のための
生活情報」のページの管理を
行う。

今後も、広報資料による情報
提供に努めていく。

Ａ

引き続き、教育文化会館・市
民館・ふれあい館において、
識字学習活動の機会を利用し
ながら、適宜情報提供を行
う。

2

2

教育委員
会人権・
共生教育

担当

外国人市民が両親ともに育児

2

2

多摩区役
所企画課

麻生区役
所総務課

2

教育委員
会生涯学
習推進課

麻生区役
所企画課

外国人市民が健康で安心し
て生活するために、必要な情
報や行政サービスを受けられ
るよう施策の充実や環境整
備に努めます。

14 外国人妊婦に対して、必要に応じ、外
国語版母子健康手帳の無償配布を行っ
た。また外国籍の方が委託の乳幼児健
康診査を受けやすいように、受診票を
英訳した資料の普及に向け、市ホーム
ページに掲載した。外国籍育児教室
は、川崎、高津の2区で実施した。

●男女平等推進に配慮した点
外国籍の妊婦が、父親の育児参加につ
いて学ぶ機会である両親学級や外国籍
の両親が乳幼児健診に来所する場合に
は、状況に応じて通訳ボランティアを
派遣した。

乳幼児健診の際に外国人向け健診アン
ケートを活用し、母子の健康状態の把
握を行った。

●男女平等推進に配慮した点
多言語の乳幼児健診のアンケートを使
い、外国人父母への健康に関する支援
に役立てることができた。

外国人市民の母子保健の充
実に努めます。

Ａ

外国人市民が両親ともに育児
に参加しやすくなるよう、乳
幼児健診の外国語版資料の活
用を促すとともに、必要に応
じて通訳ボランティアを活用
し、母子保健に関する情報提
供を行う。

2

2
川崎区役
所保健福
祉サービ
ス課

Ｂ

平成25年度も、乳幼児健診に
て、外国人向け健診アンケー
トを活用し、外国籍母子への
健康支援に努める。

市民・こど
も局こども
家庭課
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今後の
方向性

平成25年度計画、事業の課題 所管課平成24年度実績
達成
度

事業内容

14 日本語の読み書きが不自由な子ど
もや保護者が孤立するのを防ぐた
め、多言語能力を有する地域の人
材を活用して、通訳及び翻訳を
行った。（対応言語：やさしい日
本語、韓国・朝鮮語、中国語、タ
ガログ語、スペイン語、ポルトガ
ル語、タイ語、英語、ロシア語）

こども相談等、わかりやすい内容での
広報を行った。母子手帳交付時、希望
する外国人へは外国語版母子手帳を配
布した。また、必要時通訳ができる職
員を探し、わかりやすく説明しても
らった。

「国際子育てひろばコアラ」の定例会
に出向き、子育て等情報提供や、参加
親子の健康や、育児相談に応じた。ま
た運営面の悩みや相談に応じ、安定し
た活動への支援を行った。
乳幼児健診や訪問時通訳ボランティア
を同行し相談を行った。

●「中原区子育て情報ガイドブックこ
のゆびとーまれ！」の中で、外国籍の
方の育児支援についての情報や窓口等
について、紹介(2ページ）。外国人相
談窓口案内等重要な情報に関しては英
語での情報提供を行った。
●出産後の区役所等での手続き一覧を
まとめた「赤ちゃんが生まれたら」及

外国人市民の母子保健の充
実に努めます。

中原区役
所こども支

援室

中原区役
所保健福
祉サービ
ス課

5

組織改編に伴い、25年度は児
童家庭課と連携しながら、タ
イムリーな情報発信を行って
いく。

・活動の側面的支援の継続。
・要請に応じて健康教育や、
育児への相談に応じる。

Ｂ

外国人がこども相談を利用し
やすいよう、わかりやすい内
容で関係機関等へ広報をおこ
なうなど周知を図る。母子手
帳交付時、希望する外国人へ
は外国語版母子手帳を配布す
る。また、外国人の集まり等
を紹介していく。

2Ａ

Ａ

幸区役所
こども支援

室

川崎区役
所こども支

援室
Ａ

関係機関の協力を得て広報し
ているが、利用者に届きにく
いのが課題となっている。
引き続きネットワーク会議を
活用し、より効果を上げるた
めニーズの把握を行い具体策
を検討し支援の充実を図る。

1

2

まとめた「赤ちゃんが生まれたら」及
び出産後に提出する「出生連絡票」を
英語に翻訳し、外国籍親子の母子手帳
発行時に説明・配布していた。

外国人ママ・パパ対象の子育てセミ
ナーを開催。
予約数は10組程度あったが、悪天候の
ため、2組と参加が少なかった。
川崎市国際交流センターで行われてい
る日本語教室で広報。外国人と関わる
ことが多い他部署、関係機関へも広報
した。

●男女平等推進に配慮した点
父親も「育児」「親同士の交流」に参
加しやすいよう、健診や事業内で声か
けを行った。

高津区役
所保健福
祉サービ
ス課

2Ｃ

年間を通して、乳幼児健診や
家庭訪問などで外国人に関す
る母子保健の情報提供を行
う。
セミナーや育児相談を継続実
施していく予定。
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今後の
方向性

平成25年度計画、事業の課題 所管課平成24年度実績
達成
度

事業内容

14 母子手帳交付時に支援が必要と判断し
た場合は個別支援を実施した。両親学
級、各種健診・相談等で情報の提供を
実施した。また、他機関で実施してい
る外国籍の母子グループや国際交流セ
ンターを紹介した。

●男女平等推進に配慮した点
父親が育児に主体的に参加するように
働きかける。

・母子手帳交付の際、外国版の副読本
も配布した。
・地域子育て支援情報を掲載した区子
育てブックの中で、外国語の方向けの
ページを拡充した。

外国人市民が安心して健やかに暮らせ
るよう子育てグループ等の情報を掲示
板に提示したり、乳幼児健診や相談に
来所する対象者に麻生区子育て情報誌
「きゅっとハグあさお」等活用しなが
ら情報提供を行った。また支援の必要
な方へは、個別に対応し情報提供や支
援を行った。

○母子手帳交付の際、外国版の副読本
も配布した。
○子育て支援を必要とする外国人に、
区内在住のボランティアを紹介し支援
している。
○麻生区子育てガイドブック「きゅっ
とハグあさお」の外国人向けの項目を

外国人市民の母子保健の充
実に努めます。

多摩区役
所保健福
祉サービ
ス課

多摩区役
所こども支

援室

最新の情報を提供するため、
情報の更新と内容の充実を図
る。

Ｂ

Ｂ 2

2

Ａ

引き続き地域の子育て支援情
報を区の子育てブックの中
で、外国語の方向けのページ
を掲載していく。

継続して実施する。

支援の必要な方へ早期に適切
な支援が提供できるよう、医
療機関や関係機関と連携を密
にしていく。

2

麻生区役
所保健福
祉サービ
ス課

とハグあさお」の外国人向けの項目を
増やし、内容の充実に努めた。

●男女平等推進に配慮した点
外国の方または、外国語を話す妊婦や
子育て中の方が安心して子育てができ
るように情報を提供した。

15 ○男女共同参画センターにおいて、Ｄ
Ｖ被害者の自立支援を目的とした支援
物資の募集を実施した。届いた物品
は、シェルターを運営する民間組織を
通じてＤＶ被害者に提供された。
○サポートグループ相談事業を定期的
に実施した。

ＤＶ等による被害者及び同伴の子ども
に対して、適切な相談・支援や情報提
供を行った。

Ｂ

引き続き、ＤＶ等による被
害者及び同伴の子どもに対
して、適切な相談・支援や
情報提供を行う。 2

市民・こど
も局こども
福祉課

ドメスティック・バイオレンス等
による被害者及び同伴の子
どもに対して、適切な相談・
救済や情報提供を行います。

　【基本施策2】　　援助を必要とする女性及び支援団体等への財政的支援を含むさまざまな支援の充実

施策6

Ａ

2

ドメスティック・バイオレンス等による被害者及び同伴の子どもへの支援

Ｂ

市民・こど
も局人権・
男女共同
参画室

支援物資の募集提供だけでな
く、引き続きサポートグルー
プ相談事業を年間を通じて定
期的に実施し、連続性、継続
性を担保し、参加しやすい実
施方法を工夫する。

2

麻生区役
所こども支

援室
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今後の
方向性

平成25年度計画、事業の課題 所管課平成24年度実績
達成
度

事業内容

15 関係機関との良好な関係を深め、ＤＶ
被害者である母子へのスムーズな支援
に努めることができた。

●男女平等推進に配慮した点
関係機関との連携強化により被害女性
への支援の充実に努めることができ
た。

ＤＶ被害者等の相談、一時保護や自立
支援等を行った。

女性相談業務を適切に実施した。
女性相談員不在時の対応もスムーズに
実施した。
関係機関との情報交換、連絡も適切に
行い、母子の安全確保、自立支援を
行った。

●男女平等推進に配慮した点
男性からのＤＶ相談はなかった。

ＤＶ関連で特に緊急性のあるケース
は、迅速な対応が求められるため、関
係機関との調整をはかり連携を取りな
がら支援を行った。
また、子どもに対して、保育園、学校
等と連携し、救護が必要な場合の支援
を行った。

●男女平等推進に配慮した点
支援の必要性を検討し、関係機関と情
報共有を密にした。

ドメスティック・バイオレンス等
による被害者及び同伴の子
どもに対して、適切な相談・
救済や情報提供を行います。

Ａ

Ｂ

Ｂ

年々相談件数が増えていく現
状を真摯に受け止め、迅速か
つ適正な対応が求められる。
相談者が必要とする情報提供
をするため、関係機関との連
携を密にする必要がある。

2

継続実施。

2
継続実施。
係内の体制を強化し、相談者
の保護や、自立支援を行う。
女性相談員（非常勤）をカ
バーする体制を確立する。

高津区役
所保健福
祉サービ
ス課

1

川崎区役
所保健福
祉サービ
ス課

関係機関との更なる良好な関
係づくりに努め、ＤＶ被害者
への迅速で適切な支援に努め
る。

2

中原区役
所保健福
祉サービ
ス課

Ｂ
幸区役所
保健福祉
サービス

課

適切な支援を行うため、所内関係部署
や児童相談所との情報の共有、連絡を
密にしている。定例の宮前保健福祉セ
ンター虐待予防検討会議の場を活用し
て情報交換、検討を行っている。

●男女平等推進に配慮した点
様々な機関からの意見を求め、情報の
共有を図った。

年5回庁内関係部署連携会議を実施し
た。内1回は区役所内職員研修を実施
した。このことにより、適切な相談、
支援ができた。

●男女平等推進に配慮した点
被害者の人権を擁護し、自立できるよ
うに支援した。

関係部署と連携を密に行い情報共有に
努め、相談・支援が適切に行えるよう
にした。また、対応職員の知識・対応
等技術向上のため、関係研修に参加し
た。

Ａ

継続して実施する。

2
麻生区役
所保健福
祉サービ
ス課

Ｂ

Ａ 2

多摩区役
所保健福
祉サービ
ス課

継続して実施する。

宮前区役
所保健福
祉サービ
ス課

2

継続実施。ドメスティック・
バイオレンスによる心理的虐
待が増加しており、更に適切
な支援が必要。
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今後の
方向性

平成25年度計画、事業の課題 所管課平成24年度実績
達成
度

事業内容

 15 ＤＶ等による被害女性からの相談にお
いて、安全の確認、迅速な対応に努
め、関係機関との連携により適切な対
応を行った。

一時保護施設等に避難している子ども
の学業や精神面への対応について、児
童相談所等と連携を図った。

一時保護児童に対して、学習専門指導
員による学習支援を行った。また、児
童指導員や児童福祉司らを中心に専門
職による支援を行い、精神面のサポー
トを行った。

区役所区民課と区の教育担当、他の市
町村など関連する機関と連絡調整を迅
速に行い、ＤＶ被害者及びその子ども
の安全性を確保しながら、就学支援を
行った。 Ａ 2

男女共同参画センターにおいて、ＤＶ
被害者の自立支援を目的とした支援物
資の募集を実施した。届いた物品は、
シェルターを運営する民間組織を通じ
てＤＶ被害者に提供した。

ドメスティック・バイオレンス等
による被害者及び同伴の子
どもに対して、適切な相談・
救済や情報提供を行います。 Ｂ

16

17 ドメスティック・バイオレンス被
害者等の一時保護施設であ
る民間シェルターの運営に対
する支援及び財政的な支援
を実施します

一時保護施設等に避難して
いる子どもの学業や精神面
への対応については、今後
も状況把握を行うととも
に、児童相談所等関係機関
との連携を図る。

教育委員
会学事課

2

市民・こど
も局人権

市民・こど
も局児童
相談所

受入先自治体と連絡調整に苦
慮することが多いが、引続き
ＤＶ被害者及びその子どもの
安全性の配慮をしながら、児
童生徒の就学機会を迅速に確
保する。

シェルターの委託事業及び支
援物資の提供など、今後も民
間シェルターと連携をとりつ
つ進めていく。
女性に対する暴力をなくす運

ドメスティック・バイオレンス被害者等の援助を必要とする女性に対する保護施設の充実

一時保護施設に避難してい
る子どもの学業や精神面を
サポートするための人材を紹
介する等、支援を行います。 2

市民・こど
も局こども
福祉課

Ｂ

こんにちは赤ちゃん事業がよ
り地域に根ざし、地域の見守
り体制が充実するように、男
性も訪問員になりやすいよう
配慮しながら、機会をとらえ
て訪問員の新規募集を行って
いく。

施策7

Ｂ

市民オン
ブズマン
事務局人
権オンブ
ズパーソ
ン担当

引続き、適切な対応に努め
る。

2

被害者 供 。

市内民間シェルターへの財政的支援
を実施した。
女性相談員連絡調整会議及び関係会
議にて民間団体と情報交換を行い、一
時保護施設の現状・課題について確認
した。

母子生活支援施設ヒルズすえながへの
緊急一時入所等、ＤＶに関わらず援助
を必要とする女性の保護を図った。

川崎市就労自立支援センター分館及び
富士見生活づくり支援ホームにおい
て、緊急一時宿泊枠として女性ホーム
レスの受入れを行った。

●男女平等推進に配慮した点
緊急一時宿泊枠だけではなく、就労等
により自立を目指す女性についても、
阻害要因など個々の課題に対応した支
援を行った。

を実施します。

川崎市自立支援センター南幸
町及び生活づくり支援ホーム
下野毛の緊急一時宿泊枠とし
て女性ホームレスの受入れの
継続と就労自立等を目指す女
性については、川崎市自立支
援センター南幸町の支援によ
り、宿泊や食事の援護に加え
て求職活動や居住場所を確保
するための支援を充実させ
る。

1Ｂ
健康福祉
局地域医

療課

援助を必要とする女性への
支援を目的として一時宿泊施
設を活用します。 2

ＤＶ施策において公的役割
を補うシェルターに対し、
引き続き、運営に必要な財
政支援を行う。
ＤＶ施策に係る会議等で関
係機関との連携強化を図
る。

2

引続き、母子生活支援施設ヒ
ルズすえながへの緊急一時入
所の活用等、援助を必要とす
る女性の保護を図っていく。

Ｂ

Ｂ

も局人権・
男女共同
参画室

2Ｂ
女性 対す 暴 す
動期間中にあわせて実施し、
単に物資募集を行うだけでな
く、期間やキャンペーン自体
の認知度向上にもつなげる。

市民・こど
も局こども
福祉課

市民・こど
も局こども
福祉課

18
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今後の
方向性

平成25年度計画、事業の課題 所管課平成24年度実績
達成
度

事業内容

支援施設との連携により住居設定の
支援を行った他、各種会議等で自立支
援について検討を行った。
中間的施設について、他都市の状況
調査を実施した。

ＤＶ被害者の民間賃貸住宅における入
居支援について、関係課と連携を図り
居住支援制度における1件の利用実績
があった。

●男女平等推進に配慮した点
市と居住支援制度に係わる実施協定を
締結する支援団体等に対して、研修会
を実施し、制度の普及・啓発をはかっ
た。

平成23年度から引続き（更新）1件
新規は実績なし。

男女共同参画センターにおいて、女性
のための再就職セミナーを実施し、就
労環境や労働条件に関する法律知識、
さらには面接、履歴書の書き方などを
ピックアップした講座を定期的に開催
した。その後再就職のための個別キャ
リア相談受講につなげ、再就職につな
がる効果的な支援を行った。また就労
支援のためのパソコン講座も開催し
た。

2
市民・こど
も局こども
福祉課

20

19

生活基盤を確立するために
必要な職業訓練や就労に対
する情報を提供します。

Ｂ

引続き、支援施設との連携
により住居設定の支援を行
う他、各種会議等で自立支
援について検討を行う。

まちづくり
局住宅管

理課

まちづくり
局住宅整

備課
Ｂ

ＤＶ被害者が居住支援制度を
利用する場合、緊急連絡人が
必要であるが、親族や支援団
体に求めることが難しいた
め、引続き、関係課と協議
し、対応できるかを検討して
いく。

市民・こど
も局人権・
男女共同
参画室

2

ドメスティック・バイオレンス等の人権侵害を受けた女性に対する生活基盤の確立支援

生活基盤確立支援のための
施設に向けた積極的な検討
を行います。また、引き続き
居住支援に努めます。

Ｂ

住宅の提供については今後、
条例等の改正による施策対象
の拡大について周知をはか
り、引き続き市営住宅の管理
に支障がない範囲で支援を
行っていく。

施策8

2

2

Ａ

○女性が経済的に自立するこ
とを目指し、就業につながる
ような効果的なプログラムを
企画する。
○職場復帰の女性のための、
就労継続者を支援する流れを
つくる企画を実施する。

関係機関との連携により、就労等に関
する情報提供、支援を実施した他、各
種会議等で自立支援について検討を
行った。

○就業支援ポータルサイト「ＪＯＢ－
Ｌかわさき」において、求人情報や企
業情報、就業支援機関、生活住宅支援
策の紹介、及び就業関係イベント情報
などを掲載した。
○情報誌「かわさき労働情報」におい
て、就業支援室「キャリアサポートか
わさき」や「かわさき若者サポートス
テーション」の各種事業案内、就業支
援機関案内、県立東部総合職業技術校
の募集記事等を掲載した。

Ａ

「かわさき労働情報」や「働
くためのガイドブック」等の
紙面の充実及び配布先の拡
大、就業支援ポータルサイト
の内容の充実に努め、効果的
な広報を展開する。

2
経済労働
局労働雇

用部

2
市民・こど
も局こども
福祉課

Ｂ

引続き、関係機関との連携
により、就労等に関する支
援を実施する他、各種会議
等で自立支援について検討
を行う。
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今後の
方向性

平成25年度計画、事業の課題 所管課平成24年度実績
達成
度

事業内容

女性の再就職支援（再就職支援講座及
びキャリア相談、女性起業家の支援講
座の参加者）に関する追跡調査を実施
した。その調査結果を踏まえて、より
効果的な事業の組み立てと企画立案に
役立てる。

男女共同参画センターでは、ポスター
の掲示に加えて、来場者が自由に持ち
帰られるように館内にちらしを配架し
た。

人身取引被害者について、実態把握を
行ったが、平成24年度については被害
者の確認はなかった。

「女性の健康週間」として、「更年期
を上手に乗り越えるコツ」や「キャリ
アと出産のタイミング」、「助産師さ
んに聞くしゃべり場サロン」などの講
座を実施した。

保健福祉センターにて、健全母性育成
事業として、電話・面接による思春期

市民・こど
も局こども
福祉課

性と生殖に関する健康と権利について学ぶ機会と情報の提供

市民・こど
も局人権・
男女共同
参画室

2

ポスター、ちらし等を活用し
た啓発活動に努めていく。
今後も、当該情報を必要とす
る人々へ届けるとともに、よ
り来館者への啓発も含めた対
応を行う。

21

Ａ

施策9  援助を必要とする女性のニーズの把握及び必要な支援の推進

市民・こど
も局人権・
男女共同
参画室

引き続き、女性の再就職に関
するヒアリング・アンケート
調査を実施し、効果的な事業
の組み立てや企画立案に反映
する。 2

調査等の実施により、援助を
必要とする女性のニーズの
把握に努め、支援を実施しま
す。

引き続き、性と生殖に関する
健康と権利（リプロダクティ
ブ・ヘルス／ライツ）につい
ての講座を開設する。 2

市民・こど
も局人権・
男女共同
参画室

Ａ

施策10

こども家庭センターにおける
思春期保健電話相談が平成24

22 人身取引（トラフィッキング）
の防止に関する啓発及び被
害者への支援を実施します。

Ｂ

Ｂ

人身取引被害者について、
引続き実態把握に努めると
ともに、被害者が発見され
た場合には、速やかに関係
機関との連携、適切な支援
を実施する。

　【基本施策3】　　性と生殖に関する健康と権利を守るための取組の充実

2

23 性と生殖に関する健康と権利
（リプロダクティブ・ヘルス／ラ
イツ）についての講座を開設
します。

業 、 話 面接 春期
保健相談を随時行なった。

学校等と連携しながら性感染症予防、
性について、命の大切さなどをテーマ
にした講演会など集団指導を実施し
た。

●男女平等推進に配慮した点
相談や集団指導の中で、性別に関わら
ず、一人ひとりの個性を尊重する大切
さを伝えている。

男女共同参画センターのホームページ
では開催する講座の情報掲載を通じて
講座出席の促進を図った。

計画作成当時と周辺状況が変わったこ
とから、現在は実施しておりません。

26 市ホームページ「かわさきのお医者さ
ん」により、女性医師による診療につ
いて、情報提供を行いました。 Ａ

 今後とも市ホームページ
「かわさきのお医者さん」に
より、女性医師による診療に
ついて、情報提供を行いま
す。

2
健康福祉
局地域医

療課

女性専用外来設置医療機関
の情報提供を実施します。

24

2

施策11 女性専用外来の設置の推進及び市民への情報提供

市のホームページを活用し、
男女平等や性と生殖に関する
健康と権利の問題に関する情
報提供を実施するよう努め
る。

25 次期計画で見直しを図ってま
いります。

Ｅ
健康福祉
局地域医

療課

市民・こど
も局人権・
男女共同
参画室

5
医療機関における女性専用
外来の設置を推進します。

2

市のホームページを活用し、
男女平等や性と生殖に関す
る健康と権利の問題に関す
る情報提供を実施します。

Ｂ

Ｂ

春期保 話相談 平成
年度終了するにあたり、保健
福祉センターにおける相談支
援体制を整えるとともに、教
育委員会等関係機関と連携
し、思春期保健に関わる集団
健康教育を効果的に実施す
る。

市民・こど
も局こども
家庭課
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今後の
方向性

平成25年度計画、事業の課題 所管課平成24年度実績
達成
度

事業内容

27 聖マリアンナ医科大学病院の総合周産
期母子医療センターの運営を支援しま
した。また、周産期医療ネットワーク
体制の整備に努めました。

ＮＩＣＵを安定的に稼動させ、集中治
療が必要な妊婦及び新生児に提供し
た。

Ａ

引き続き、ＮＩＣＵを安定的
に稼動させ、集中治療が必要
な妊婦及び新生児に提供して
いく。 2 病院局庶

務課

Ａ

総合周産期母子医療センター
への着実な運営を支援すると
ともに市内医療機関との連携
について協議してまいりま
す。

2
健康福祉
局地域医

療課

施策12 周産期医療の体制の確保

周産期医療の課題を明らか
にし、本市における周産期医
療体制の確保に向けた取組
を進めます。
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○「川崎市労働状況実態調査」におい
て、育児・介護休業制度や子の看護休
暇の整備状況やワーク・ライフ・バラ
ンスの取組み状況について調査した。
○情報誌｢かわさき労働情報｣におい
て、男女雇用機会均等月間、ワーク・
ライフ・バランス推進に関する記事
や、川崎市労働状況実態調査結果の速
報版概要等の記事を掲載した。
○小冊子「働くためのガイドブック」
に男女雇用機会均等法やセクハラ、改
正育児・介護休業法、母性保護等につ
いて掲載した。
○街頭労働相談会で、小冊子「働くた
めのガイドブック」を配布した。

29 男女共同参画センターにおいて、すく
らむ通信、ホームページのリニューア
ルを通じて、就労希望の女性たちに対
する情報提供や講座の案内、起業家の
紹介などを行った。

Ａ

男女共同参画センターにおい
て、起業家を取材し、サイト
内で紹介するなど起業家ネッ
トワーク作りを行う。また、
情報提供室内に起業・再就業
希望者のための情報収集・情
報提供コーナーを設置して支
援する。また、今後も様々な
媒体を通じて、参考となるよ
うに女性の多様な働き方に関
する情報を提供していく。

1
市民・こど
も局人権・
男女共同
参画室

経済労働
局労働雇

用部
2Ａ

所管課

柱Ⅱ　仕事と暮らしへの支援

今後の
方向性

達成
度

平成25年度計画、事業の課題事業内容

28

　【基本施策4】　　安定した就業機会の確保と就業継続の支援

施策13  女性に対する就業支援の充実

｢労働状況実態調査｣を通じ
て、女性の就業状況に関する
調査を実施します。

今後も「川崎市労働状況実態
調査」等において、女性の就
労状況に関する調査を実施し
ていく。

就業を望む女性に対し、「か
わさき労働情報」等において
多様な働き方に関する情報
提供や講座の広報を実施し
ます。

平成24年度実績

○就業支援ポータルサイト「JOB-Lか
わさき」において、求人情報や企業情
報、就業支援機関、生活住宅支援策の
紹介、及び就業関係イベント情報など
を掲載した。
○情報誌｢かわさき労働情報｣におい
て、男女雇用機会均等月間、ワーク・
ライフ・バランス推進に関する記事
や、川崎市労働状況実態調査結果の速
報版概要等の記事を掲載した。
○小冊子「働くためのガイドブック」
に男女雇用機会均等法やセクハラ、改
正育児・介護休業法、母性保護等につ
いて掲載した。
○街頭労働相談会で、小冊子「働くた
めのガイドブック」を配布した。

30 ○男女共同参画センターにおいて、再
就職を希望する女性を対象に再就職支
援セミナーや個別キャリアカウンセリ
ングを行った。
○就業継続者のための育児休業復帰者
向けの講座とサロンを実施した。
○就労継続者向けにキャリアカフェを
開催し、ロールモデルやメンターとの
出会いの場を創出した。

Ａ

○男女共同参画センターにお
いて、引き続き再就職支援セ
ミナー、キャリアカウンセリ
ングを行うほか、就業状況を
把握するために追跡調査も実
施する。
○就労継続のため、育休復帰
者向けの講座及び育休復帰後
の女性を対象にした育休後カ
フェを実施する。
○キャリアカフェの継続

1
市民・こど
も局人権・
男女共同
参画室

2
経済労働
局労働雇

用部

「かわさき労働情報」や「働
くためのガイドブック」等の
紙面の充実及び配布先の拡
大、就業支援ポータルサイト
の内容の充実に努め、効果的
な広報を展開する。

Ａ

女性の就業、就業継続及び
再就職に向けて支援講座を
実施します。
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所管課
今後の
方向性

達成
度

平成25年度計画、事業の課題事業内容 平成24年度実績

川崎市母子福祉センターにおいて、母
子家庭の母及び寡婦を対象に就業支援
に関する講座を開催した。

就業支援室「キャリアサポートかわさ
き」の「就職準備セミナー」におい
て、対象者別セミナーとして「女性向
けセミナー」を6回実施した。

男女共同参画センターにおいて、以下
の事業を実施した。
・商人デビュー塾（業種別）
・女性起業家ビギナーズサロン
・起業家プラン作成講座
・女性起業家無料相談会
・女性起業家ミニ見本市
・女性起業家ｗｅｂ紹介

起業・創業を志す者を対象に、オー
ディションやフォーラム等の起業支援
事業を実施。

商人デビュー塾（全14回）
市内の商店街での創業予定者を対象
に、創業実践準備講座を行った。
平成24年6月9日（土）～8月4日（土）

2

1
市民・こど
も局人権・
男女共同
参画室

今後も対象者のニーズを把握
して、より効果的な対象者別
のセミナーを実施する。

30

31 起業家支援事業として、次の
事業を行う。
・商人デビュー塾（業種別）
・女性起業家ビギナーズサロ
ン
・女性起業家講師デビュー事
業
・女性起業家無料相談会
・女性起業家ミニ見本市、販
売体験

1

Ａ

女性の就業、就業継続及び
再就職に向けて支援講座を
実施します。

引き続き男女平等推進に配慮
して事業を推進する。

Ａ

市民・こど
も局こども
福祉課

2

Ｂ

引続き、母子福祉センターに
て母子家庭の母及び寡婦を対
象に就業支援に関する講座を
開催する。また、一部の講座
に関しては父子家庭の父も支
援の対象として、支援の拡充
を図る。

起業セミナー等の開催や情
報提供を通じ、起業を望む女
性及び起業した女性を支援し
ます。

経済労働
局労働雇

用部

経済労働
局新産業
創出担当

Ｂ

商人デビュー塾（全14回開催
予定）
市内の商店街での創業予定者
を対象に、創業実践準備講座
を行う

●男女平等推進に配慮した点
男女共同参画センター（すくらむ21）
と共同で実施した。

創業支援資金のうち、代表者が女性の
場合は「シニア・女性起業家支援資
金」を利用できるように、女性の起業
を支援した。（平成24年度融資実績
6件　63,000（千円））

市発行の「かわさき労働情報」6月号
において、「男女雇用機会均等月間」
と「男女平等推進週間」についての記
事を掲載した。

●男女平等推進に配慮した点
性別を問わず、読む人に伝わりやすい
表現を心がけた。

2

2

施策14

短時間勤務や在宅勤務等の
多様な働き方を推進するため
に、「かわさき労働情報」等に
より事業者に対する情報提
供等を実施します。

32

事業所における就業に関する男女共同参画の取組への働きかけ

経済労働
局商業観

光課

2

Ｂ

引き続き、「かわさき労働情
報」などの媒体を通して、事
業者に対して情報提供を実施
する。 市民・こど

も局人権・
男女共同
参画室

Ｂ

Ａ
を行う。
引き続き、男女共同参画セン
ター等、関係機関と協力し
て、より効果的な講座を実施
する。

経済労働
局金融課

今後も当該融資制度の周知を
図り、利用されるように努め
ていく。
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所管課
今後の
方向性

達成
度

平成25年度計画、事業の課題事業内容 平成24年度実績

○就業支援ポータルサイト「ＪＯＢ－
Ｌかわさき」において、求人情報や企
業情報、就業支援機関、生活住宅支援
策の紹介、及び就業関係イベント情報
などを掲載した。
○情報誌｢かわさき労働情報｣におい
て、男女雇用機会均等月間、ワーク・
ライフ・バランス推進に関する記事
や、川崎市労働状況実態調査結果の速
報版概要等の記事を掲載した。
○小冊子「働くためのガイドブック」
に男女雇用機会均等法やセクハラ、改
正育児・介護休業法、母性保護等につ
いて掲載した。
○街頭労働相談会で、小冊子「働くた
めのガイドブック」を配布した。

入札参加条件として利用することがで
きる主観評価項目制度の評価項目、及
び総合評価一般競争入札における評価
項目に「男女共同参画」の項目を導入
している。

●男女平等推進に配慮した点
来庁者に対して、契約課窓口において
男女平等に関する啓発を目的としたパ
ンフレット等を配布した。

○川崎市男女共同参画センターでは、
市民館や事業所などからの依頼を受け
て外部での出前講座を実施した。テー
マは、ワーク・ライフ・バランス、事
業紹介、「働く」を考える、男女共同
参画 防災 女性のキャリア構築

市の入札時における主観的
評価項目制度への男女共同
参画視点の導入について周
知します。

Ｂ

32

企業研修等の講座の開催及
び講師紹介、ビデオ等の資
料提供を実施します。

33

短時間勤務や在宅勤務等の
多様な働き方を推進するため
に、「かわさき労働情報」等に
より事業者に対する情報提
供等を実施します。

Ａ

市民館や事業所、市民団体と
連携し、引き続き出前講座や
研修、講師派遣のコーディ
ネートなどを行っていく。

「かわさき労働情報」や「働
くためのガイドブック」等の
紙面の充実及び配布先の拡
大、就業支援ポータルサイト
の内容の充実に努め、効果的
な広報を展開する。

Ａ

2 財政局契
約課

市民・こど
も局人権・

入札参加者の評価項目、及び
総合評価一般競争入札におけ
る評価項目に、引き続き「男
女共同参画」の項目を活用し
ていく。

1

2

経済労働
局労働雇

用部

34

参画、防災、女性のキャリア構築、
デートＤＶなど多彩なテーマにわたっ
た。
○センター職員の「ブック・レ
ビュー」の継続や書籍紹介を行った。

「かわさき男女共同参画ネットワー
ク」について、引き続きホームページ
で紹介をしている。

臨時的任用職員について、川崎市契約
条例に基づく平成24年度作業報酬下限
額を下回る職種の賃金を同額まで引き
上げた。

37 ○男女共同参画センターにおいて、
ワーク・ライフ・バランスに関連する
講座を実施した。
○男女共同参画センター職員等によ
り、ワーク・ライフ・バランスに関連
する出前研修を実施した。
○カジダン・イクメン・イクジイプロ
ジェクトを実施し写真展、川柳募集な
どを通じて男性の家事・育児の参画を
促進した。

Ａ

引き続き関係機関と連携を図
りながら、ワーク・ライフ・
バランスの推進につなげる。

2
市民・こど
も局人権・
男女共同
参画室

35

施策16

かわさき男女共同参画ネット
ワークについては、今後も広
く周知していく。

Ａ も局人権・
男女共同
参画室

施策15 市役所における公正な処遇が図られた多様な働き方の推進

36 多様な働き方を視野に入れ、
より良い雇用環境づくりを推
進します。 Ａ

引き続き、よりよい雇用環境
づくりに努めていく。

2

2

　【基本施策5】　　豊かな生活のための時間と空間の確保への支援

男女共同参画を促進するた
めの制度や仕組づくりを行っ
ている事業者を広報誌やイン
ターネットを通じて広報しま
す。

市民・こど
も局人権・
男女共同
参画室

 生活を豊かにするための情報提供や講習等の充実

仕事と暮らしの両立を図るた
め、ワーク・ライフ・バランス
の推進に向けた講座・イベン
トの開催及び情報提供を実
施します。

2Ｂ

総務局人
事課
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所管課
今後の
方向性

達成
度

平成25年度計画、事業の課題事業内容 平成24年度実績

37 ＜市独自の事業＞
○「川崎市ワーク・ライフ・バランス
セミナー」として、子育て中の母親向
けに育休からの職場復帰アドバイスセ
ミナーを1回、子育て中の父親向けに
子育て講座を1回、それぞれ2月に開催
した。
○市民向けに「食育とワーク・ライ
フ・バランス」をテーマに「川崎市
ワーク・ライフ・バランス講演会」を
3月に開催した。

＜広域的な事業＞
○神奈川県と共催で、ワーク・ライ
フ・バランスに取り組む企業を支援す
るため「ワーク・ライフ・バランス企
業担当者交流会」を6月に開催した。
○九都県市合同によるワーク・ライ
フ・バランス推進の取組として一斉定
時退庁を8月に実施した。
○四県市合同で、県内企業の経営者・
人事労務担当者向けに「神奈川ワー
ク・ライフ・バランス講演会」を2月
に横浜市で開催した。

教育文化会館・市民館で実施している
学級・講座において、ワーク・ライ
フ・バランスを学習テーマとして取り
上げ、就労や生活、家事、育児につい
て参加者が学び合った。
また、男女共同参画センターと連携し
て「カジダン・イクメン写真展」など
の取組を実施した。

●男女平等推進に配慮した点
男女がお互いを理解し 尊重できるよ

2月に実施したセミナーが好
評だっだことから、会場を増
やして市民向けのセミナーを
を実施するなど、地域の実情
にあったワーク・ライフ・バ
ランス推進の支援事業を実施
する予定である。
また、引き続き、神奈川県と
共催して企業交流会の開催及
び九都県市合同による一斉退
庁等、イベントへの参加を予
定している。

2

引き続き、関係機関とも積極
的に連携しながら、学習機会
の提供及び情報提供に努め
る。

Ａ
市民・こど
も局子育
て支援課

仕事と暮らしの両立を図るた
め、ワーク・ライフ・バランス
の推進に向けた講座・イベン
トの開催及び情報提供を実
施します。

Ａ 2
教育委員
会生涯学
習推進課

男女がお互いを理解し、尊重できるよ
うな話し合いの時間を大切にした学級
運営を進めた。

男女共同参画センターにおいて、市民
講師による講座や、趣味の範囲を広げ
られる講座を開催した。

こども文化センターにおいて、各種イ
ベントやクラブ活動等を実施した。
また依頼があった場合にはポスター、
パンフレット等を配布し情報提供を
行った。

●男女平等推進に配慮した点
イベント等を実施する場合男女が共に
参加できるものとなるよう配慮した。

教育文化会館・市民館・分館で実施す
る社会教育事業を通して、市民の主体
的な学習を振興するとともに、市民館
だより、ふれあいネット生涯学習情
報、各市民館の情報コーナー等によ
り、幅広く生涯学習に関する情報を提
供した。

●男女平等推進に配慮した点
男性女性それぞれの立場からより参加
しやすいプログラムづくりに努めた。

38

市民・こど
も局人権・
男女共同
参画室

教育委員
会生涯学
習推進課

Ｂ

Ａ

今後も市民講師事業や自主事
業を中心に、趣味や関心を広
げて個人や家族、地域とのつ
ながりを充実できるような講
座の実施に努めていく。

2

2

引き続き、生涯学習の振興に
努める。

Ａ

今後も引き続き男女平等につ
いての理解を深めて事業を実
施するよう指定管理者等を指
導します。

2
市民・こど
も局青少
年育成課

趣味やレクリエーション等、個
人の生活を豊かにするため
の講座・イベントの開催や生
涯学習情報等の提供を実施
します。
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方向性

達成
度

平成25年度計画、事業の課題事業内容 平成24年度実績

○7月22日から26日にかけてミューザ
川崎シンフォニーホール主催で「こど
もフェスタ」を開催し、「楽器体験
コーナー（全9回）」や「0歳からのミ
ニコンサート（全6回)」などを実施し
た結果、3,243人の入場者があった。
○10月22日に東京交響楽団市内巡回公
演の1つとして「マタニティ＆おやこ
コンサート」を実施。140名の入場者
があった。
○アートセンターでは、ヤングミュー
ジカル「青い鳥」を公演
・5月にオーディションを行い、6月か
らワークショップ、舞台稽古を重ね
た。
・出演者は10歳から68歳までの計34名
で地域住民参加ミュージカルとして計
3回の公演を行い、世代を超え大人も
交えた青少年舞台芸術教育・育成事業
を実施した。
・8月31日、9月1日、2日、計3公演
○アートセンター「放課後シアター」
として中学・高校生を対象に、映画上
映における広報やチケットのもぎりな
ど、運営における体験を行ったり、映
画監督とのトークなど様々なワーク
ショップを実施した。

40 「川崎市福祉のまちづくり条例」の普
及や整備基準の適合率向上を目的とし
た研修会を神奈川県、横浜市と共催で
行った。

平成24年度については、公園のトイレ

39 子どもと一緒に参加できる文
化事業への取組を進めます。

引き続き「川崎市福祉のまち
づくり条例」の適合率向上を
目的とした普及啓発活動を行
う。 2

市民・こど
も局市民
文化室

Ａ

Ａ

今後も引き続き子どもが参加
できる文化事業に多くの方に
参加してもらうため、取組の
推進や広報活動の充実等につ
いて指定管理者等に指導して
いく。

2

公園トイレについては、引き

施策17

まちづくり
局企画課

男女共同参画の視点に配慮した快適に暮らせるまちづくりの推進

子育てや介護におけるバリア
フリーやプライバシー保護等
の視点から、公共的施設の
設備等を点検します。

平成24年度については、公園のトイレ
4件の新設や建替えを行った。

●男女平等推進に配慮した点
トイレの新設や建替えに伴い、4箇所
の公園トイレにベビーシートやベビー
チェアの設置を行った。

平成24年度は新設、改築は実施なし

Ｅ

公衆トイレの新設や改築のあ
る場合には、引き続きトイレ
全体の形状・構造、周辺の状
況及び設置後の維持管理等を
総合的に勘案し、施設整備課
とともに適宜、対応を検討し
ていく。

2 環境局収
集計画課

公園トイレについては、引き
続き利用者からの要望を踏ま
え、トイレの形状・構造など
を鑑み、その対応を検討して
いく。 1

建設緑政
局公園管

理課
Ｂ
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平成25年度計画、事業の課題事業内容 平成24年度実績

○こどもが被害者となる犯罪を未然に
防止し、地域住民がこどもを見守れる
ようなまちづくりを推進していくた
め、市及び各区において毎月1日と10
日を「こども安全の日」として、こど
もの見守り活動を推進した。
○「青色防犯パトロールカー」を活用
し、下校時を中心に、市内の小学校
（わくわくプラザ）やこども文化セン
ター周辺のパトロールを行った。
○犯罪被害者等支援相談を実施し、Ｄ
Ｖや性犯罪をはじめとする各種犯罪被
害に対し、専門の相談員が面接又は電
話により各種支援施策の情報提供など
を行った。

●男女平等推進に配慮した点
犯罪被害者等支援相談に当たっては、
男女の別や年齢にかかわらず、個別の
会議室等を使用して人権やプライバ
シーに配慮し、被害者の立場に立った
適切かつきめ細かな支援を行った。

ワーク・ライフ・バランス、男女共同
参画に関連する事業所向け研修、ヒア
リング、市民向け出前講座を行った。

○情報誌｢かわさき労働情報｣におい
て、男女雇用機会均等月間、ワーク・
ライフ バランス推進に関する記事

41

Ｂ

「かわさき労働情報」や「働
くためのガイドブック」等の
紙面の充実及び配布先の拡大

ワーク・ライフ・バランスと
男女共同参画の推進は重要な
ポイントであり、引き続き周
知・啓発を行っていく。

女性や子ども・高齢者を犯罪
から守る環境整備を推進しま
す。

市民・こど
も局地域
安全推進

課
2

施策18 長時間労働抑制に向けた取組

Ｂ

地域における自主防犯活動の
推進を図るため、防犯ベスト
や腕章など、活動を行う際に
必要な物品の提供を行い、地
域における防犯パトロールや
児童の見守り活動などの自主
防犯活動を支援するととも
に、自主防犯活動団体相互の
連携強化を図るために、団体
間の連絡調整等を図ってい
く。

42
市民・こど
も局人権・
男女共同
参画室

市民・事業者向け広報資料
の配布等により、事業所にお
ける長時間労働抑制への周
知・啓発を実施します。 2

ライフ・バランス推進に関する記事
や、川崎市労働状況実態調査結果の速
報版概要等の記事を掲載した。
○小冊子「働くためのガイドブック」
に労働契約･就業規則から退職解雇に
至るまでの働くための法律知識や労働
問題相談先などの各種情報を掲載し
た。
○街頭労働相談会で、小冊子「働くた
めのガイドブック」を配布した。

43 8月と11月にワーク・ライフ・バラン
スデーを設定し、定時退庁を促進し
た。

週2日のノー残業デーを継続するとと
もに、通知や庁内放送により職員へ周
知を行った。
また、ワーク・ライフ・バランスデー
のキャンペーン等を活用し、時間外勤
務縮減の周知を行った。

Ａ

引き続き、通知や庁内放送等
によりノー残業デー等の周知
を行っていく。

2 総務局労
務課

2

紙面の充実及び配布先の拡大
に努め、効果的な広報を展開
する。

2

Ａ
経済労働
局労働雇

用部

Ａ
引き続き、ワーク・ライフ・
バランスデーを実施してい
く。

総務局人
事課

市役所におけるノー残業デー
やワーク・ライフ・バランス
デーを通じて、時間外勤務を
少なくする取組を推進しま
す。
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平成25年度計画、事業の課題事業内容 平成24年度実績

43 8月と11月にワーク・ライフ・バラン
スデーを設定し、ワーク・ライフ・バ
ランスを考えるきっかけとした。
また、実施結果を庶務課ホームページ
に掲載することにより、ワーク・ライ
フ・バランスの実現に向けた取組を推
進した。
実施日：8月1日（水）
定時退庁者：1,137人
残業者：29人
実施日：11月14日（水）
定時退庁者：1,137人
残業者：60人

●男女平等推進に配慮した点
性別の区別なく、情報が行き渡るよう
配慮した。

ワーク・ライフ・バランスデーの周知
を図った。

ワーク・ライフ・バランスデーの取り
組みを各所属に周知し、本庁及び病院
事務局において、定時退庁を実施し
た。

ノー残業デーの推進やノー残業月間及
びワーク・ライフ・バランスデーの取
り組みを周知し、毎日勤務者を対象に
実施した。【人事課】

管理職会議等の機会をとらえて「ワ

Ｂ

Ｂ 2

2

上下水道
局庶務課2

交通局庶
務課

引き続き 管理職会議等を有

今後も定時退庁の呼びかけな
ど、同様の取り組みを積極的
に推進していくことにより、
時間外勤務削減に努める。

Ｃ

引き続き市役所におけるノー
残業デーやワーク・ライフ・
バランスデーを広く周知し
て、時間外勤務を少なくする
取組を推進します。

引き続き、ワーク・ライフ・
バランスデーやノー残業デー
の取組を実施し、時間外勤務
の縮減に向けた取組を推進す
る。

引き続き、ワーク・ライフ・
バランスデーの取り組みを周
知し、定時退庁を呼びかけ
る。

病院局庶
務課

消防局人
事課Ｂ 2

市役所におけるノー残業デー
やワーク・ライフ・バランス
デーを通じて、時間外勤務を
少なくする取組を推進しま
す。

管理職会議等の機会をとらえて「ワー
ク・ライフ・バランスデー」について
周知し、定時退庁の徹底を図った。

○男女共同参画センターにおいて、市
内工業団体女性活躍推進事務局長会議
を開催し、川崎市内の工業団体とワー
ク・ライフ・バランスの推進等につい
て、情報提供や意見交換を行った。
○ワーク・ライフ・バランス、男女共
同参画に関連する事業所向け研修、ヒ
アリング、市民向け出前講座を行っ
た。

○情報誌｢かわさき労働情報｣におい
て、男女雇用機会均等月間、ワーク・
ライフ・バランス推進に関する記事
や、川崎市労働状況実態調査結果の速
報版概要等の記事を掲載した。
○小冊子「働くためのガイドブック」
に労働契約･就業規則から退職解雇に
至るまでの働くための法律知識や労働
問題相談先などの各種情報を掲載し
た。
○街頭労働相談会で、小冊子「働くた
めのガイドブック」を配布した。

45 時間外勤務抑制に関する通知を出すこ
とにより、総実勤務時間の縮減による
年次有給休暇取得向上について周知・
啓発を行った。 Ａ

引き続き、通知等により周知
を行っていく。

2 総務局労
務課

施策19

引き続き、管理職会議等を有
効に活用し、「ワーク・ライ
フ・バランスデー」について
周知し、定時退庁の徹底を促
していく。

2

Ｂ

「かわさき労働情報」や「働
くためのガイドブック」等の
紙面の充実及び配布先の拡大
に努め、効果的な広報を展開
する。

年次有給休暇取得率向上への取組

Ｂ

市民・事業者向け広報資料
の配布等により、事業所にお
ける年次有給休暇制度取得
向上への周知・啓発を実施し
ます。

教育委員
会庶務課

Ａ

市内工業団体女性活躍推進事
務局長会議や事業所への出前
講座などを通じて、周知・啓
発を図る。
ワーク・ライフ・バランスと
男女共同参画の推進は重要な
ポイントであり、引き続き周
知・啓発を行っていく。

経済労働
局労働雇

用部
2

44

2
市民・こど
も局人権・
男女共同
参画室

市役所における年次有給休
暇取得向上に向けた取組を
進めます。
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所管課
今後の
方向性

達成
度

平成25年度計画、事業の課題事業内容 平成24年度実績

45 年次有給休暇の取得を向上させるた
め、休暇制度についての理解を深めさ
せる手引きを庶務課ホームページに掲
載し、取組の推進を行った。

●男女平等推進に配慮した点
性別の区別なく、情報が行き渡るよう
配慮した。

職員向け広報資料には年次有給休暇制
度取得向上への周知・啓発内容は掲載
していない。

自主考査を通じ、職員の健康保持と職
務の効率的な遂行、職場内の情報共有
化を含め、年次有給休暇取得向上に向
け取り組んだ。

欠員状況を注視し、新規職員を採用す
るなど欠員の解消に努め、有給休暇取
得向上に向けた課題に取り組んだ。
【人事課】

管理職会議等において休暇取得実績を
示す等しながら、年次休暇の積極的な
取得についての意識を高めた。

2

3

2

上下水道
局庶務課

消防局人
事課

Ｂ

Ｃ

Ｄ

病院局庶
務課

交通局庶
務課

今後の広報資料作成時には検
討していきたい。

2

引き続き、管理職会議等にお
いて休暇取得実績を示す等し
ながら、年次休暇の積極的な
取得についての意識向上に努
める。

2

　【基本施策6】　　子育てを支える環境の充実

施策20

教育委員
会庶務課

Ｂ

Ａ

今後も、自主考査等を通じ、
職員の健康保持と職務の効率
的な遂行、職場内の情報共有
化を含め、年次有給休暇取得
向上に向け取り組んでいく。

引き続き、年次休暇の取得向
上に向けた取組を推進する。

引続き欠員状況等を注視しな
がら、年次有給休暇取得の向
上について、職員に周知して
いく。

事業所における男性の育児休業の取得促進に向けた取組への働きかけ

市役所における年次有給休
暇取得向上に向けた取組を
進めます。

46 ○情報誌｢かわさき労働情報｣におい
て、カジダン・イクメン写真展（男女
平等かわさきフォーラム）参加者募集
記事やワーク・ライフ・バランス推進
についての記事を掲載した。
○小冊子「働くためのガイドブック」
に男女雇用機会均等法やセクハラ、改
正育児・介護休業法、母性保護等につ
いて掲載した。
○街頭労働相談会で、小冊子「働くた
めのガイドブック」を配布した。
○「川崎市労働状況実態調査」におい
て育児･介護休業制度の整備状況や
ワーク・ライフ・バランスの取組み状
況について調査した。

Ａ

「かわさき労働情報」や「働
くためのガイドブック」等の
紙面の充実及び配布先の拡大
に努め、効果的な広報を展開
する。

2
経済労働
局労働雇

用部

施策20 事業所における男性の育児休業の取得促進に向けた取組への働きかけ

｢労働状況実態調査｣を通じ
て、男性の育児休業取得に
関する調査を実施します。
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所管課
今後の
方向性

達成
度

平成25年度計画、事業の課題事業内容 平成24年度実績

カジダン・イクメン・イクジイプロ
ジェクト／写真展（年1回：川崎フロ
ンターレ、教育委員会、ＮＰＯ法人
ファザーリング・ジャパン、パパ塾、
７工業組合団体女性活躍事務局長会議
連携）、川柳の募集や作品紹介を通じ
て、ワーク・ライフ・バランスの推
進・広報を行った。また、川崎市人
権・男女共同参画室と川崎フロンター
レ、川崎浴場組合連合会、ＮＨＫＥテ
レがコラボレーションして行うイクフ
ロキャンペーンの企画の一部として、
イクフロ写真展の開催による本プロ
ジェクトの紹介を実施した。

○情報誌｢かわさき労働情報｣におい
て、カジダン・イクメン写真展（男女
平等かわさきフォーラム）参加者募集
記事やワーク・ライフ・バランス推進
についての記事を掲載した。
○小冊子「働くためのガイドブック」
に男女雇用機会均等法やセクハラ、改
正育児・介護休業法、母性保護等につ
いて掲載した。
○街頭労働相談会で、小冊子「働くた
めのガイドブック」を配布した。
○「川崎市労働状況実態調査」におい

47 男性の育児休業制度取得促
進のための講座や講師紹介
及び情報提供を実施します。

「かわさき労働情報」や「働
くためのガイドブック」等の
紙面の充実及び配布先の拡大
に努め、効果的な広報を展開
する。

○これからも身近なテーマを
切り口にイベント企画を実施
することを通じて、男性の育
児・家事への参画を啓発する
とともに育児休業制度の利用
に対する理解を深めていく。
○男性の男女共同参画に対す
る理解促進とジェンダーバイ
アスの解消につなげるための
事業を男性の市民活動グルー
プと「川崎イキメン（地域で
イキイキと活躍する男性）ス
クール」を新たに立ち上げ、
以下の事業を実施する。
①川崎市におけるひとり親
（父子家庭）家庭の現状を調
べる。②育児期・孫育て期の
男性の地域・家庭への参加促
進のためのサロン③働き手の
悩みサポートグループ相談
「タックさんのカフェ」

1

2

Ａ

経済労働
局労働雇

用部

市民・こど
も局人権・
男女共同
参画室

Ａ

イントラネットホームページ「職員子
育て応援ネット」に男性職員向けワー
ク・ライフ・バランス研修で実施した
育児休業取得体験談の様子を掲載し
た。また、育児休業等の出産・育児に
関わる制度をまとめた「職員子育て応
援ガイドブック」を新規採用職員等に
配布した。

新規採用職員研修テキスト｢勤務のし
おり」を全職員に提供できるよう庁内
イントラネットで共有し、周知を行っ
た。

●男女平等推進に配慮した点
男女の区別なく、情報が行き渡るよう
配慮した。

て育児･介護休業制度の整備状況や
ワーク・ライフ・バランスの取組み状
況について調査した。

育児休業取得状況を把握し、
配偶者が出産した職員に占
める育児休業取得者の割合
が2013（平成25）年度までに
6%となるようにめざします。 2 総務局人

事課Ａ

今後とも取り組みを実施して
いく。

今後とも、取組を実施してい
く。

施策21 市役所における男性の育児休業取得率向上への取組

Ａ 2

48

総務局人
材育成セ
ンター
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所管課
今後の
方向性

達成
度

平成25年度計画、事業の課題事業内容 平成24年度実績

育児に関する休暇・休業等の制度の周
知を積極的に行うため、子育て応援の
ための情報を庶務課ホームページに掲
載した。
　
◆平成24年度に配偶者が出産した職員
に占める育児休業取得者の割合　4％

●男女平等推進に配慮した点
性別の区別なく、情報が行き渡るよう
配慮した。

当局が主催する研修や職員向け広報誌
で、育児休業制度についての情報提供
を行った。

ガイドブックを配布し、男性の育児・
介護休業制度の周知を図った。

今年度、男性の育児休業取得者はいな
かったが、部分休業取得者の実績が
あった。【人事課】

ガイドブックや局内研修の場を活用
し、職員の理解が深まるよう図った。

49 新規採用職員研修や人事評価者研修等
において、川崎市次世代育成支援対策
特定事業主行動計 概 知

2

消防局人
事課

2

2 交通局庶
務課Ｂ

今後も全職員に向け情報提供
を行い、育児休業を取得しや
すい職場環境の整備を図って
いく。

病院局庶
務課

育児休業取得状況を把握し、
配偶者が出産した職員に占
める育児休業取得者の割合
が2013（平成25）年度までに
6%となるようにめざします。

48

今後も育児・介護休業制度の
周知を図っていく。Ｃ

引き続き、職員の意識付けを
図るとともに、局内研修等の
場を活用しながら理解を深め
るよう図る。また、取得しや
すい職場環境への改善に努め
る。

教育委員
会庶務課Ｂ

今後とも取り組みを実施して
いく。

2 上下水道
局庶務課Ｂ

引き続き、対象職員や管理職
等に向けて、育児に関する休
暇・休業等の制度について周
知を行うことで、育児休業を
取得しやすい職場環境の整備
を図っていく。

Ｄ
今後も引続き、局内研修等の
場において、ガイドブックを
活用し周知を図っていく。 2

育児休業取得促進に関する
テーマを、階層別研修・講座

特定事業主行動計画の概要を周知し
た。また、管理職及び男性職員を対象
にワーク・ライフ・バランスに関する
研修を実施した。

新規採用職員研修において、研修テキ
スト｢勤務のしおり」を活用し、周知
を行った。

●男女平等推進に配慮した点
男女の区別なく、情報が行き渡るよう
配慮した。

総務局が開催した業務管理者及び男性
向けワーク・ライフ・バランス研修に
管理職や男性職員を積極的に派遣し、
男性の育児休業制度について理解を深
めさせた。

●男女平等推進に配慮した点
性別の区別なく、情報が行き渡るよう
配慮した。
また、特に男性職員に向け積極的に参
加するよう呼びかけた。

当局が主催する研修や職員向け広報誌
で、育児休業制度についての情報提供
を行った。 Ｂ

今後も全職員に向け情報提供
を行い、育児休業を取得しや
すい職場環境の整備を図って
いく。

2 交通局庶
務課

2 総務局人
事課Ａ

上下水道
局庶務課

総務局人
材育成課

2

2

引き続き、研修等の機会を活
用し、男性が主体的に育児を
行うことのメリットを伝える
ことで、育児休業の取得を促
進する。

Ａ

今後とも、取組を実施してい
く。

Ｂ

において積極的に取り入れ、
男性の育児休業取得を促進
します。
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所管課
今後の
方向性

達成
度

平成25年度計画、事業の課題事業内容 平成24年度実績

49 男性の育児・介護休業の制度について
理解を深めるため、市長部局で行なわ
れた階層別研修や男性職員を対象とし
たワーク・ライフ・バランス研修に参
加した。

研修等の機会を通じ、制度の周知を
図ったが、男性の育児休業取得者はい
なかった。【人事課】

Ｃ

今後も引続き、研修等の機会
を通じて制度の周知を図り、
特に、これから取得の対象と
なる新規採用職員等に対し、
制度の周知を図っていく。

2 消防局人
事課

50 ワーク・ライフ・バランスデーの実施
にあわせて作成し、庁内へ配布してい
る啓発チラシにおいて、男性の育児休
業取得促進に関する記事を掲載した。

新規採用職員研修テキスト｢勤務のし
おり」を全職員に提供できるよう庁内
イントラネットで共有し、周知を行っ
た。

●男女平等推進に配慮した点
男女の区別なく、情報が行き渡るよう
配慮した。

育児休業を取得しやすい職場環境を作
るため、「職員子育て応援ガイドブッ
ク」や「男性職員のためのすくすく子
育てハンドブック」等、子育てを応援
する情報について、庶務課ホームペー
ジに掲載し、より情報を取得しやすい

上下水道

Ａ

引き続き、制度や局内の取得
状況、掲げる目標等について
積極的な情報提供を行ってい
く。

2 総務局人
事課

病院局庶
務課Ｂ

今後も男性の育児・介護休業
取得への理解と職員への制度
の周知に努めていく。

今後とも、取組を実施してい
く。

2

今後とも取り組みを実施して
いく。

2

総務局人
材育成課

Ａ

育児休業取得促進に関する
テーマを、階層別研修・講座
において積極的に取り入れ、
男性の育児休業取得を促進
します。

職員向け広報紙等により、取
得に関する積極的な情報提
供を行います。

環境を整備した。

●男女平等推進に配慮した点
性別の区別なく、情報が行き渡るよう
配慮した。

当局が主催する研修や職員向け広報誌
で、育児休業制度についての情報提供
を行った。

当局が主催する研修や職員向け広報誌
により、取得に関する積極的な情報提
供を行なった。

 新規採用職員導入研修において、ガ
イドブックを配布するなど、次世代育
成支援対策特定事業主行動計画の説明
を行った。また、局内の機関誌を利用
し、育児休業取得に係る制度解説を掲
載するなどの周知を図った。【人事
課】

Ｂ

研修等の機会を通じて制度の
周知を図り、育児休業を取得
しやすい職場環境の整備に努
める。

2 消防局人
事課

今後も職員への積極的な情報
提供を行う。 病院局庶

務課

2 上下水道
局庶務課

交通局庶
務課2

今後も全職員に向け情報提供
を行い、育児休業を取得しや
すい職場環境の整備を図って
いく。

2Ａ

Ｂ

Ｂ

44



所管課
今後の
方向性

達成
度

平成25年度計画、事業の課題事業内容 平成24年度実績

基本方針を策定し、方針に基づく新た
な制度の準備作業を進めた。既存制度
の認定保育園、おなかま保育室、かわ
さき保育室等の認可外保育施設に対し
て助成を行った。

●男女平等推進に配慮した点
保護者の子育てと就労の両立を支援す
るよう配慮している。

〇産後家庭支援ヘルパー派遣事業
　利用回数：2,357回
〇ふれあい子育てサポート事業
　子育て支援会員数：707人
　（平成25年3月末現在）

平成24年度は25か所の認可保育所が新
設された。そのうち、一時保育事業は
8か所、午後8時までの延長保育事業を
27か所で実施した。
ふれあい子育てサポート事業は引き続
き4か所で実施した。

エンゼル幸、エンゼル高津、エンゼル
多摩の3か所で継続実施した また 4

施策22

1

待機児童の解消に向けて、
保育環境の整備等の充実に
取組みます。

2

平成26年度に、市内4か所目
の病後児保育施設（病児保育

52 あらゆる機関、団体との協働
により、保育所の拡充だけで
なく、夜間保育、一時保育、
子育てヘルパー事業の実施
等、多様な保育を拡充しま
す。

市民・こど
も局保育

課

53

産後家庭支援ヘルパー派遣事
業については、事業名を産
前・産後家庭支援ヘルパー派
遣事業に改めることにより産
前利用を促進する。
ふれあい子育てサポート事業
については、研修内容を充実
するほか引き続き効果的な事
業広報を行うことで、子育て
支援会員の増員を図り、事業
の充実を図っていく。

Ｂ

社会情勢・景気動向等により
高まる多様な保育需要に対応
するため、「川崎市認可外保
育事業再構築基本方針」に基
づいた各種取組を推進する。

51

多様な保育制度及び保育施設の拡充

市民・こど
も局子育
て支援課

Ｂ

第2期川崎市保育基本計画
（かわさき保育プラン）に基
づき一時保育等の着実な事業
推進を図る。 市民・こど

も局保育
課

病後児保育体制を拡充し、そ
の家族に対する支援を行い

1Ａ

多摩の3か所で継続実施した。また、4
か所目の開所に向け関係団体や庁内で
の調整を進めた。

●男女平等推進に配慮した点
保護者の子育てと就労の両立を支援す
ることができた。

○男女共同参画センターにおいて、以
下の事業を実施した。
①子育てほっとサロンを毎月第1・3木
曜日に実施した。親同士、子ども同士
の仲間作りや情報交換のきっかけとな
るように団体に業務を委託する形で開
催した。
②子育て講座を定期開催した。親子で
スキンタッチ講座、骨盤トレーニング
&ストレッチ講座、絵本の読み聞かせ
など。
③避難者である女性とこどものための
サロンを開催した。

両親学級に父親へのアプローチプログ
ラムを入れて、男性がより参加しやす
い事業の実施を行った。

●男女平等推進に配慮した点
妊娠中の妻の体についての学習等、両
親学級で学ぶ場を提供し、男性の育児
参加を促した。

54

施策23

川崎区役
所保健福
祉サービ
ス課

の病後児保育施設（病児保育
も検討中）開設に向け、関係
団体や庁内で実務的な調整を
進めるとともに、施設整備に
向けた準備作業を進める。

市民・こど
も局保育

課

子育てグループ等の支援や
交流会の開催を通じ、子育て
中の女性のエンパワーメント
を支援します。

の家族に対する支援を行い
ます。

Ｂ 2

市民・こど
も局人権・
男女共同
参画室

Ｂ 1

子育てに向けた学習機会及び情報の提供

Ａ

今後も子育て中の女性のエン
パワーメントを支援してい
く。

1

母子健康手帳交付時に更なる
両親学級へのお誘いを行い、
男性を育児参加へ促してい
く。
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所管課
今後の
方向性

達成
度

平成25年度計画、事業の課題事業内容 平成24年度実績

54 ○川崎区内の公営・民営保育所、地域
子育て支援センターで土曜日に「パパ
もいっしょに！ジョイフルサタデー」
を年10回開催。
参加者数930名（保護者518、こども
412）男性174名
○男性に離乳食への関心を高めてもら
うため、24年度より新たに離乳食講座
を2か所で実施した。
○高校生ボランテイア14名参加

●男女平等推進に配慮した点
男性保育士が遊びを進めるなど、父親
が参加しやすい内容・雰囲気等を工夫
した。

日吉地区の赤ちゃん相談、子育てｻﾛﾝ
等に保健師が出向き育児相談を行うな
ど、地域の子育て支援活動をﾊﾞｯｸｱｯﾌﾟ
した。
また、双子の会や若年母の会を主催
し、子育て中の女性の孤立化や育児不
安の軽減を図った。

情報コーナーの設置、ホームページ、
情報ネットさいわい、お散歩にいこう
ね！の発行等を活用し情報の提供を
行った。また、子育てグループと子育
て支援者の交流会も年に3回実施し、
異世代間の意見交換等の場を設け地域
での子育て力の向上を図った。

●男女平等推進に配慮した点
各種講座、講演会、学習会は、可能な
限り土曜に開催する等男女平等推進に

Ａ

「パパもいっしょに！ジョイ
フルサタデー」の開催だけで
はなく、エコプロジェクト
（緑化）や世代間交流のイベ
ントなど男性が参加しやすい
内容で講座・イベントを実施
していく。

Ｂ

Ｂ

2

川崎区役
所こども支

援室

幸区役所
保健福祉
サービス

課

幸区役所
こども支援

室

1

2

継続実施。

子育てグループの支援も視野
に入れながら交流会を開催
し、子育て支援者との連携を
行い地域での子育て力の向上
を図るよう配慮する。
情報コーナーの設置、ホーム
ページ、情報ネットさいわ
い、お散歩にいこうね！の発
行等を活用し情報の提供を行
ない子育てグループ等の支援
などを行う。

子育てグループ等の支援や
交流会の開催を通じ、子育て
中の女性のエンパワーメント
を支援します。

限り土曜に開催する等男女平等推進に
配慮した。

・両親学級で仲間づくりを促し、ママ
友が出産後も交流し、子育てサロンや
支援センター等で共に育児を楽しんで
いる。
・子育てグループ交流会を継続し、関
心のある親子が集い活動に参加してい
る。
・ワーキングマザーのための妊娠・出
産・子育て講座に定員いっぱいの参加
があり夫婦で協力して子育てをする心
構えを促した。先輩パパの話はイメー
ジ作りに役立った。

●男女平等推進に配慮した点
両親学級やワーキングマザーの講座へ
のパートナーの参加者が増加し、グ
ループワークに楽しく参加していた。

子育て自主グループの活動支援とし
て、子育てネットワークの自主グルー
プ支援部会が中心となり、リーダー交
流会を実施した。さらに、自主グルー
プの楽しさを多くの親子に知ってもら
うためのＤＶＤを制作し、１歳半健診
にて放映した。また、子育て自主グ
ループ説明会を実施し、新たな自主グ
ループの参加者の拡大を図った。

Ｂ

引き続き、活動継続のための
リーダー支援や参加者の拡大
に向けた支援を行っていきた
い。

3
中原区役
所こども支

援室

中原区役
所保健福
祉サービ
ス課

参加者の反応や感想等を参考
にし、継続実施する。

1Ｂ
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所管課
今後の
方向性

達成
度

平成25年度計画、事業の課題事業内容 平成24年度実績

54 両親学級3日間1コースで毎月開催し、
年間12コース実施。参加状況につい
て、妊婦は、実数466名、パートナー
実数274名、延数1,582名、月平均42名
であった（2月まで）。月平均48名。

●男女平等推進に配慮した点
チラシ交付時と予約時にパートナーが
参加しやすいように声かけをする。妊
婦のみの参加も可であると説明する。

○「転入者子育て交流会」を6月に地
区別に2回、10月には年齢別に２回実
施。地域の関係団体の協力を得て合計
142名が参加。
○子育てグループ交流会を2回開催
し、活動活性化のため貸出遊具体験を
行った。初めての参加者向けの「き
て!みて!体験!子育てグループinたか
つ」を高津区こども・子育てフェスタ
と同日開催。72組が参加。
○子育て中の親や子育て支援者等を対
象にした講演会を4回、子どもに関す
る相談に従事する支援者を対象にした
スーパーバイズを4回開催した。

●男女平等推進に配慮した点
父親の育児参加を促進するため、12月
に地域子育て支援センターを特別に土
曜開所し、父親が参加しやすいよう配
慮した。

Ｂ

子育てグループ等の支援や
交流会の開催を通じ、子育て
中の女性のエンパワーメント
を支援します。

Ａ

2

24年度同様の活動の継続。

○「転入者子育て交流会」今
年度の成果を踏まえ検討実施
○「きて！みて！体験!子育
てグループinたかつ」は、開
催方法等を検討して実施。
○子ども・子育て支援講座
は、回数・内容を検討し継続
実施。

2
高津区役
所こども支

援室

高津区役
所保健福
祉サービ
ス課

両親学級実績（平成25年2月実施まで
の実績）
　開催回数：11コース実施（1コース3
回）(年間12コース実施予定）
　受講者実数（女性）：488人
　　　　　　（男性）：253人
　土曜日コース2回実施
　受講者実数（女性）：40人
　　　　　　（男性）：40人

●男女平等推進に配慮した点
土曜日コースの実施により、働く女性
や男性も参加しやすいよう配慮した。

○「子育てグループ交流会」を年1回
開催。8グループ14名と子ども14名、
子育て支援者14名参加。
○転入者向け交流会「うぇるかむクラ
ス」を年2回開催。
転入親子75組、子育て支援者71名参加

●男女平等推進に配慮した点
参加者は母子が多いが、支援者として
男性の参加を推進した。

子育てサロンや子育てグループ支援を
行った。

保健福祉センター内の掲示板や、区子
育て情報ブックの掲載などで、団体紹
介やメンバー募集等、主に広報面での
支援を行った。

Ａ

継続して実施予定

2
多摩区役
所こども支

援室

Ｂ

Ａ

2

Ａ 2

○子育てグループ交流会と子
育てサロン・赤ちゃん広場等
交流会を合同で開催し、連携
の幅をさらに広げる。
○うぇるかむクラスは対象者
を拡大して参加者が増加して
いる。ニーズに応えて継続。

多摩区役
所保健福
祉サービ
ス課

2

宮前区役
所こども支

援室

宮前区役
所保健福
祉サービ
ス課

継続実施。

継続して実施する。
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所管課
今後の
方向性

達成
度

平成25年度計画、事業の課題事業内容 平成24年度実績

地域で子育て交流広場を開催し、子育
て中のお母さん同志の交流や学習会を
通じて、子育て力向上の支援を行っ
た。また、赤ちゃん訪問や健診・相談
場面で、子育てサロン等の情報を提供
したり、サロン等へ協力支援した。

●男女平等推進に配慮した点
両親学級や乳幼児健診等で、父親にも
情報提供した。

市政だよりやちらし等を活用して事業
を広く区民に周知し、利用するグルー
プへのボランティアの派遣内容を充実
させ子育てグループの活動を支援し
た。

●男女平等推進に配慮した点
新規のボランティア会員及び利用会員
の登録を促し、子育て支援の強化を
図った。

区内の子育てグループ及びサークルの
活動内容を掲載した「麻生区ちびっこ
おでかけＭＡＰ」を作成し、子育て中
の区民に情報を提供し支援に繋げた。

●男女平等推進に配慮した点
子育てグループやサークルの活動を子
育て中の区民に広く広報し、活動の支
援を行った。

Ｂ

Ｂ

子育てグループ等の支援や
交流会の開催を通じ、子育て
中の女性のエンパワーメント
を支援します。

54

麻生区子育てバンク事業を
様々な媒体により広く区民に
周知をするとともに、子育て
グループの活動の支援を継続
的に行う。

Ｂ
麻生区役
所こども支

援室

2

2

麻生区役
所保健福
祉サービ
ス課

子育て力の向上を支援し、地
域で自立した会運営が行える
よう支援していく。

麻生区役
所こども支

援室
2

区内の子育てグループ及び
サークルの活動内容を掲載し
た「麻生区ちびっこおでかけ
ＭＡＰ」を作成し、子育て中
の区民に情報を提供し支援に
繋げた。

〇教育文化会館・市民館において、子
育て広場の開設や子育て支援情報の提
供を行い、保護者間の交流を促進し
た。
○市民館等で活動する保育ボランティ
ア団体や子育てサークルと連携をはか
るとともに、研修等を実施し、グルー
プの育成・支援を行った。

●男女平等推進に配慮した点
子育て中の保護者同士の仲間づくりと
学びを支援した。

55 ○男女共同参画センターにおいて、男
性を対象とした男性セミナーの開催、
パパ塾と連携して男性の子育てに関す
る講座「パパり場」を定期開催、子ど
もと一緒に参加する「パパと赤ちゃん
のためのハートウォーミングタッチ」
講座を開催した。

地域子育て支援センターにおいて、こ
ども支援室や子育て関係団体等と連携
し子育てに悩む親の支援を行った。 Ｂ

今後も男性の育児参加を推進
するための事業を実施する。

2
市民・こど
も局保育

課

Ａ

Ｂ
市民・こど
も局人権・
男女共同
参画室

1

パパが主体になれるパパ向け
の講座を市民活動団体と連携
し企画実施する。

区を中心に子育て支援施策を
推進していく中での市民館の
役割を明確にして推進してい
く必要がある。

教育委員
会生涯学
習推進課

2

両親学級や子育てセミナー
等において、男性が参加しや
すい講座時間・内容を企画し
ます。また、学校行事等への
男性の子育て参加を促しま
す。
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平成25年度計画、事業の課題事業内容 平成24年度実績

55 両親学級に父親へのアプローチプログ
ラムを入れて、男性がより参加しやす
い事業の実施を行った。

●男女平等推進に配慮した点
妊娠中の妻の体についての学習等、両
親学級で学ぶ場を提供し、男性の育児
参加を促した。

○川崎区内の公営・民営保育所、地域
子育て支援センターで土曜日に「パパ
いっしょもに！ジョイフルサタデー」
を年10回開催。
参加者数930名（保護者518、こども
412）男性174名
○男性に離乳食への関心を高めてもら
うため、24年度より新たに離乳食講座
を2か所で実施した。
○高校生ボランテイア14名参加

●男女平等推進に配慮した点
男性保育士が遊びを進めるなど、父親
が参加しやすい内容・雰囲気等を工夫
した。

3日間1ｺｰｽで行う両親学級の3日目に男
性向けビデオプログラムを実施するな
ど、男性の子育て参加を促すととも
に、男性が参加しやすいものにした。

●男女平等推進に配慮した点
　上記のとおり。

地域子育て支援センターおよびこども
文化センタ にて父親も参加しやすい

Ａ

Ｂ

母子健康手帳交付時に更なる
両親学級へのお誘いを行い、
男性を育児参加へ促してい
く。

継続実施。

「パパもいっしょに！ジョイ
フルサタデー」の開催だけで
はなく、エコプロジェクト
（緑化）や世代間交流のイベ
ントなど男性が参加しやすい
内容で講座・イベントを実施
していく。

Ｂ

継続して父親も参加できるよ
う土曜日開催はもちろんのこ

2
川崎区役
所保健福
祉サービ
ス課

川崎区役
所こども支

援室

幸区役所
保健福祉
サービス

課
2

1

両親学級や子育てセミナー
等において、男性が参加しや
すい講座時間・内容を企画し
ます。また、学校行事等への
男性の子育て参加を促しま
す。

文化センターにて父親も参加しやすい
ように土曜日の開所・講座等事業を実
施した。内容も父親の参加しやすく、
子育てに役立つ内容を行うよう配慮し
た。
実施回数年108回　父親の参加数468名
参加率20％～40％であった。

●男女平等推進に配慮した点
事業の土曜実施・内容の充実

・両親学級実績（Ｈ25・2月まで）
・3日間コース　年12回
・参加者　女性674名　男性441名
（65％）
受講者延数2,556名
・ワーキングマザーのための妊娠・出
産・子育て講座。年4回（土曜日）
参加者女性205名男性202名（98％）
先輩ママ、パパの参加が少なかった。
先輩ママ2名　先輩パパ3名（延人数）

●男女平等推進に配慮した点
男性同士のグループワークを実施。先
輩パパの経験は、今後の生活のイメー
ジづくりに役立った。

父親への育児参加を推進するために、
土曜日にパパ向け親子講座を4回開催
した。 Ｂ

組織改編に伴い、他部所が実
施している内容は終了とす
る。 4

中原区役
所こども支

援室

Ｂ

う土曜日開催はもちろんのこ
と、父親間の交流の場ともし
ていくよう配慮する。また内
容も参加しやすいように配慮
すると共に父親向けの子育て
冊子を作成・配布し子育てへ
の関心を更に高めていく。

1
中原区役
所保健福
祉サービ
ス課

幸区役所
こども支援

室

Ｂ

2

・継続実施
両親学級は働いている夫婦も
参加しやすくするため2カ月
で1コースと改善する。
ワーキングマザーの講座は、
参加者の反応感想を参考に内
容を工夫していく。
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所管課
今後の
方向性

達成
度

平成25年度計画、事業の課題事業内容 平成24年度実績

両親学級3日間1コースで毎月開催し、
年間12コース実施。参加状況につい
て、妊婦は、実数466名、パートナー
実数274名、延数1,582名、月平均42名
であった（2月まで）。月平均48名。

●男女平等推進に配慮した点
チラシ交付時と予約時にパートナーが
参加しやすいように声かけをする。妊
婦やパートナーのみでの予約も受付け
る。

両親学級実績（平成25年2月実施まで
の実績）
　開催回数：11コース実施（1コース3
回）(年間12コース実施予定）
　受講者実数（女性）：488人
　　　　　　（男性）：253人
　土曜日コース2回実施
　受講者実数（女性）：40人
　　　　　　（男性）：40人

●男女平等推進に配慮した点
土曜日コースの実施により、働く女性
や男性も参加しやすいよう配慮した。

○親と子の子育て応援セミナー
「父親の育児参加」（年2回）
参加者266名（父親45名）
○親と子の子育て応援セミナーオープ
ン講座「パパも一緒にベビーヨガ」
「パパヒーローになろう」
参加者283名（父親44名）
○遊びの広場（地域子育て支援セン

両親学級や子育てセミナー
等において、男性が参加しや
すい講座時間・内容を企画し
ます。また、学校行事等への
男性の子育て参加を促しま
す。

55

○地域子育て支援センターの
土曜日開所を年3回2ヶ所で行
う。（遊びの広場、オープン
セミナー等）
○センター、ブランチ保育所
においても土曜日に地域の父
親参加が可能な講座イベント
を行う

24年度同様の活動の継続

継続実施。

2

宮前区役

2
高津区役
所保健福
祉サービ
ス課

Ａ

Ｂ

宮前区役
所保健福
祉サービ
ス課

○遊びの広場（地域子育て支援セン
ター土曜日開所）年2回
参加者208名（父親34名）

●男女平等推進に配慮した点
土曜日に実施することで父親が参加し
やすいようにした。

両親学級実績
3日間コース×12回
1日コース×12回
参加人数　妊婦　549名
　　　　パートナー 353名

●男女平等推進に配慮した点
妊婦ジャケットの体験等妊娠期から共
に育てる意識を持ち、協働した育児に
ついてイメージできるように働きかけ
た。働いている夫婦が参加しやすいよ
うに1日コースを設定している。

両親学級実績（1月末現在）
開催回数：　10回（延べ40回）
受講者数：　（女性）332人
　　　　　　（男性）204人
　　父親の参加率は61.4％

●男女平等推進に配慮した点
両親で協力して楽しみながら子育てす
る大切さを教室の中で伝えた。

を行う。
1

宮前区役
所こども支

援室
Ａ

Ｂ

麻生区役
所保健福
祉サービ
ス課

継続して実施すると同時に、
引き続き男性（パートナー）
の教室参加を促し、両親で子
育てを楽しんで行えるよう広
報に努める。

継続して実施する。

Ａ 2

2
多摩区役
所保健福
祉サービ
ス課
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方向性

達成
度

平成25年度計画、事業の課題事業内容 平成24年度実績

鶴見川や日本映画大学等で親子の体験
学習を父親が参加しやすい休日に実施
して、父親の子育て参加を促した。

鶴見川や日本映画大学等で親
子の体験学習を父親が参加し
やすい休日に実施して、父親
の子育て参加を促した。

●男女平等推進に配慮した点
父親が参加しやすいように内容に配慮
した。

教育文化会館・市民館で実施した学級
講座において、男性の家事や育児への
参加を促進する学習プログラムや、父
親同士の交流を図るプログラムに取組
み、土日や平日夜間に事業を開催し、
男性の参加を促した。

24年度については、特に出産を控えた
男女など、子育て前の男女を対象とし
た講座等は実施しなかった。

こども文化センター事業、わくわくプ
ラザ事業の推進による放課後子どもプ
ランの推進。子育て支援・わくわくプ
ラザ事業、子ども夢パーク等青少年教
育施設事業の実施。

●男女平等推進に配慮した点
保護者の就労状況に関わらず、すべて
の児童が利用できる放課後の居場所と
して実施することにより就労継続の支

両親学級や子育てセミナー
等において、男性が参加しや
すい講座時間・内容を企画し
ます。また、学校行事等への
男性の子育て参加を促しま
す。

保健福祉センターで実施して
いる両親学級等との連携を図
りながら、子育てや家庭教
育、男女共同参画に関する情
報を提供していく。 5

教育委員
会生涯学
習推進課

児童・生徒に対する放課後事
業の充実を図ります。

Ａ

1

引き続き、教育文化会館・市
民館・分館で実施する社会教
育事業を通じて、子育てに関
する学習や情報を男性にも積
極的に提供していく。

Ａ

Ｅ

児童・生徒に対する放課後事業の充実

男女共同参画の視点から子
育てにかかわることができる
よう、育児体験講座等の実施
を通じて、次世代を担う者た
ちを支援します。

施策24

56

57

教育委員
会生涯学
習推進課

麻生区役
所こども支

援室

55

市民・こど
も局青少
年育成課

Ａ

指定管理者制度導入施設のた
め継続して指定管理者へ指導
していく。

2

2

して実施することにより就労継続の支
援を行った。

○「川崎市労働状況実態調査」におい
て育児･介護休業制度の整備状況や
ワーク・ライフ・バランスの取組み状
況について調査した。
○情報誌｢かわさき労働情報｣におい
て、ワーク・ライフ・バランス推進に
関する記事や、川崎市労働状況実態調
査結果の速報版概要等を掲載した。
○小冊子「働くためのガイドブック」
に男女雇用機会均等法やセクハラ、改
正育児・介護休業法、母性保護等につ
いて掲載した。
○街頭労働相談会で、小冊子「働くた
めのガイドブック」を配布した。

59 介護の苦悩など想いを共有したりリト
ミックを通じて体をリフレッシュする
場を設けることで、介護を継続する意
欲の向上と介護者の孤立化の予防を目
的とした介護者のためのリフレッシュ
サロンを実施した。

Ｂ

引き続き情報提供に取り組ん
でいく。

3
市民・こど
も局人権・
男女共同
参画室

施策25  事業所における介護休業の取得促進に向けた取組への働きかけ

　【基本施策7】　　介護を支える環境の充実

｢労働状況実態調査｣を通じ
て、介護休業取得に関する調
査を実施します。

58

Ａ 2
経済労働
局労働雇

用部

「かわさき労働情報」や「働
くためのガイドブック」等の
紙面の充実及び配布先の拡大
に努め、効果的な広報を展開
する。

介護休業制度取得促進のた
めの講座や講師紹介及び情
報提供を実施します。
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59 ○情報誌｢かわさき労働情報｣におい
て、ワーク・ライフ・バランス推進に
関する記事や、川崎市労働状況実態調
査結果の速報版概要等を掲載した。
○小冊子「働くためのガイドブック」
に男女雇用機会均等法やセクハラ、改
正育児・介護休業法、母性保護等につ
いて掲載した。
○街頭労働相談会で、小冊子「働くた
めのガイドブック」を配布した。
○「川崎市労働状況実態調査」におい
て育児･介護休業制度の整備状況や
ワーク・ライフ・バランスの取組み状
況について調査した。

「職員子育て応援ガイドブック」を配
布・周知した。

新規採用職員研修テキスト｢勤務のし
おり」を全職員に提供できるよう庁内
イントラネットで共有し、周知を行っ
た。

●男女平等推進に配慮した点
男女の区別なく、情報が行き渡るよう
配慮した。

前年度の結果を踏まえ、取得向上に向
け、介護休業の制度の理解を深められ
る手引きを庶務課ホームページに掲載
した。
また、個別に相談を受けた際も、介護
休暇等についての理解が深めらえるよ

「かわさき労働情報」や「働
くためのガイドブック」等の
紙面の充実及び配布先の拡大
に努め、効果的な広報を展開
する。

Ａ

2 総務局人
事課Ａ

今後とも取り組みを実施して
いく。

2
経済労働
局労働雇

用部

施策26 市役所における介護休業取得率向上への取組

60

引き続き、介護休暇等の取得
状況を把握するとともに、制
度について情報提供を行って
いく。

Ａ

今後とも、取組を実施してい
く。

2 総務局人
材育成課

介護休業取得状況を把握し、
取得向上に向けた取組を進
めます。

介護休業制度取得促進のた
めの講座や講師紹介及び情
報提供を実施します。

休暇等についての理解が深めらえるよ
う、情報の提供を行った。
◆介護休暇取得者数　　0人
◆短期介護休暇取得者数　　13人
（男　11人、女　2人）

●男女平等推進に配慮した点
性別の区別なく、情報が行き渡るよう
配慮した。

当局が主催する研修や職員向け広報誌
で、介護休業制度についての情報提供
を行った。

介護休暇の取得実績を把握し、制度の
情報提供を行なった。

あらゆる機会を通じて、職員に周知を
図ったが、今年度に介護休業を取得し
た職員はいなかった。【人事課】

61 新規採用職員研修において、研修テキ
スト｢勤務のしおり」を活用し、周知
を行った。

●男女平等推進に配慮した点
男女の区別なく、情報が行き渡るよう
配慮した。

今後も介護休暇の取得実績を
把握し、制度の情報提供を行
なう。

病院局庶
務課

Ａ 2

2

2

今後も全職員に向け情報提供
を行い、介護休業を取得しや
すい職場環境の整備を図って
いく。

Ｂ 交通局庶
務課

上下水道
局庶務課

消防局人
事課

Ａ

今後とも、取組を実施してい
く。

2 総務局人
材育成課

Ｄ

今後も継続して職員に対して
周知を図り、制度の情報提供
を行っていく。

介護休業取得促進に関する
テーマを、階層別研修・講座
において積極的に取り入れま
す。

2

Ａ
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61 介護休業の取得促進に向け制度の理解
を深める手引きを庶務課ホームページ
に掲載した。

●男女平等推進に配慮した点
性別の区別なく、情報が行き渡るよう
配慮した。

当局が主催する研修や職員向け広報誌
で、介護休業制度についての情報提供
を行った。

新規採用職員研修で、制度について積
極的に情報提供した。

 あらゆる機会を通じて、職員に周知
を図ったが、今年度に介護休業を取得
した職員はいなかった。【人事課】

「職員子育て応援ガイドブック」を配
布・周知した。

新規採用職員研修テキスト｢勤務のし
おり」を全職員に提供できるよう庁内
イントラネットで共有し、周知を行っ
た。

●男女平等推進に配慮した点
男女の区別なく、情報が行き渡るよう
配慮した。

介護休業の制度を理解してもらうた
め 手引きを庶務課ホームページに掲

62 職員向け広報紙等により、取
得に関する積極的な情報提
供を行います。

消防局人
事課

Ａ
今後とも取り組みを実施して
いく。 2 総務局人

事課

2

 今後も継続して職員に対し
て周知を図り、制度の情報提
供を行っていく。

病院局庶
務課

Ｂ 2

今後も職員への積極的な情報
提供を行う。 2

上下水道
局庶務課

交通局庶
務課

引き続き、介護休業の取得促
進に向け、情報の提供を行っ
ていく。

Ａ

総務局人
材育成課

引き続き、制度について積極
的な情報提供を行っていく

今後とも、取組を実施してい
く。

Ａ 2

介護休業取得促進に関する
テーマを、階層別研修・講座
において積極的に取り入れま
す。 2Ｂ

今後も全職員に向け情報提供
を行い、介護休業を取得しや
すい職場環境の整備を図って
いく。

Ｂ

め、手引きを庶務課ホ ムペ ジに掲
載し、積極的な情報提供を行った。

●男女平等推進に配慮した点
性別の区別なく、情報が行き渡るよう
配慮した。

当局が主催する研修や職員向け広報誌
で、介護休業制度についての情報提供
を行った。

職員向け広報誌により、取得に関する
積極的な情報提供を行った。

新規採用職員導入研修において、ガイ
ドブックを配布するなど、次世代育成
支援対策特定事業主行動計画の説明を
行った。また、局内の機関誌を利用
し、育児休業取得に係る制度解説を掲
載するなどの周知を図ったが、今年度
の取得者はいなかった。【人事課】

Ｃ

研修等の機会を通じて制度の
周知を図り、育児休業を取得
しやすい職場環境の整備に努
める。

2 消防局人
事課

病院局庶
務課

今後も職員への積極的な情報
提供を行う。

Ｂ
今後も全職員に向け情報提供
を行い、介護休業を取得しや
すい職場環境の整備を図って
いく。

2

的な情報提供を行っていく。

上下水道
局庶務課

2

交通局庶
務課

2Ｂ

Ａ
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63 介護サービス提供事業者向けに説明会
や、適宜、指導等を行って質の向上を
図ることにより、男女共に利用者に
とっては利用しやすく、介護者にとっ
ては利用させやすい介護サービスの充
実を図った。
また、介護教室の実施や、老人いこい
の家の運営等により、介護保険外でも
地域で支え合うネットワークづくりを
推進した。
「第5期川崎市高齢者保健福祉計画・
介護保険事業計画」（平成24～26年
度）を適切に推進した。

●男女平等推進に配慮した点
介護は、社会全体で支えていくことが
重要であると考えるため、男女平等推
進に配慮して施策を推進した。

介護サービス提供事業者向けに説明会
や、適宜、指導等を行って質の向上を
図ることにより、男女共に利用者に
とっては利用しやすく、介護者にとっ
ては利用させやすい介護サービスの充
実を図った。
また、介護教室の実施や、老人いこい
の家の運営等により、介護保険外でも
地域で支え合うネットワークづくりを
推進した。
「第5期川崎市高齢者保健福祉計画・
介護保険事業計画」（平成24～26年
度）を適切に推進した。

●男女平等推進に配慮した点

施策27 利用しやすい介護サービス等の充実

介護サービスの質の向上を図
ることにより、安心して利用
していただけるよう努める。
また、「第5期川崎市高齢者
保健福祉計画・介護保険事業
計画」（平成24～26年度）を
適切に推進していく。

1

介護サービスの質の向上を図
ることにより、安心して利用
していただけるよう努める。
また、「第5期川崎市高齢者
保健福祉計画・介護保険事業
計画」（平成24～26年度）を
適切に推進していく。

健康福祉
局高齢者
事業推進

課

健康福祉
局高齢者
在宅サー
ビス課

1Ｂ

Ｂ

介護者にとって利用しやすい
介護サービスの充実を図ると
ともに、介護教室等を実施
し、男女共同参画での取組を
推進します。

●男女平等推進に配慮した点
介護は、社会全体で支えていくことが
重要であると考えるため、男女平等推
進に配慮して施策を推進した。

介護サービス提供事業者向けに説明会
や、適宜、指導等を行って質の向上を
図ることにより、男女共に利用者に
とっては利用しやすく、介護者にとっ
ては利用させやすい介護サービスの充
実を図った。
また、介護教室の実施や、老人いこい
の家の運営等により、介護保険外でも
地域で支え合うネットワークづくりを
推進した。
「第5期川崎市高齢者保健福祉計画・
介護保険事業計画」（平成24～26年
度）を適切に推進した。

●男女平等推進に配慮した点
介護は、社会全体で支えていくことが
重要であると考えるため、男女平等推
進に配慮して施策を推進した。

Ｂ
健康福祉
局介護保

険課

介護サービスの質の向上を図
ることにより、安心して利用
していただけるよう努める。
また、「第5期川崎市高齢者
保健福祉計画・介護保険事業
計画」（平成24～26年度）を
適切に推進していく。

1
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所管課
今後の
方向性

達成
度

平成25年度計画、事業の課題事業内容 平成24年度実績

63 情報共有や仲間づくりを目的とし、地
域活動ボランティアや関係機関の協力
を得て3日間1コースを7月、8月の2
コース実施。講師による疾患、症状の
理解を促す講話、グループワークを実
施した。各回15人の参加があった。

●男女平等推進に配慮した点
男性介護者の会へ該当者照会し参加を
働きかけた。また男性も参加しやすい
雰囲気づくりを工夫した。

認知症介護者教室の参加者が認知症等
の介護を正しく理解し、日常生活の中
で高齢者の残存機能を残しながら、生
活の質を高められるよう、年5回教室
を実施した。延べ人数113名で、内男
性は24名（約2割）の参加があり、男
性も質問するなど、積極的な参加が見
られた。

●男女平等推進に配慮した点
全戸配布の保健福祉センターだより
等、幅広く住民に広報を行った。

認知症高齢者介護教室を11回開催し
た。また、認知症に対する地域の理解
を深めるために講演会を2回実施し
た。参加者総数は延117人であり、男
性34人、女性83人だった。

川崎区役
所地域保
健福祉課

事業の広報を広く行い、多く
の人に参加してもらえるよう
にする。

幸区役所
地域保健
福祉課

中原区役
所地域保1

1

高齢化の伸展に伴い、今後も
認知症患者の増加が考えられ
る。
介護する上で必要な知識の情
報提供や悩みの共有の場とし
て今後も充実させていく。
また多くの介護者や家族の方

男性介護者は増加していると
ころであり、その支援の必要
性も増加している。地域ボラ
ンティアが実施している家族
会では男性介護者が参加して
おり、男女関係なく悩みの共
有や情報交換しやすいよう配
慮しながら実施されていると
ころである。
家族介護教室においては、今
後もより多くの介護者が参加
できるような働きかけと工夫
を行っていく。

2

Ｂ

介護者にとって利用しやすい
介護サービスの充実を図ると
ともに、介護教室等を実施
し、男女共同参画での取組を
推進します。

Ｂ

Ｂ

●男女平等推進に配慮した点
男性介護者が参加しやすいように、地
域包括支援センターやケアマネー
ジャー連絡会を通じ情報が届くように
配慮して広報をした。

介護者の負担を軽減する事や、情報共
有・仲間作りを促進することを目的に
「介護者交流会」を1回、「介護者の
つどい」を地区に出向き、てくのかわ
さき、久末デイサービスセンターにて
2回実施した。

●男女平等推進に配慮した点
地域包括支援センターやケアマネー
ジャーと協力し、性差で参加しにくく
ならないように広報を行った。

介護者がそれぞれの立場で認知症の対
応について学習、交流した。
2日間で延べ17名参加。

●男女平等推進に配慮した点
介護者は男女共にいることを内容や交
流の中に盛り込み、男性も介護の話が
できるように配慮した。

高津区役
所地域保
健福祉課

宮前区役
所地域保
健福祉課

地域の介護者のグループと連
携しながら介護教室を開催
し、孤立しないで介護ができ
るように支援していく。

2

所地域保
健福祉課

1が参加できるように関係機関
と連携し広報を行う。

介護者が参加しやすい工夫も
含め、地域へ出向いて実施す
る、講演会や交流会の実施な
ど、事業の見直しを行う。
今年度、男性参加者がいな
かった事は課題であるため、
広報についても引き続き幅広
く行う。 2

Ａ

Ｂ

Ｂ

55



所管課
今後の
方向性

達成
度

平成25年度計画、事業の課題事業内容 平成24年度実績

63 実践介護教室を実施し、延べ38名参加
した。男性の参加もあり、大変好評で
あった。

●男女平等推進に配慮した点
身体介護や調理実習など、男女差が生
じる場面ではスタッフがフォローし
た。

毎週、区内7ヶ所のいこいの家での
「いこい元気広場」、6公園での「健
康ウオーク」、4公園での「健康体
操」のほか、年10回の「体験ウォー
ク」を実施し、高齢者の健康保持と介
護予防を図っている。

●男女平等推進に配慮した点
男性も女性も気兼ねなく参加できるよ
う、細やかな対応を心がける。

介護者にとって利用しやすい
介護サービスの充実を図ると
ともに、介護教室等を実施
し、男女共同参画での取組を
推進します。

2
麻生区役
所地域保
健福祉課

多摩区役
所地域保
健福祉課

健康ウォークを行う公園を増
やし、区民がより身近な場で
継続して介護予防に取り組め
るようにする。併せてより多
くの高齢者やその家族に事業
を認知してもらうよう事業の
周知に努める。

男性介護者も増加することが
考えられる中で、男女とも参
加しやすく学習しやすい環境
に配慮する。

2Ａ

Ａ
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○キャリア支援冊子をｗｅｂで紹介、
進路指導・キャリア教育担当教員向け
の研修時に配布・紹介する機会を得
て、全中学校の図書室へ配架した。
○川崎市総合科学高校の電気電子科の
教諭と連携し、職業人講話コーディ
ネート、職場見学＆取材活動支援、
キャリア学習ミニ講義などを実施し
た。
○市内中学校への出前講座を通じて、
キャリア支援、男女共同参画の就労関
連情報を提供した。
○外部機関と協力して、理工系職域へ
のキャリア支援講座（リケジョスクー
ル）を実施した。
○高校生のジョブシャドウイングの受
入を行った。

人権尊重教育の推進
児童生徒の人権感覚の育成や学校環
境・学習環境の在り方が大切なこと
や、一人一人が性別に関わり無く個性
や能力を発揮できるよう研修等の機会
を通じ啓発に努めた。

●男女平等推進に配慮した点
一人ひとりを大切にし、児童生徒の可
能性を狭めることのないよう配慮し
た。

保育園長会議（年5回）その他毎月各66

Ａ

人権尊重教育の推進
児童生徒の人権感覚の育成や
学校環境や学習環境の整備に
今後も努めていく。また一人
一人が個性や能力を発揮でき
るよう今後も研修等を通じ啓
発していく。

平成24年度実績
達成
度

今後の
方向性

市民・こど
も局人権・
男女共同
参画室

 学校などにおける男女平等教育の充実

2Ａ

性別によらない進路指導の
更なる充実を図ります。

事業内容

柱Ⅲ　学習機会と情報の提供

　【基本施策8】　　子どもからおとなまで、生涯を通じた教育や学習・研修のための環境の整備

小・中・髙の児童生徒及び保
護者向け教材・カリキュラム
を活用した学習を実施し、男
女平等に対する意識を高め
ます。

所管課

65

男女共同参画社会形成の視

平成25年度計画、事業の課題

64

2

今後も事業計画を着実に推進

教育委員
会人権・
共生教育

担当

○今後も継続して市内の中
学、高校との連携を具体的に
進めていく。
○冊子を利用した、キャリア
支援の出前講座を実施してい
く。

施策28

保育園長会議（年5回）その他毎月各
地区ごとに園長会議を実施。その後の
園における個別的な実施。

人権尊重教育の推進
児童生徒の人権感覚の育成には、学校
環境・学習環境の在り方が大切なこと
や、一人一人が個性や能力を発揮でき
るよう研修や研究の機会を通じ啓発に
努めた。

●男女平等推進に配慮した点
一人ひとりを大切にし、児童生徒の可
能性を狭めることのないよう配慮し
た。

局内所管課が実施する市民対象の事業
において、男女平等の視点から問題が
ないよう配慮している。

事業実施の際は、男女平等の視点に配
慮した。

事業計画・実施の際は、男女共同参画
の視点を取り入れ、配慮するよう意識
啓発を継続して行っている。 Ａ

今後も引き続き、男女平等推
進への理解を広げるための啓
発に努めていく必要がある。 2

市民・こど
も局庶務

課

Ｂ

66

67

市民の男女平等に関する学習・研修への支援

今後も事業実施の際には、男
女平等の視点に配慮した上で
内容等を検討する。 2

Ａ

Ｂ 2

2

Ｂ
総合企画
局広域企

画課

総務局庶
務課

人権尊重教育の推進
児童生徒の人権感覚の育成や
学校環境や学習環境の整備に
今後も努めていく。また一人
一人が個性や能力を発揮でき
るよう今後も研修等を通じ啓
発していく。

引き続き局内所管課が実施す
る市民対象の事業において、
男女平等推進の視点が入るよ
うに配慮を要請していきた
い。

2

市民・こど
も局保育

課

施策29

男女共同参画社会形成の視
点から、保育所、幼稚園、学
校の運営及び保育・教育活
動の充実に努めます。

教育委員
会人権・
共生教育

担当

今後も事業計画を着実に推進
していく。

市民を対象とした事業に男女
平等推進の視点が入るよう
配慮します。
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平成24年度実績
達成
度

今後の
方向性

事業内容 所管課平成25年度計画、事業の課題

男女平等推進行動計画の理解と周知を
図り､局の事業計画へ男女平等推進の
視点の導入を図った。

学習・研修等各種イベントなどの参加
者について、男女平等推進に考慮し
た。

●男女平等推進に配慮した点
性差を設けず募集及び実施した。

局内広報連絡会を通じ、ガイドライン
の周知及び活用について図るよう働き
かけた。

●男女平等推進に配慮した点
男女平等施策に関する情報についての
情報共有を図った。

催しの参加者について、男女平等推進
に配慮した。

各種イベント等の参加者について、男
女平等推進に配慮した。

●男女平等推進に配慮した点
性差を設けずに募集した。

今回、該当事業はなかった。

67 市民を対象とした事業に男女
平等推進の視点が入るよう
配慮します。

2

引き続き、局内広報連絡会を
通じて、男女平等施策に関す
る情報を共有しながら、意識
啓発を行っていく。

今後とも、事業に男女平等推
進の視点が入るよう配慮す
る。

各種イベント等について、男
女平等推進の視点が入るよう
配慮する。

Ｂ

港湾局庶
務課

2

Ａ

Ｅ
引き続き、学習機会等を提供
することがあれば、男女平等
に関する取組を配慮してい
く

健康福祉
局庶務課

Ｂ

2

2

男女平等推進行動計画の理解
と周知を図り､局の事業計画
等へ男女平等推進の視点を引
き続き導入する。

2

Ａ まちづくり
局庶務課

環境局庶
務課

引き続き、学習・研修等各種
イベントなどに男女平等推進
の視点が入るよう配慮する。

経済労働
局庶務課

建設緑政
局庶務課

2Ｃ

審議会等委員の女性比率の向上へ配慮
しており、区民を対象とした事業等が
男女平等の体制の中で進められてい
る。

昨年度に引き続き、区役所サービス向
上委員会と連携して職員研修の充実を
図り、日々の業務の中で常に男女平等
推進の視点を持って取り組むよう職員
の意識向上に努めた。

事業実施の際に男女平等の視点に配慮
して進めるよう指導・啓発に努めた。

●男女平等推進に配慮した点
会議室やホールの貸し出しの際、内容
や参加者に男女平等の配慮がされてい
るかに視点をおき、実態の把握に努め
た。

区民会議開催の際に、保育士による保
育（予約制）を行えるようにし、男女
問わず多くの人が参加しやすくなるよ
う配慮した。（企画課作成）

事業実施の際は、男女平等に配慮する
よう周知した。 Ｂ

今後とも男女平等に配慮して
いく必要がある。 2 多摩区役

所総務課

Ｂ

務課
く。

2

男女平等の意識が定着するよ
う啓発に努め、実施事業につ
いて配慮を促す。

川崎区役
所総務課

中原区役
所総務課

引き続き、区民会議開催の際
に、保育士による保育（予約
制）を行えるようにし、男女
問わず多くの人が参加しやす
くなるよう配慮する。（企画
課作成）

2

Ｂ

宮前区役
所総務課

直接的な事業は行っていない
ため、事業を行う体制につい
て男女平等が推進されるよ
う、今後も検討していく必要
がある。

2

高津区役
所総務課

2

継続して実施していく。

Ｂ

Ｂ
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平成24年度実績
達成
度

今後の
方向性

事業内容 所管課平成25年度計画、事業の課題

67 事業の企画に際し、市民の意見を広く
取り入れている。

該当する事業はなかったため、特別な
取組はしていない。

市民を対象とした事業において市民の
男女平等に関する学習・研修への支援
は行っていない。

来院者に対して、男女平等推進の視点
について配慮した。

男女平等の視点に配慮した講習内容と
し、実技でも男女の差が出ないよう同
様とした。【救急課】【予防課】【危
険物課】

●男女平等推進に配慮した点
女性にも多く受講してもらうようお知
らせをする等、関係事業所及び団体に
参加を呼びかけた。また、講習内容は
男女の区別の無いよう配慮した。

市民を対象とした事業は実施していな
い。

幹事会や連絡会議の出席と会議資料の
供覧や、職場における自主考査等の機

市民を対象とした事業に男女
平等推進の視点が入るよう
配慮します。

今後も、幹事会や連絡会議の
出席と会議資料の供覧や、職

挙管

男女平等の観点から、引き続
き講習内容が平等となるよう
に努めていく。

市民オン
ブズマン
事務局人
権オンブ
ズパーソ
ン担当

Ａ
引き続き、来院者に対する事
業を行なう際には、男女平等
推進の視点について配慮して
いく。

市民を対象とした事業は実施
していない。

消防局庶
務課

病院局庶
務課

2

2

Ｅ
今後市民を対象とした事業を
行う際には配慮していきた
い。

交通局庶
務課5

上下水道
局庶務課

麻生区役
所総務課

2

2

Ｅ

Ｂ
今後とも男女平等に配慮して
いく必要がある。

Ｂ

現時点では該当する事業計画
はないが、今後、男女平等推
進の視点導入の可能性ができ
た場合には、前向きな検討を
行っていく。

会を活用して、職員の意識を高める啓
発を継続的に行った。

各地域の男女平等推進学習の場で「働
く？働かない？私の場合」、「パパの
ワーク・ライフ・バランス」など出前
講座を実施した。

ＰＴＡが実施するＰＴＡ家庭教育学級
に対し、教育文化会館・市民館から講
師派遣を行うとともに、事業の企画運
営に係る支援を行った。

●男女平等推進に配慮した点
夫婦ともに協力し合いながら行う家庭
教育の重要性について、適宜助言を
行った。

家庭教育学級等における男
女平等推進研修に市民の講
師等の紹介を行います。

68

2

引き続き的確な講師の派遣
や、学級開催に向けた支援を
行う。

2

Ａ

Ａ

今後も、地域の家庭教育学級
などで男女平等推進に関する
講座を実施していく。

2
場における自主考査等の機会
を活用して、職員の意識を高
める啓発を継続的に行ってい
く。

選挙管理
委員会選

挙課
Ｂ

市民・こど
も局人権・
男女共同
参画室

教育委員
会生涯学
習推進課
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平成24年度実績
達成
度

今後の
方向性

事業内容 所管課平成25年度計画、事業の課題

男女共同参画センターにおいて、以下
の事業を通じて団体の育成を行った。
①男女共同参画協働事業＝市民活動グ
ループ等の企画提案による事業の実施
（5件）
②事業運営委託＝ＮＰＯ法人への事業
運営・実施委託（3件）《委託内容》
子育てほっとサロンの運営（2件）、
絵本の読み聞かせ（1件）
③男女共同参画人材育成事業（イン
ターンシップ、社会人研修受入）
④市民講師事業＝市民が持つ経験や知
識、スキル等を活かした活躍の場の提
供（13人実施）
⑤すくらむ塾の実施（「女性の視点で
考えるかわさき防災プロジェクト」と
市民が企画実施する講座）

こども文化センター、わくわくプラザ
でポスターの掲示やパンフレット等の
配布を行った。
指定管理者が事業を実施する際に男女
平等を意識し実施した。

●男女平等推進に配慮した点
こども文化センター・わくわくプラザ
事業を実施する際には、名簿の順番、
こどもの呼び方等男女平等に配慮し
た。

関係局・関係機関から依頼を受けた広
報物を相談情報コーナーに設置し、性
別に係わらず広く区民への情報提供に
努めている。
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1

2 川崎区役Ｂ

Ａ

引き続き、区民への情報提供
について分かりやすい環境を
整えていく必要がある。

今後も引き続き男女平等につ
いての理解を深めて事業を実
施するよう指定管理者等へ指
導します。

2

今後も、市民団体の特徴と専
門性を活かして、様々な協力
形態を用いながら、男女共同
参画の推進につながる事業の
実施を通じて、団体と人材の
育成につなげていく。

市民・こど
も局青少
年育成課

市民・こど
も局人権・
男女共同
参画室

Ａ

市民・市民グループが男女平
等推進の視点を持つことがで
きるような学習機会の提供や
人材育成及び情報提供を行
います。

●男女平等推進に配慮した点
性別等に係らず、分かりやすい配置を
している。

パンフレット等の配布依頼があった場
合、情報コーナーに設置し区民への情
報提供を行った。

●男女平等推進に配慮した点
関心を持ってもらえるよう情報の提供
に配慮した

他局及び区役所から依頼を受けた資料
等について、情報提供コーナーを1階
エレベーター前の人の目に触れやすい
スペースに設け、市民へ情報提供を
行った。

●男女平等推進に配慮した点
多くの人の目に触れ、関心を持っても
らえるようなスペースを確保した。

昨年度に引き続きカウンターやパンフ
レットラックに各種啓発チラシを配架
し、区民に周知した。

●男女平等推進に配慮した点
分野ごとにチラシを配架し、啓発方法
の工夫を図った。

幸区役所
総務課2

2Ａ

各種パンフレットに設置の目
的及び日時等を考慮し、区民
の利便性及び満足度を高める
ために、情報提供に努めてい
く必要がある。

Ｂ

継続的に情報提供を行い市民
の理解を深めていくことが必
要です。

2

引き続き、男女平等推進への
理解を深めるため、カウン
ターやパンフレットラックに
各種啓発チラシを配架するこ
とによる啓発活動を行なって
いく。

川崎区役
所地域振

興課

2 川崎区役
所総務課Ｂ

Ｂ
中原区役
所地域振

興課
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事業内容 所管課平成25年度計画、事業の課題

機会があった時に男女平等推進につい
て、情報提供を行うよう努めた。

●男女平等推進に配慮した点
男女平等の視点に配慮した資料を積極
的に市民の目に留まるよう、努めた。

会議やイベント実施会場等で、情報提
供を行った。

●男女平等推進に配慮した点
情報担当の資料コーナーを活用し、区
民の意識啓発を図った

チラシやパンフレット等を庁内に配置
することにより、学習機会の提供及び
情報提供を行った。

地域振興課窓口にチラシを設置し、区
民へ情報提供を行った。

情報資料コーナーに男女平等推進に関
する資料を配架し、情報提供を行っ
た。

パンフレットの配付依頼等があった場
合、会議等で配布した。
それ以外にもカウンターなどにパンフ
レットを置き、区民に広く周知した。

●男女平等推進に配慮した点
メンバー改選の機会において女性比率
の向上に配慮するよう依頼した。

69 市民・市民グループが男女平
等推進の視点を持つことがで
きるような学習機会の提供や
人材育成及び情報提供を行
います。

高津区役
所地域振

興課

多摩区役
所総務課

Ｂ

Ｂ

引続き、意識啓発を図る。

2

2

2

宮前区役
所地域振

興課

引き続き庁内にチラシ等を配
置して、学習機会の提供や情
報提供を行っていく。 2 宮前区役

所総務課Ｂ

引き続き積極的に資料やパン
フレットの配架に努めてい
く。

Ｂ

高津区役
所総務課Ｂ

男女平等の視点をもつことが
できるような、資料等を積極
的に市民の目にとまる場所へ
配架していく。

2

多摩区役
所地域振

興課

引き続き積極的にパンフレッ
トの配布等により、男女平等
に対する理解をより深めてい
く。

2

Ｂ
引き続き地域振興課窓口にチ
ラシを配置して、区民へ情報
提供を行っていく。

資料コーナーにパンフレット、ちらし
等を配置し、情報提供を行った。

○パンフレット等の配布依頼があった
場合、会議等で配布するなどの対応を
とった。
○窓口カウンターなどにパンフレット
を置き、情報提供を行った。

教育文化会館・市民館において、「男
女平等推進学習」を11事業実施した。

●男女平等推進に配慮した点
コミュニケーションや防災、就労、子
育てをテーマに男女が共に考えるもの
から、男女共同参画に関する制度や国
外の事例を学ぶものなど、様々な角度
から男女平等に関する学習機会を提供
した。

70 教育文化会館・市民館におい
て、｢男女平等推進学習」の
講座や情報提供の実施、学
習スペースの提供等を通じ
て、市民の男女平等に関する
学習の機会を提供します。

引き続き、男女平等推進学習
を実施し、男女共同参画社会
の実現に向けた学び合いを促
進する。

引き続き、パンフレットの配
布など、啓発活動を進めてい
く。 2Ｂ

2Ａ

麻生区役
所総務課

教育委員
会生涯学
習推進課

麻生区役
所地域振

興課

Ｂ 2
引続き、市民に対する情報提
供のため、資料コーナーで広
報していく。
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男女共同参画センターにおいて、市内
工業団体事務局長会議を開催し、事業
所における女性の活躍推進のための就
労継続者への取材先紹介、企業連携講
座の実施、カジダンイクメンイクジイ
写真展などの実施、パープルリボンの
しおり設置協力など男女平等推進のた
めの広報や出前講座などでの連携を
図った。

○情報誌「かわさき労働情報」におい
て、「男女雇用機会均等月間」啓発
や、「男女平等かわさきフォーラ
ム」、「かわさき人権フェア」の案内
の記事を掲載した。
○「川崎労働学校」において、男女雇
用機会均等法をテーマとして取り上げ
た。

「川崎労働学校」において、男女雇用
機会均等法をテーマとして取り上げ
た。

市職員を対象に階層別研修（新規採用
職員、若手職員、中堅職員、技能・業
務職員、新任係長、新任課長）におい
て、男女平等推進など、川崎市の人権
施策に関する研修を計画・実施した。

73 男女平等推進及び施策への
理解を深めるための職員研
修を実施します。

72 「川崎労働学校」において、
男女平等に関するテーマを
取り上げます。

施策30

男女平等推進のための企業
研修等の講座の開催や講師
紹介及び情報提供を実施し
ます。

施策31

市民・こど
も局人権・
男女共同
参画室

2

2

総務局人
材育成課

今後とも取組を実施してい
く。

Ａ 2

2

①市内工業団体事務局長会議
を開催し、事業所における女
性の活躍推進のための就労継
続者への取材、若者・女性の
活躍推進を目的としたポジ
ティブアクション、働きやす
い職場環境づくりの支援につ
なげる提案等を行う。
②事業所等とのコラボレー
ション講座＆イベントの開
発・実施
③出前講座や研修・講師派遣
の展開

 事業所における男女平等に関する研修への支援

Ａ

経済労働
局労働雇

用部

経済労働
局労働雇

用部

「川崎労働学校」において、
男女雇用機会均等法などを
テーマとして取り上げる。

Ａ

紙面の充実及び配布先の拡大
に努め、効果的な広報を展開
する。
「川崎労働学校」において、
男女雇用機会均等法などを
テーマとして取り上げる。

Ａ

 事業所における男女平等に関する研修への支援

71

●男女平等推進に配慮した点
男女の区別なく、情報が行き渡るよう
配慮した。

5月15日に広報広聴主管者会議におい
て、男女平等の視点に配慮した公的広
報の作成について周知した。また、11
月28日に若手職員研修で男女平等推進
施策やセクハラ・パワハラについて研
修した。

社会教育職員を対象に、市の人権施策
に関する理解を深める研修を実施する
とともに、男女平等推進学習の担当者
会議において、よりよいプログラムづ
くりや運営方法について検討を行っ
た。

●男女平等推進に配慮した点
社会教育職員の基本的な姿勢として、
男女平等推進の視点を常に持つように
働きかけた。

74 管理職を対象とした新任課長研修で、
男女平等意識の醸成を図るための研修
を実施した。 Ａ

今後とも取組を実施してい
く。

2 総務局人
材育成課

●男女平等推進に配慮した点
男女の区別なく、情報が行き渡るよう
配慮した。

管理職を対象とした研修を実
施します。

引き続き、全ての社会教育振
興事業において男性も女性も
参加しやすいテーマ設定を目
指していくことができるよ
う、職員の人権意識の向上に
向けた研修に取り組む。

Ａ

Ａ

今後も職員を対象とした研修
を継続する。

材育成課

1

2

市民・こど
も局人権・
男女共同
参画室

教育委員
会生涯学
習推進課
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74 平成24年度の男女共同参画推進員を各
局2名ずつ（庶務担当課長を含む）任
命した。5月に川崎市人権・男女共同
参画推進連絡会議幹事会男女平等施策
推進部会と男女共同参画推進員連絡調
整会議を合同で開催した。また、2月
にも連絡調整会議を開催し、庁内の男
女平等推進施策の状況について、情報
共有をした。

5月と2月に推進員連絡調整会議を実施
し、「公的広報の手引き」に関する説
明や庁内の男女平等推進施策の状況等
について、研修を実施した。

●男女平等推進に配慮した点
各局に男女1名ずつ男女共同参画推進
員を配置している。

特別な取り組みはしておりません。

各課へ、男女平等に関する資料提供を
行い、各事業における委員等の選任に
あたり、男女比率への配慮を求めた。

審議会に対し、情報提供等を通じ、男
女平等の視点の共有を図った。

審議会委員に対し、男女平等施策に関
する資料の提供を行うよう推進した

管理職を対象とした研修を実
施します。

審議会等委員に対し、情報
提供等を通じ、男女平等の視
点の共有を促します。

75 男女共同参画推進員を対象
とした研修を実施します。

76

市民・こど
今後も資料の提供を充実さ
せ 男女平等施策に対する周

Ｂ

今後も引き続き、男女平等推
進等施策に関する情報提供を
行い、男女平等に関する啓発
を行う。

2

Ａ
局内各課所管の審議会等にお
いて、男女平等の視点の共有
を促すよう要請していく。 2

市民・こど
も局人権・
男女共同
参画室

2Ｃ

引き続き局内所管審議会等に
おいて、委員に対して男女平
等の視点の共有を促すよう要
請していきたい。

2

会議等を通じて、男女共同参
画に係る施策や推進員の役割
について研修を実施してい
く。

総務局庶
務課

Ｂ

総合企画
局広域企

画課

Ｂ

財政局庶
務課

市民・こど
も局人権・
男女共同
参画室

2

推進員連絡会議等を通じて、
管理職への研修機会をとらえ
て実施する。

する資料の提供を行うよう推進した。

男女平等推進施策に係る情報提供を各
課へ行い意識啓発、理解を深めること
に努めた。

既に環境審議会の委員は、男女平等の
視点を共有できており、特に伝えるべ
き情報がなかったため、特段の取組は
行っていない。 Ｅ

必要な情報があれば、機会を
捉えて、男女平等の視点の共
有を促すために情報提供を
行っていく。 2

局内広報連絡会を通じ、ガイドライン
の周知及び活用について図るよう働き
かけた。

●男女平等推進に配慮した点
男女平等施策に関する情報についての
情報共有を図った。

女性比率が向上するよう選出の際は所
管課に働きかけ、女性委員の参加向上
に努めた。

特別な取組みはしておりません。

審議会委員選任時に情報提供等の働き
かけを行った。 Ｅ

引き続き、審議会委員選任時
には配慮を行う。 2 港湾局庶

務課

2Ｅ
局内所管審議会等において、
男女平等の視点の共有を促す
よう要請していきたい。

建設緑政
局庶務課

経済労働
局庶務課

環境局庶
務課

今後も機会を捉えて、審議会
等委員に対し、情報提供等を
通じ、男女平等の視点の共有
を図る。

2

健康福祉
局庶務課Ｂ 2

引き続き、局内広報連絡会を
通じて、男女平等施策に関す
る情報を共有しながら、意識
啓発を行っていく。

まちづくり
局庶務課Ｂ 1

職に対する委員選任もあり難
しいが、今後とも女性委員の
参加向上に努めていく。

2Ａ
市民・こど
も局庶務

課

Ｂ

せ、男女平等施策に対する周
知啓発に努めていく。
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審議会等委員への直接的な情報提供は
行っていない。

男女平等推進施策に係る情報提供を各
課へ行い意識啓発、理解を深めること
に努めた。

●男女平等推進に配慮した点
速やかな情報提供を行い、視点の共有
を図った。

審議会開催の際、男女平等に関する情
報提供を行い、視点・意識の共有を
図った。

●男女平等推進に配慮した点
委員・役員の改選の際、男女比率に配
慮するよう所管課に周知した。

各事業における委員等の選任にあた
り、男女比率に配慮するよう機会を捉
え、各所属へ周知依頼を図った。

各事業の委員の選任にあたり男女比率
への配慮を求めた。

○審議会等の委員に、男女平等政策に
関する情報提供を行った。

●男女平等推進に配慮した点

76 審議会等委員に対し、情報
提供等を通じ、男女平等の視
点の共有を促します。

Ｂ

Ｂ

各会議開催の際、各担当者・
参加者に対し男女平等推進等
施策に関する情報提供を行
い、理解を求めていく。

高津区役
所総務課

審議会等委員の女性比率のさ
らなる向上を図るため、引き
続き情報提供に努める。

機会を捉え、情報提供等を行
い、男女平等の視点への共有
を図っていく必要がある。

麻生区役

多摩区役
所総務課

宮前区役
所総務課

Ｂ

Ｂ

2 川崎区役
所総務課

幸区役所
総務課

2

2

引続き、委員等への情報提供
を行っていく。

2

1

Ｂ

今後も、機会を捉えて男女平
等推進施策に係る情報提供を
通じ、視点の共有を図ってい
くことが必要だと考えます。

Ｃ

今後、男女平等推進施策に関
する情報提供を幅広く行い、
男女平等の視点への共有を
図っていく必要がある。

2

●男女平等推進に配慮した点
審議会の開催に際し、常に男女平等に
配慮できるよう、情報提供をしてい
る。

審議会等の開催に際し、男女それぞれ
の選任された委員に出席してもらい、
議事進行においては男性・女性の委員
からそれぞれ意見を伺うように配慮
し、又は配慮を求めた。

各事業における委員等の選任にあた
り、男女比率への配慮を求めた。

審議会等における協議事項等の中で、
男女平等の視点に配慮すべき事項があ
る場合には事務局からその旨を説明す
ることとしているが、本年度において
はそのような事項はなかった。

専門性を有する審議会等のため増員が
難しい状況にあるが、男女平等の視点
の共有化に努めた。【救急課】【危険
物課】

●男女平等推進に配慮した点
委員の改選時に、推薦団体等に対して
継続的に女性委員の推薦を働きかけ
た。

5Ａ

病院局庶
務課

2

引き続き、審議会等における
協議事項の中で、男女平等の
視点に配慮すべき事項がある
場合には事務局からその旨を
説明していく。

今後も、審議会等委員に対し
男女平等施策等の情報提供を
行っていく。

消防局庶
務課

2

専門性を有することから女性
委員の参画が少ない状況だ
が、委員改選時には推薦団体
に対して女性の参加が得られ
るよう働きかけていく。

Ｂ

Ｂ

交通局庶
務課

Ｂ

審議会等開催・進行の際、引
き続き男女の立場から施策の
理解や意見を求めていくよう
配慮する。 2

上下水道
局経営企

画課

麻生区役
所総務課Ｂ 2

64



平成24年度実績
達成
度

今後の
方向性

事業内容 所管課平成25年度計画、事業の課題

専門調査員に対して、積極的に男女平
等に関する研修等への参加を呼びかけ
るとともに、関係資料の提供に努め
た。

局内で所管する審議会等において、委
員に対して男女平等の視点が共有され
るよう図った。

○川崎市男女平等推進週間（6月23日
から29日）にあわせて、講座を実施し
た。
○男女共同参画センターにおいてカジ
ダンイクメン写真展を開催した。

川崎駅地下街通路広報コーナーで男女
平等週間の掲示（6月11日から6月24
日）及び「女性に対する暴力をなくす
運動」の掲示を行った。

関係局・関係機関から依頼を受けた広
報物を相談情報コーナーに設置し、性
別に係わらず広く区民への情報提供に
努めている。

●男女平等推進に配慮した点
性別等に係わらず、分かりやすい配置
をしている。

76 審議会等委員に対し、情報
提供等を通じ、男女平等の視
点の共有を促します。

77

78

施策32

川崎区役
所総務課

引き続き、区民への情報提供
について男女平等への理解を
深められるような環境を整え
ていく必要がある。

2

引き続き、局内所管の審議会
において、委員に対して男女
平等の視点を共有するよう要
請していく。

1Ｃ

○今後も引き続き関連する図
書の紹介や、身近なテーマを
取り上げた講座の実施などを
おこなっていく。
○区役所ロビーでの展示を実
施し、パネルやポスターでの
事業紹介を行う。

2

男女平等についての理解を深めるための取組の推進

市民・こど
も局人権・
男女共同
参画室

男女平等についての理解を
効果的に深めるために、市の
あらゆる施設を積極的に活
用した広報活動を実施しま
す。

Ｂ

Ｂ
市民・こど
も局人権・
男女共同
参画室

　【基本施策9】　　地域に根ざした男女平等推進のための啓発・広報活動の充実

市民オン
ブズマン
事務局人
権オンブ
ズパーソ
ン担当

これからもひきつづき周知・
啓発の広報を行っていく。

2

Ｂ

2Ｂ

引続き、男女平等に関する研
修等へ参加することを呼びか
け、問題意識の共有及び自己
啓発を図る。

教育委員
会庶務課

「男女平等推進週間」等の事
業を実施します。

関係局課から依頼のポスターの掲示
(庁舎内及び町内会掲示板)やチラシの
配付等の協力をできる限り行いまし
た。

●男女平等推進に配慮した点
限られたスペースを有効に活用するよ
う期日による優先順位等で掲示に工夫
を施した。

昨年度に引き続き関係部局等から提供
された広報物等を、区役所資料展示
コーナー等で配布した。

男女平等の理解に繋がる広報を区役所
として積極的に行った。

●男女平等推進に配慮した点
性差による不平等を感じる掲示物を掲
示しない等、注意をはらった。

庁内の配架棚等を利用し、広報を行っ
た。

関係部署が男女平等に関する事業を実
施する際、アトリウムや掲示板の使用
承認、チラシの配架承認を行い、活動
の促進を図った。 Ｂ

今度も、引き続き施設提供を
実施する。

2 多摩区役
所総務課

Ｂ

区役所を始めとした公共施設
において、積極的に男女平等
への理解を深めるための広報
活動を行っていく。

宮前区役
所総務課

1 高津区役
所総務課

引き続き、庁内のチラシ等の
配架棚等により、区民へ情報
提供を行っていく。 2

依頼があった場合は、市民の
目にふれやすい広報などを意
識し、理解を深めてもらうよ
う工夫する。

2 中原区役
所総務課

関係局課から依頼があるポス
ターの掲示(庁舎内及び町内
会掲示板)やチラシの配付
等、広報活動を継続して行い
ます。

2Ｂ

Ｂ

Ｂ

幸区役所
総務課
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○来庁者の見やすさを心がけ、ポス
ターの掲示やちらしの配布等を行って
いる。

ポスターや掲示物、チラシ等の配布を
行い、意識啓発を図った。

社会教育施設内での関係機関、関連事
業のポスター・チラシ等資料の掲出・
配布に努めるとともに、施設で開催す
る関連主催事業において、参加者への
資料配布・広報に努めた。

男女平等週間事業（ビデオ上映）
期間　6月27日・28日
会場　ミニホール
時間  14：00～16：00
作品　「現代日本のあゆみ　男女同
権」、　「差別戒名への旅」、「老い
の村　伊那谷からの報告」

●男女平等推進に配慮した点
女性の社会参加の歴史と世相を映像で
学ぶ場の提供を行った。ﾋﾞﾃﾞｵ上映の
内容にふれて、映像で学ぶ場の提供を
行った。

かわさき市民アンケートにおいて、男
女共同参画に関連する言葉の認知度や
育児休業の取得に関する意識等につい
て調査した。

●男女平等推進に配慮した点

78 男女平等についての理解を
効果的に深めるために、市の
あらゆる施設を積極的に活
用した広報活動を実施しま
す

80

男女平等に関連する図書・映
像資料等の文化資源を、市
民が活用できるよう整備しま
す。

教育委員
会生涯学
習推進課

市民・こど
も局人権・
男女共同
参画室

市民・こど
も局市民
ミュージア

ム

Ａ

引き続き、男女平等の意識啓
発を行う場として、貸館等、
市民ミュージアムの施設を提
供していく。

施策33

79

Ａ

麻生区役
所総務課

教育委員
会庶務課Ｂ

Ｂ

引き続き、男女平等の推進に
向けた広報活動に協力し、市
民への啓発を行っていく。

引き続き、意識啓発のための
広報活動を進めていく。 2

男女平等推進週間や男女共同
参画にかかるイベントの開催
時など、機会をとらえてアン
ケートを実施する。

2

Ａ

2

2

啓発・広報活動を効果的に推進するための調査の実施

男女平等の理解を深め効果
的に推進するために、市民へ
のアンケート等の調査を実施
します。

2
来庁者に対する広報活動を継
続して行っていく。

●男女平等推進に配慮 た点
男女問わず、有効な回答が得られるよ
うな設問設計を心がけた。

男女共同参画推進員連絡調整会議にお
いて、手引きの説明を行った。また、
広報資料について、各課から個別に相
談があった場合には、手引きに基づ
き、資料作成についてアドバイスし
た。

●男女平等推進に配慮した点
広報資料を確認する際には、性別に基
づく固定的なイメージにとらわれない
表現に配慮した。

82 人権・男女共同参画室作成の手引きに
則り、男女平等の視点に配慮してい
る。

広報資料の作成実績なし。

｢表現の手引｣を活用し、男女平等の視
点に配慮しながら刊行物の作成・発行
にあたった。

●男女平等推進に配慮した点
刊行物の作成の際は、｢表現の手引｣に
基づき表現に配慮した。

広報資料の作成にあたって
は、手引き（※）に沿って、男
女平等推進の視点に立った
点検を実施します。
※人権・男女共同参画室作
成『男女平等の視点からの公
的広報の作成に関する表現
の手引』を指す。

81

施策34

2

引き続き局内事業に男女平等
の視点が考慮されているか確
認し、不適切な項目があれば
見直しを要請していきたい。

総合企画
局企画調

整課

参画室

Ａ

男女共同参画推進員を通じ
て、庁内各課に手引を配布
し、手引を活用した男女平等
の視点についての周知啓発に
努める。

市の広報資料における表現の点検

広報資料の作成に関する手
引きの周知及び活用の徹底
を図ります。

市民・こど
も局人権・
男女共同
参画室

Ｅ

2

総務局庶
務課

2 財政局庶
務課Ｂ

局内での｢表現の手引｣の周知
を図り、引続き男女平等の視
点に配慮した刊行物の作成・
発行にあたる。

Ｃ

今後、広報資料を作成する際
は男女平等推進の視点に配慮
する。

2

66



平成24年度実績
達成
度

今後の
方向性

事業内容 所管課平成25年度計画、事業の課題

刊行物作成にあたっては、男女平等推
進の視点に立った表現への配慮に努め
た。

推進会議の資料等を配布し、差別的表
現がないように配慮するよう周知を
図った。

局内にガイドラインの周知を再度行
い、男女平等の視点から刊行物の内容
確認を行った。

●男女平等推進に配慮した点
男女平等推進の視点から刊行物の作成
にあたるよう促した。

局内にガイドラインの周知を行なうと
共に、活用について働きかけた。

●男女平等推進に配慮した点
男女平等施策に関する情報について、
情報共有を図った。

広報資料配布物、パンフレット等に差
別的表現がないように配慮を行った.

刊行物作成の際には男女平等の視点に
立ち、差別的表現がないように配慮を
行った。

●男女平等推進に配慮した点
刊行物作成にあたり 男女平等の視点

広報資料の作成にあたって
は、手引き（※）に沿って、男
女平等推進の視点に立った
点検を実施します。
※人権・男女共同参画室作
成『男女平等の視点からの公
的広報の作成に関する表現
の手引』を指す。

82

健康福祉
局庶務課

引続き、男女平等施策に関す
る情報について共有をしなが
ら、意識啓発を行っていく。

市民・こど
も局庶務

課

引続き、所管課へ周知を行な
い、差別的表現がないよう職
員への啓発を図る。 2 経済労働

局庶務課

2 環境局庶
務課

引き続き局内で「ガイドライ
ン」の周知徹底を図るととも
に、男女平等の視点について
職員への意識啓発を行ってい
く。

今後も引き続き配慮を行って
いく。

2

Ａ

Ａ

Ａ

Ｂ

Ａ

Ａ

まちづくり
局庶務課2

2

今後も「公的広報の作成に関
する表現の手引」を参考に継
続して配慮し、局内への浸透
を図る。

建設緑政
局庶務課

刊行物作成の際には「男女平
等の視点からの公的広報の作
成に関する表現の手引」を活
用し、男女平等推進の視点に
立った表現に配慮するよう、
必要に応じて局内へ周知・指
導を行う。

2

刊行物作成にあたり、男女平等の視点
に立った点検を実施した。

刊行物作成、広報を行うにあたり、差
別的表現のないよう配慮をおこなっ
た。

人権・男女共同参画室作成の手引を総
務課ホームページに添付し、新規刊行
物を作成する際は男女平等の視点に
立った表現を行うよう、区役所内各課
へ依頼した。

●男女平等推進に配慮した点
刊行物作成にあたり、男女平等の視点
に立った表現を行うよう配慮を依頼し
た。

ガイドラインの主旨に沿い、各種事業
広報ポスター等に世代・性別を考慮し
た写真・イラストを使用しました。

●男女平等推進に配慮した点
各種広報ポスター等を多くの方に見て
もらうため、より多くの施設へ配布し
た。

手引きに沿った刊行物の作成を行うよ
う、各課に周知した。

●男女平等推進に配慮した点
男女平等推進の視点から刊行物の作成
にあたるよう促した。

高津区役
所総務課

Ａ

Ｅ

Ｂ

Ｂ

港湾局庶
務課

今後も広報資料作成の際は、
手引きの内容に注意するよう
指導していく。

2

今後も、男女共同参画室作成
のガイドラインの主旨に沿っ
て、差別的表現がないように
配慮していきます。

2
引き続き配慮を行っていく。

引き続き、男女平等推進の視
点への配慮を促していく。

幸区役所
総務課2

川崎区役
所総務課2

導を行う。
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各所属へガイドラインの周知を行うこ
とができなかった。

各所属へ周知を行い、ガイドラインの
順守を促した。

刊行物作成にあたり、ガイドラインに
沿って差別的表現に配慮した。

●男女平等推進に配慮した点
ガイドラインを積極的に活用してい
る。

各所属で発行した刊行物とも男女平等
推進の視点に立った点検を実施した。

本年度は刊行物の作成に当たって差別
的な表現が問題となったことはなかっ
た。

手引きの周知・活用について推進し
た。

刊行物の作成には、差別的表現がない
よう考慮した表現とした。また、ホー
ムページの作成及び更新の際、手引き
を参考にして掲載した。【庶務課】

●男女平等推進に配慮した点
刊行物作成及びホームページ更新時に
おいてジェンダーフリーを考慮した表

広報資料の作成にあたって
は、手引き（※）に沿って、
男女平等推進の視点に立った
点検を実施します。
※人権・男女共同参画室作成
『男女平等の視点からの公的
広報の作成に関する表現の手
引』を指す

2

病院局庶
務課

今後ともガイドラインを活用
し、差別的表現に配慮してい
く。

2

2

2

消防局庶
務課Ｂ

上下水道
局サービ
ス推進課

交通局庶
務課

引き続き、手引きの周知・活
用について推進していく。

2
引き続き、ガイドラインに
沿った配慮をしていく。

継続的な取組が必要であるの
で、これからも引き続き取組
を続けていく必要があると考
える。

5Ａ

Ａ

Ａ

Ｂ
引き続きガイドラインの周知
を行う。

Ｂ

Ｄ
機会を捉え、ガイドラインの
周知を行い、男女平等の視点
に配慮していく。 2 宮前区役

所総務課

多摩区役
所総務課

麻生区役
所総務課

82 広報資料の作成にあたって
は、手引き（※）に沿って、男
女平等推進の視点に立った
点検を実施します。
※人権・男女共同参画室作
成『男女平等の視点からの公
的広報の作成に関する表現
の手引』を指す。

おいてジェンダ フリ を考慮した表
現としている。

人権・男女共同参画室作成の手引を参
考に、ポスター等の広報物の作成を
行った。

男女平等の視点を考慮しながら、差別
的表現の見直しを徹底し、刊行物等の
作成を行った。

実施していない。

刊行物の作成にあたって、差別的表現
がないよう配慮を行った。

●男女平等推進に配慮した点
手引きを活用し、差別的表現がないよ
う点検を行った。

格差や差別的な表現の記載のないよう
注意した。

Ａ
継続して「男女平等推進」へ
の理解と意識の浸透を図る。

2 議会局庶
務課

2

引』を指す。

教育委員
会庶務課

現在のところ該当する刊行物
等の発行予定はないが、引き
続き職員の意識啓発を行いつ
つ、文書等を作成する際には
配慮を行う。

引き続き、男女平等の視点を
考慮し、差別的表現の見直し
を徹底させ、ガイドラインの
周知を図る。

引続き、男女平等推進の視点
に立った広報を実施する。

Ｅ 4
選挙管理
委員会選

挙課

Ｂ

市民オン
ブズマン
事務局人
権オンブ
ズパーソ
ン担当

Ｂ

2

2

Ａ

今後も、刊行物の作成にあ
たっては手引きを活用し、男
女平等推進の視点を配慮して
いく。 人事委員

会調査課

68



平成24年度実績
達成
度

今後の
方向性

事業内容 所管課平成25年度計画、事業の課題

男女共同参画センターにおいて利用者
向けアンケートを通じて広報資料の見
易さや館内掲示の分かりやすさに関し
て意見を集めた。

広報モニター委員に市の広報につい
て、さまざまな観点から意見を聴取し
た。その際、男女平等推進の視点で特
に不適切との意見はなかった。

●男女平等推進に配慮した点
男性委員、女性委員ともにそれぞれの
立場で率直な意見を発言できるような
進行を行った。

○男女共同参画センターにて、男女共
同参画時事セミナー、基礎セミナーを
実施し、情報の読み解きなどに関する
講座を開催した。
○男女共同参画センターの情報提供室
を無料で開放し、パソコン、インター
ネットが利用できる環境としている。
○男女共同参画センター利用団体及び
サークル等の活動紹介や広報のため、
広報掲示板や交流室等における情報提
供コーナーをさらに充実させた。
○男女共同参画センターの広報誌「す
くらむ21通信」において男女共同参画
に関わる書籍を紹介した。

83 広報資料に関する、男女平
等推進の視点に立った市民
からの意見聴取を行います。

施策35

84

市民及び事業者の｢情報を読み解き発信する力（メディア・リテラシー）」の向上への支援

2

情報を読み解き発信する力
の向上のための講座や講師
紹介及び情報提供、学習ス
ペースの確保等を通じ、市民
及び事業者の活動を支援し
ます。

Ｂ

Ｂ

広報モニター委員に男女平等
関連のパンフレット等を配布
し、引き続き市の広報につい
て男女平等推進の視点を踏ま
えた意見を聴取する。 市民・こど

も局シティ
セールス・
広報室

市民・こど
も局人権・
男女共同
参画室

より効果的で、リテラシー能
力の向上につながる講座や広
報、環境整備を実践してい
く。

2

広報資料に関する利用者や市
民からのご意見をいただける
ようにアンケートを実施し、
その印象等の変化に応じて改
善等をはかる。

市民・こど
も局人権・
男女共同
参画室

　【基本施策10】　　市や市民の情報発信・メディア活用に向けた取組の推進

2Ｂ

多くの市民へ発信する情報に男女平等
推進の視点や、その他人権配慮の観点
から不適切な表現のないような広報を
行った。
また、紙面や広報番組の中で、男女平
等推進週間や関連イベントについて扱
うなど、男女平等推進に関する広報を
所管課と協力して行った。

●男女平等推進に配慮した点
不適切な表現のないよう、複数の職員
でチェックし広報を行った。

86 男女共同参画センターにおいて講座参
加費用、保育料などの母子家庭への減
免措置について、近隣市の状況につい
て情報収集した。 Ｂ

母子家庭等への支援に向け、
紙媒体による情報提供のほ
か、ＩＴ等による情報提供
サービスの充実に努めます。 2

市民・こど
も局人権・
男女共同
参画室

母子家庭等への支援に向け、母子福
祉センターや就業など各種講座等につ
いてチラシ配付や市政だより等への広
報を行った。 Ｂ

母子家庭の母を中心に女性を
対象とした講座を実施するほ
か、関係する情報を満遍なく
提供できるよう、情報提供に
関するサービスを行う。

2
市民・こど
も局こども
福祉課

施策36

85 広報紙、テレビ、ラジオ、Web
など、さまざまな広報媒体を
通じて市政情報を発信しま
す。

母子家庭等への支援に向
け、紙媒体による情報提供の
ほか、ＩＴ等による情報提供
サービスを充実します。

2

高度情報通信化による男女の情報格差をなくすための取組の推進

今後も引き続き市の広報につ
いて、男女平等推進や人権尊
重の観点から不適切な表現の
ないよう広報を行っていく。
また、所管課と協力し、男女
平等推進に関する広報を行
う。

Ｂ
市民・こど
も局シティ
セールス・
広報室
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3月20日に市とかわさき男女共同参画
ネットワークの主催で、男女平等かわ
さきフォーラムを開催した。

●男女平等推進に配慮した点
祝日の開催であるため、男性の参加や
家族での参加を意識的に呼び掛けた。

市ホームページ及び男女共同参画セン
ターホームページにおいてネットワー
クの概要及び参加団体の取組について
掲載した。
フォーラムの開催時やアゼリア広報
コーナーでの掲示期間において、ネッ
トワークの活動についての資料を展示
し、周知・広報に努めた。

協働を含む市民活動に関する相談・研
修等を公益財団法人かわさき市民活動
センターの事業として実施しており、
市として、財団全般の事業の充実が図
られるよう、センターを通じて支援を
行った。
また、男女共同参画を含む市民活動団
体と行政が協働で事業を行う「協働型
事業」についての基本的な考え方等を
示した「協働型事業のルール」の周知
を図った。

89

市民・こども
局市民協働
推進課

2Ａ

公益財団法人かわさき市民活
動センター全般の事業の充実
が図られるよう、施策個々の
充実とともに市民活動支援指
針との整合性を図りながら、
総合的市民活動支援施策とし
ての確立を推進する。
また、協働型事業のルールに
沿って、協働型事業の推進を
図る。

市民・市民活動団体等と連携
し、男女共同参画への取組を
協働で推進します。

今後もネットワークとの連携
を強め、ネットワーク参加団
体や市民に向けた活動を推進
する。

Ｂ

達成
度

市民・こども
局人権・男女
共同参画室

平成24年度実績

市民・市民活動団体等及び事
業者と連携した「かわさき男
女共同参画ネットワーク」活
動を推進します。

 「かわさき男女共同参画ネットワーク」の充実

平成25年度計画、事業の課題

施策37

87

ホームページ等を活用した
「かわさき男女共同参画ネット
ワーク」の活動内容の周知・
広報を充実します。

施策38

2

　【基本施策11】　市民・市民団体等との連携の促進　

市民・市民活動団体等との連携や様々なネットワークを活用した男女共同参画の推進

88

Ａ

ホームページ等で男女共同参
画ネットワークや、男女共同
参画に関連する情報を提供で
きるように整備していく。

2
市民・こども
局人権・男女
共同参画室

今後の
方向性

所管課

柱Ⅳ　推進体制の充実

事業内容

○男女共同参画センターの協働事業と
して企画を選定し、講座を実施した。
男女共同参画に関わる講座や、男性の
子育て支援や地域参画を推進する講
座、女性のキャリア支援などの講座を
実施した。
○市民講師事業、ステップアップ事業
を実施し、講師としての市民の活躍を
支援した。

市民・市民活動団体等が求めているこ
とは活動への支援であるので、そちら
に重点を置いた事業を実施している。

●男女平等推進に配慮した点
担当する市民・市民活動団体の求めて
いるものは、活動への支援であるの
で、支援に重点を置いている。

健康づくり・介護予防など地域で活動
するボランティア養成を行った。

ネットワーク会議の課題別部会を3部
会から4部会に拡大し、地域課題の支
援対策の充実を図った。

Ａ

こども支援室の業務はネット
ワークの強化が謳われている
ことから、さらに地域のニー
ズの把握に努め、ネットワー
クの拡大を模索する

1 川崎区役所
こども支援室

これからも様々な分野で活動
する市民・市民団体等と連携
し、男女共同参画の推進に貢
献していく。

2
市民・こども
局人権・男女
共同参画室

Ｅ

引き続き男女共同参画に向け
た活動に取り組む市民・市民
活動団体を含めた各種支援を
行う。また、その実施にむけ
た情報収集を行う。

Ａ

Ｂ

川崎区役所
地域振興課

今後とも地域福祉活動に男性
も参加していくための取り組
みが継続的に必要である。 2

2

川崎区役所
地域保健福

祉課
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達成
度

平成24年度実績 平成25年度計画、事業の課題
今後の
方向性

所管課事業内容

89 男性自主グループが実施する6回の料
理教室について、食生活改善推進員に
よる指導、区栄養士による料理のレシ
ピ提供や助言を行った。

●男女平等推進に配慮した点
料理を通じて男性の食の自立をめざし
た。

事務局として、市民活動団体・地域団
体と連携し、その活動を支援する中
で、機会があれば活動の実態把握や必
要な情報提供などを行った。

●男女平等推進に配慮した点
各団体の事務局として活動する中で、
実態把握等の機会があれば活用した。

男女とも参加しやすいように初歩的な
料理教室や各種グループ活動を実施。

●男女平等推進に配慮した点
男性の参加者が少ないので、男性も参
加しやすいよう事業内容を工夫した。

附属機関、協議会等で各種地域活動等
において男性、女性ともに参加できる
環境づくりについて検討した。

●男女平等推進に配慮した点
事業等で、参加者が特定の性別に偏ら
ないよう配慮した。

2

2
宮前区役所
地域保健福

祉課

高津区役所
地域保健福

祉課

中原区役所
地域保健福

祉課
Ｂ

Ｂ

引続き、実態把握に取り組む
とともに、情報提供に努め、
意識啓発を図る。

市民・市民活動団体等と連携
し、男女共同参画への取組を
協働で推進します。

引き続き、各種事業の推進に
おいて男女共同参画の視点を
持って取り組む。

Ｂ

2

料理教室をとおして男性の食
の自立を促すとともに、自分
にあった量を知り調理できる
ように、食生活改善推進員と
協力して支援する。また、会
員の入れ替わりも多く、初心
者の参加もあるため支援を必
要とする。

Ｂ 2

高津区役所
地域振興課

事業によっては、男性の参加
者が増加。男性が参加しやす
い事業や広報の工夫などを引
続き行う。

多摩区内町内会・自治会に住民組織調
査票の提出を依頼した。

●男女平等推進に配慮した点
メンバー選出の機会において女性比率
の向上に配慮するよう依頼した。

多摩区みんなの公園体操運営委員会、
多摩区いきいき体操運営委員会、健康
ウォーキング推進委員会の各委員会の
活動支援を行っている。

●男女平等推進に配慮した点
「健康フェスタ」で団体による活動報
告、パネル展示を行い、性別に関わら
ず地域で参加できる場があることを紹
介した。

・市民活動団体と協働で実施した親と
子の育児園事業について、土曜日に開
催するなど父親の参加を促進する取組
を行った。

市民活動団体等と協働で事業を実施す
る場合、依頼があれば関連資料等で、
啓発を促した。

●男女平等推進に配慮した点
啓発物を用い、関係者の啓発に努め
た。

麻生区役所
地域振興課

多摩区役所
こども支援室Ａ

引き続き男女共同参画への取
組をする。

2

多摩区役所
地域振興課

多摩区内町内会・自治会に住
民組織票の提出の依頼を継続
して行っていく。

2

Ａ 2
多摩区役所
地域保健福

祉課

継続して男女が共に参画して
健康づくり、介護予防のため
の体操やウォーキングを取り
組めるよう、各委員会の取り
組みも支援していく。

Ｂ

2

継続して実施

Ｂ
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達成
度

平成24年度実績 平成25年度計画、事業の課題
今後の
方向性

所管課事業内容

89 24年度以降は企画課所管の麻生区地域
課題解決型提案事業に統合

麻生区子ども関連ネットワーク会議に
関わる関係団体対象に子ども、子育て
の催し、研修会や講演会を行った。

●男女平等推進に配慮した点
男女共同参画について意識して実施。

教育文化会館・市民館において実施す
る男女平等推進学習における市民企画
委員の募集や、市民や市民団体の提案
により実施する市民自主事業を通し
て、市民館事業への市民の参画と協働
による事業実施を促進した。

●男女平等推進に配慮した点
市民の主体的な学習となるよう努め
た。

市として、情報の提供を含む、公益財
団法人かわさき市民活動センター全般
の事業の充実が図られるよう、財団へ
の支援を行った。

市民館の男女平等推進学習にて男女共
同参画に関連する講座を出前形式で開
催した。

市民・市民活動団体等と連携
し、男女共同参画への取組を
協働で推進します。

市民・市民活動団体等やさま
ざまなネットワークへの男女
共同参画の視点の普及に努
めます。

90

Ｂ 2

男女共同参画共同事業や市民
講師事業などで講師として市
民に向き合う人々が、自身の
持つコンテンツと男女共同参
画とのつながりを考え、それ
を内容に反映できるよう講座

市民・こども
局市民協働
推進課

市民・こども
局人権・男女
共同参画室

引き続き、市民・市民活動団
体等との協働による学習の企
画実施をおこなう。

2

市として、公益財団法人かわ
さき市民活動センター全般の
事業の充実が図られるよう、
施策個々の充実とともに市民
活動支援指針との整合性を図
りながら、総合的市民活動支
援施策としての確立を推進す
る。

Ａ

24年度以降は企画課所管の麻
生区地域課題解決型提案事業
に統合。

麻生区役所
こども支援室

4

2Ｂ

引き続き男女共同参画の推進
を意識して事業を行う。

2Ａ

麻生区役所
地域保健福

祉課

教育委員会
生涯学習推

進課

市民活動コーナー利用者（市民・市民
活動団体）の会議を定期的に開催して
いるが、性別に捉われない活動ができ
るよう支援を行っている。また、参加
する団体の代表者は女性の比率が高
い。

●男女平等推進に配慮した点
行政側と連携する以前に、現在でも女
性の進出は進んでいる。

健康づくり・介護予防など地域で活動
するボランティア養成を行った。

ネットワーク会議の課題別部会を3部
会から4部会に拡大し、地域課題の支
援対策の充実を図った。

男女共同参画活動関係のチラシ等を窓
口やロビーに設置し、活動の周知に努
めました。 Ａ

引き続きチラシ等を設置し活
動の周知に努めます。

2
川崎区役所
大師・田島支
所区民セン

ター

1Ａ

こども支援室の業務はネット
ワークの強化が謳われている
ことから、さらに地域のニー
ズの把握に努め、ネットワー
クの拡大を模索する

Ｂ

今後とも地域福祉活動に男性
も参加していくための取り組
みが継続的に必要である。 2

市民・市民活動団体のニーズ
を見極めて、必要性があれば
普及への取り組みをしたい。

Ｅ

を内容に反映できるよう講座
参加機会を確保し、出席を奨
励する。

共同参画室

川崎区役所
地域保健福

祉課

川崎区役所
地域振興課2

川崎区役所
こども支援室
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達成
度

平成24年度実績 平成25年度計画、事業の課題
今後の
方向性

所管課事業内容

子ども支援ネットワーク会議を3回開
催すると共に、「あり方・生き方プロ
ジェクト」2件、中高生プロジェクト1
件を通して、男女が共同して地域を意
識した活動を行った。

様々なイベントや会議等を市民団体と
協働で実施するうえで、男女平等の参
加に配慮した取り組みを実施する。

●男女平等推進に配慮した点
会議等における男女平等の参加に配慮
した呼びかけを行なった。

事務局として、市民活動団体やネット
ワークの活動を支援する中で、必要に
応じて団体内部の実態把握や情報の提
供などを行った。

●男女平等推進に配慮した点
パンフレット配布等情報提供依頼があ
れば、会議や相談情報担当の窓口等を
活用した。

「高津区健康づくりのつどい」の参加
者における男女の割合が、昨年度は
1：4に対し、今年度は1：3に男性参加
者率が増加した。

●男女平等推進に配慮した点
イベントの内容を家族で参加しやすい
ものに工夫した。

橘地区連合自治会町会長会議におい

90 市民・市民活動団体等やさま
ざまなネットワークへの男女
共同参画の視点の普及に努
めます。

高津区役所
地域保健福

祉課

2

引続き、事務局として、地域
の活動を支援するなかで実態
把握に取り組むとともに、情
報提供に努め、意識啓発を図
る。

60代・70代の女性会員が多い
ので、その家族やネットワー
クを大事に充実させ、男女共
同参画の視点をもった事業内
容になるよう協働していく。

2

中原区役所
こども支援室

Ｂ

Ｂ

高津区役所
地域振興課

Ａ

継続実施

Ｂ

2

町内会・自治会や各地域団体

様々なイベントや会議等を市
民団体と協働で実施するうえ
で、男女平等の参画に配慮し
た取り組みを実施する。

2

高津区役所
企画課

橘地区連合自治会町会長会議におい
て、男女共同参画への取組みを周知す
る機会を設定した。

男女共同参画に向けた活動に取組む市
民・市民活動団体等にも、他の市民・
市民活動団体と区別なく支援するよう
配慮している。

各種附属機関、協議会等で数多くの女
性に参加してもらい、意見をいただく
ことができた。

●男女平等推進に配慮した点
委員推薦等にあたり女性の積極登用を
呼びかけた。

女性比率向上のため、各種団体への情
報提供等を行い、女性の積極的な参加
を促した。

多摩区内町内会・自治会に住民組織調
査票の提出を依頼した。

●男女平等推進に配慮した点
メンバー選出の機会において女性比率
の向上に配慮するよう依頼した。

多摩区役所
地域振興課Ｂ

多摩区内町内会・自治会に住
民組織票の提出の依頼を継続
して行っていく。

2

Ｃ

Ｂ

引き続き、男女共同参画に向
けた活動に取組む市民・市民
活動団体等にも、他の市民・
市民活動団体と区別なく支援
するよう配慮していく。

Ｃ

宮前区役所
企画課

引き続き女性委員の登用に努
める。

2Ｂ

2

宮前区役所
地域保健福

祉課

高津区役所
出張所2

宮前区役所
出張所

市民が目に付く庁舎掲示板
や、市民活動団体が使用する
活動スペース等に、ポスター
の掲示を行い、男女共同参画
の視点の普及に努める。

2

町内会・自治会や各地域団体
等と連携し、男女共同参画の
視点の普及に努める。
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健康づくり、介護予防に取り組んでい
るグループが、地域毎に町会、社会福
祉協議会、民生委員、老人クラブ等と
連携・協力しながら、すこやか活動を
推進した。

●男女平等推進に配慮した
性別にかかわらず、地域ぐるみで健康
づくり、介護予防に取り組んでいける
活動であることを伝えている。

事務局となっている事業の実行委員会
や運営スタッフ等については、実際に
子育て中の母親が子連れで参加した
り、事業当日は多くの父親や母親が子
どもと共に参加がみられた。

●男女平等推進に配慮した点
事業実施日については休日とし、男女
問わず親子連れでの参加可能としてい
る。

区民会議や地域課題対応事業を通じた
市民活動団体等との連携の際は、女性
比率向上の配慮を呼び掛けた。

市民・市民活動団体等と協働で事業を
行う際、依頼があれば、関連資料など
を配布する等、男女共同参画の視点の
普及に努めた。

昨年同様、地域包括支援センターと協
働し 地域懇談会を平成 年度 回開

90 市民・市民活動団体等やさま
ざまなネットワークへの男女
共同参画の視点の普及に努
めます。

麻生区役所
地域振興課Ｂ

引き続き男女共同参画の視点
の普及に努めていく。

麻生区役所
企画課

継続して男女が共に参画して
地域ぐるみですこやか活動を
推進していけるように各団体
の取り組みを支援していく。

多摩区役所
地域保健福

祉課
2Ａ

審議会・協議会や各種事業を
展開する上で、引き続き、女
性の参加比率向上についての
配慮を関係団体等に依頼し、
男女平等の推進を図ってい
く。

2

地域福祉をテーマに小地域の
地域懇談会を開催する

2 多摩区役所
こども支援室Ａ

継続して実施していく。

Ｂ

2

働し、地域懇談会を平成24年度2回開
催した。平日の午後の開催であった
が、男性の参加もあり、活発な意見交
換ができた。

●男女平等推進に配慮した点
小地域（民生委員地区割り）にて懇談
会を開催し、幅広い関係者に参加を呼
びかけた。

麻生区子ども関連ネットワーク会議の
中で男女共同参画の視点に立ち、それ
ぞれが意見を出しやすいよう工夫し、
関係団体や関係機関の意見交換が充実
した。

●男女平等推進に配慮した点
男女共同参画の考えを意識して会議を
実施した。

教育文化会館・市民館における学級講
座の実施や、学級講座の企画運営への
市民の参画、市民団体への支援を通し
て、市民相互の理解と共に生きる関係
づくりを進めた。

91 公益財団法人かわさき市民活動セン
ターの「かわさき市民公益活動助成
金」は、男女共同参画を含む全領域の
市民活動を対象としており、助成金交
付団体数は安定的に推移している。市
として、財団全般の事業の充実が図ら
れるよう、センターを通じて支援を
行った。

Ａ

市として、公益財団法人かわ
さき市民活動センター全般の
事業の充実が図られるよう、
施策個々の充実とともに市民
活動支援指針との整合性を図
りながら、総合的市民活動支
援施策としての確立を推進す
る。

2
市民・こども
局市民協働
推進課

男女共同参画に向けた活動
に取組む市民・市民活動団体
等への支援を実施します。

施策39

麻生区役所
地域保健福

祉課

麻生区役所
こども支援室

教育委員会
生涯学習推

進課
Ａ

引き続き、事業の実施や団体
との連携を通して、市民の学
びと活動を支援していく。 2

男女共同参画に向けた市民・市民活動団体等への支援

Ａ

地域懇談会を開催する。
男女の共同参画を意識しつ
つ、懇談会に参加しやすい工
夫をする。

2

Ａ

麻生区子ども関連ネットワー
ク会議の委員の改選に伴い、
参加する委員の選出は男女の
比率を意識して行う。

2
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91 男女共同参画センターにおいて協働事
業などを通じ、市民活動団体の活動を
支援した。

子育てを見守り応援するこんにちは赤
ちゃん訪問員の募集において、男女問
わず、参加を募った。

●男女平等推進に配慮した点
男性訪問員の参加につながるよう、呼
びかけを行うとともに、現在活躍して
いる訪問員に向けフォロー研修を実施
し、男性訪問員が存在することの意義
を伝え、継続を支援した。

○男女平等参画を含めた各種活動に対
する支援を行ってきた。

●男女平等推進に配慮した点
特になし

健康づくり・介護予防など地域で活動
するボランティア養成を行った。

ネットワーク会議の課題別部会を３部
会から４部会に拡大し、地域課題の支
援対策の充実を図った。

男女共同参画活動関係のチラシ等を窓
口やロビーに設置し、活動の周知につ
とめました。

男女共同参画に向けた活動
に取組む市民・市民活動団体
等への支援を実施します。

Ａ

Ｂ

川崎区役所
地域振興課

川崎区役所
地域保健福

祉課

こども支援室の業務はネット
ワークの強化が謳われている
ことから、さらに地域のニー
ズの把握に努め、ネットワー
クの拡大を模索する。

市民・こども
局人権・男女
共同参画室

市民・こども
局こども家庭

課

Ｂ

Ｂ

支援の一環として、ホーム
ページなどでの広報支援など
を検討する。

Ａ
引き続きチラシ等を設置し活
動の周知につとめます。

2

2

こんにちは赤ちゃん事業がよ
り地域に根ざし、地域の見守
り体制が充実するように、男
性も訪問員になりやすよう配
慮しながら、機会をとらえて
訪問員の新規募集を行ってい
く。 1

引き続き男女共同参画に向け
た活動に取り組む市民・市民
活動団体を含めた各種支援を
行う。また、その実施にむけ
た情報収集を行う。

Ｅ

川崎区役所
大師・田島支
所区民セン

2

2

1 川崎区役所
こども支援室

今後とも地域福祉活動に男性
も参加していくための取り組
みが継続的に必要である。

市民提案型事業（おと絵がたりの講
演）の活動支援を行なった。

●男女平等推進に配慮した点
町内会長等が出席する会議において
も、適宜チラシの配布等を行った。

男女共同参画に向けた活動に取組む市
民・市民活動団体等への支援・連携等
も視野に入れ、男女共同参画センター
との連携を図る。

●男女平等推進に配慮した点
区の協働提案事業の募集にあたり、男
女共同参画センターでの配布を実施し
た。

事務局として、市民・市民活動団体と
連携して活動する中で、資料やパンフ
レット配布等の依頼があれば会議や窓
口を利用した情報提供を行う等、必要
に応じた支援を行った。

●男女平等推進に配慮した点
団体からの依頼があれば窓口等で区民
への情報提供をし、意識の啓発を図っ
た。

高津区役所
地域振興課

引き続き、事務局として市
民・市民活動団体と共に活動
する中で、資料やパンフレッ
ト配布等の依頼があれば会議
や相談情報担当の窓口を利用
して区民への情報提供を行う
等、必要に応じた支援をして
いく。

2Ｂ

Ｂ

事業完了。

2

男女共同参画に向けた活動に
取組む市民・市民活動団体等
への支援・連携等も視野に入
れ、男女共同参画センターと
の連携を図る。

Ｂ 中原区役所
こども支援室

所区
ター

高津区役所
企画課2
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91 男女とも参加しやすいように、事業ご
とにわかりやすい説明を加えて、広報
などの支援を行った。

●男女平等推進に配慮した点
男女とも参加しやすい内容に配慮し
た。

男女共同参画に向けた活動に取組む市
民・市民活動団体等にも、他の市民・
市民活動団体と区別なく支援するよう
配慮している。

多くの女性が参加している子育て団体
や、地域活動に消極的といわれる男性
を中心にした活動団体等の広報を行っ
た。

●男女平等推進に配慮した点
地域活動参加促進に配慮した。

関係するポスターの掲示や、会議時の
チラシの配布を行った。また、チラシ
を支援コーナーで配架する等の広報活
動を通して支援を実施した。

多摩区内町内会・自治会に住民組織調
査票の提出を依頼した。

●男女平等推進に配慮した点
メンバー選出の機会において女性比率
の向上に配慮するよう依頼した。

男女共同参画に向けた活動
に取組む市民・市民活動団体
等への支援を実施します。

Ｂ

今後も、情報コーナーや支援
コーナーにおいて、関係する
チラシの配架を行い、来庁者
や利用団体への情報提供を行
う。

高津区役所
地域保健福

祉課

引き続き各種地域団体の活動
支援を行う。

多摩区役所
地域振興課

宮前区役所
出張所

Ｂ

Ｂ

2

Ｂ

2

多摩区内町内会・自治会に住
民組織票の提出を依頼を継続
して行っていく。

2

2Ｂ

事業によっては、男性の参加
者が増加。男性が参加しやす
い事業や広報の工夫などを引
続き行う。

宮前区役所
地域保健福

祉課

宮前区役所
企画課2

引き続き、男女共同参画に向
けた活動に取組む市民・市民
活動団体等にも、他の市民・
市民活動団体と区別なく支援
するよう配慮していく。

多摩区運動普及推進員の会では、男女
が共に健康づくり活動に参画できるよ
う、毎月健康教室を開催した。
食生活改善推進員の会では、毎月の定
例会の講話の中で男性や女性に関する
講話を取り入れ、偏りのないように実
施した。

●男女平等推進に配慮した点
運動普及推進員に関しても、食生活改
善推進員に関しても、性別の対象を設
けずに広く参加を募った。

子育て中の女性のエンパワーメントと
して、子育てサークルや子育て支援の
市民活動団体に対し、広報面や参加・
参画の呼びかけなどを随時行った。

市民活動団体等との連携では、会議や
窓口を利用した情報提供を行う等の支
援を行った。

活動を行う市民・市民活動団体等から
の依頼があれば、関連資料等を配布す
るなど支援に努めた。 Ｂ

今後も関連資料等を配布する
など、活動団体等の支援をし
ていく。 2 麻生区役所

地域振興課

多摩区役所
地域保健福

祉課

今後も継続して男女が共に健
康づくり活動やボランティア
活動に参画できるように支援
する。

2

多摩区役所
こども支援室Ａ

Ｂ

継続して実施

2

男女共同参画に向けた活動に
取り組む市民活動団体等の把
握に努め、引き続き連携を
図っていく。

2 麻生区役所
企画課

Ａ
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地域懇談会を小地域（民生員地区）に
て地域包括支援センターと2回協働実
施した。災害をテーマに地域の実状、
課題について活発な意見交換ができ
た。

●男女平等推進に配慮した点
町内会・自治会・地域活動を行ってい
る人達にも参加を呼びかけた。

麻生区子育て人材バンクで地域の子育
て支援の団体・区民への支援を充実さ
せた。

●男女平等推進に配慮した点
男女共同参画の内容を意識して行っ
た。

川崎市地域女性連絡協議会の活動を支
援するとともに、後援・共催や講師派
遣等の制度により、男女共同参画に向
けた活動に取り組む市民団体を支援し
た。

92 町内会婦人部へ防災についてのヒアリ
ングを行った。

住民組織調査による性別把握
公的機関等からの地域に対する様々な
広報や情報提供依頼を受け、町内会連
合会理事会等各種会議の場において広
く周知を図った。

91 男女共同参画に向けた活動
に取組む市民・市民活動団体
等への支援を実施します。

町内会・自治会やPTA等、地
域における女性の参画につ
いての理解を深めるよう努め
ます。

教育委員会
生涯学習推

進課

町内会・自治会役員のほとん
どを男性が占める状況にある
が、様々な活動を地域の女性
が支えている状況を踏まえな
がら、役員を通じて町内会・
自治会婦人部はじめ必要とす

麻生区役所
地域保健福

祉課

自治会・町内会等に対しても
機会を捉え、防災を切り口に
連携を図っていく必要があ
る。

川崎区役所
地域振興課

Ａ

引き続き、市民等への必要な
支援に努める。

地域における中心的な役割を担う女性の参画に向けた環境づくり

2

Ｂ 2

Ｂ

2 麻生区役所
こども支援室Ｂ

子どもに関わる区民・団体へ
の支援を行い、子育て支援の
取組を充実させる。

Ａ

地域福祉をテーマに小地域の
地域懇談会を開催する。
男女の共同参画を意識しつ
つ、懇談会に参加しやすい工
夫をする。 2

　【基本施策12】　　政策・方針決定過程への女性の参画促進

施策40

市民・こども
局人権・男女
共同参画室

2

●男女平等推進に配慮した点
区役所相談情報の窓口等にも広報媒体
を設置するなど広報、周知に努めた。

昨年度に引き続き、各種啓発チラシの
配布による男女平等の推進に努めた。

●男女平等推進に配慮した点
町内会長等が出席する会議において
も、適宜チラシの配布等を行った。

住民組織調査票の提出依頼により、役
員比率の男女比把握に努めた。また、
依頼があれば市民団体の会議や相談情
報担当の窓口、区民活動ルームのパン
フレットスタンドを利用してパンフ
レット配布などの情報提供を行った。

●男女平等推進に配慮した点
町内（自治）会内での男女平等に関す
る実態把握に努めた。また、市民団体
の会議や相談情報窓口、区民活動ルー
ムを利用した情報提供により、区民の
意識啓発を行った。

チラシやポスター等を通じ
て、引き続き町内会・自治会
に対する啓発活動を行ってい
く。

自治会婦人部はじめ必要とす
る情報が広く周知されるよう
努めていく。

高津区役所
地域振興課

地域振興課

自主運営団体への行政からの
働きかけの難しさに配慮しな
がら、ひきつづき実態把握と
啓発に努める必要がある。

Ｂ

Ｂ 2

中原区役所
地域振興課2

2Ｂ
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92 町内会・自治会等の住民自治活動にお
ける女性比率の向上を促進するため、
前年度に引き続き、定例会議・研修会
等において広報啓発等を実施した。

●男女平等推進に配慮した点
地域において中心的な役割を担う立場
の女性に対し、参画への働きかけを行
う観点から、市審議会・協議会等への
派遣依頼に対し、女性を積極的に推薦
するよう努めた。

多摩区内町内会・自治会に住民組織調
査票の提出を依頼した。

●男女平等推進に配慮した点
改選の機会等において女性比率の向上
に配慮するよう依頼した。

男女共同参画に関する啓発物を、会議
や窓口で配布し、町内会等地域への理
解が深まるように努めた。

ＰＴＡや川崎市地域女性連絡協議会な
ど社会教育関係団体の活動を支援し、
子育て中の保護者や女性の社会参加を
促進した。

●男女平等推進に配慮した点
男女ともに暮らしやすい社会の実現に
向けて、各団体の活動を支援した。

町内会・自治会やPTA等、地
域における女性の参画につ
いての理解を深めるよう努め
ます。

Ｂ

Ａ

2 宮前区役所
地域振興課Ｂ

教育委員会
生涯学習推

進課

2

2

麻生区役所
地域振興課

2

引き続き、関係団体への支援
を行い、地域での男女共同参
画意識の醸成に努める。

今後も地域における女性の参
画について理解が深まるよ
う、町会長を対象とした会議
等で周知を図っていく。

多摩区役所
地域振興課

女性が町内会・自治会活動の
中核を担っていくことが負担
とならないよう、働きかけや
情報提供を継続して行い、女
性比率の向上に向けた働きか
けを広報等により継続して
行っていく。

Ｂ

多摩区内町内会・自治会に住
民組織票の提出を依頼を継続
して行っていく。

男女共同参画センターにおいて、女性
活躍の推進に関係する講座情報の提供
や、ワーク・ライフ・バランスの実現
を通じた自分らしい生き方・働き方の
実現を目指す講座を実施した。

関係局、関係機関からの依頼により、
パンフレットやリーフレットを相談情
報コーナーへ設置し、区民への情報提
供に努めている。

●男女平等推進に配慮した点
男女に係わらず多くの区民へ向けて情
報提供を行っている。

住民組織調査による性別把握
公的機関等からの地域に対する様々な
広報や情報提供依頼を受け、町内会連
合会理事会等各種会議の場において広
く周知を図った。

●男女平等推進に配慮した点
区役所相談情報の窓口等にも広報媒体
を設置するなど広報、周知に努めた。

川崎区役所
地域振興課Ｂ

Ｂ

Ｂ

今後も女性活躍の推進につな
がる講座を実施していく。

市民・こども
局人権・男女
共同参画室

2 川崎区役所
総務課

2

2

町内会・自治会役員のほとん
どを男性が占める状況にある
が、様々な活動を地域の女性
が支えている状況を踏まえな
がら、役員を通じて町内会・
自治会婦人部はじめ必要とす
る情報が広く周知されるよう
努めていく。

女性の参画促進へ向けて継続
的な情報提供に努めていく必
要がある。

地域の会議や研修会等にお
いて、中心的な役割を担う女
性の参画促進に向けた積極
的な情報提供を実施します。

93
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住民組織調査票の提出依頼により、役
員比率の男女比把握に努めた。また、
依頼があれば市民団体の会議や相談情
報担当の窓口、区民活動ルームのパン
フレットスタンドを利用してパンフ
レット配布などの情報提供を行った。

●男女平等推進に配慮した点
町内（自治）会内での男女平等に関す
る実態把握に努めた。また、市民団体
の会議や相談情報窓口、区民活動ルー
ムを利用した情報提供、女性を対象と
した研修会（女性研修会）等により、
区民の意識啓発を行った。

特別にコーナーを設ける等は行ってい
ないが、チラシ等で女性の参画推進の
ための情報提供を行った。

町内会・自治会等の住民自治活動にお
ける女性比率の向上を促進するため、
前年度に引き続き、定例会議・研修会
等において広報啓発等を実施した。

●男女平等推進に配慮した点
地域において中心的な役割を担う立場
の女性に対し、参画への働きかけを行
う観点から、市審議会・協議会等への
派遣依頼に対し、女性を積極的に推薦
するよう努めた。

情報資料コーナーに男女平等参画に関
する資料を配架し、区民へ情報提供を
行った。

Ｂ

Ｂ

Ｂ

引続き女性の参画について理
解を深めるため、情報提供を
行い、環境整備に努めてい
く

自主運営団体への行政からの
働きかけの難しさに配慮しな
がら、ひきつづき実態把握と
啓発に努める必要がある。

2 多摩区役所
総務課

2 宮前区役所
地域振興課

女性が町内会・自治会活動の
中核を担っていくことが負担
とならないよう、働きかけや
情報提供を継続して行い、女
性比率の向上に向けた働きか
けを広報等により継続して
行っていく。

Ｂ

2 高津区役所
地域振興課

引き続き、情報提供を行って
いくともに、視点に配慮した
環境整備を行っていく必要が
ある。

宮前区役所
総務課2

地域の会議や研修会等にお
いて、中心的な役割を担う女
性の参画促進に向けた積極
的な情報提供を実施します。
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多摩区内町内会・自治会に住民組織調
査票の提出を依頼した。

●男女平等推進に配慮した点
改選の機会等において女性比率の向上
に配慮するよう依頼した。

啓発用チラシを資料コーナー等で配布
した。

男女共同参画に関する啓発物を町会長
や各種団体などでの会議、研修会や区
役所窓口等で配布した。

ＰＴＡや川崎市地域女性連絡協議会な
ど社会教育関係団体の活動を支援し、
地域における女性の参画を促進すると
ともに、活動の活性化に向けた情報提
供を行った。

94 男女平等推進学習を主催する市内市民
館の講座に、講師として講演を行っ
た。

Ｂ

さまざまな組織で活躍できる
女性の人材育成に貢献するた
めの講座を実施していく。

2
市民・こども
局人権・男女
共同参画室

中心的な役割を担う女性の
人材育成に向け、生涯学習
等における男女平等推進学
習の機会を積極的に提供しま
す

麻生区役所
地域振興課

Ａ

Ｂ
今後も女性の参画への理解を
深めるよう、町会長や各種団
体などでの会議、研修会など
で情報提供していく。

Ｂ

教育委員会
生涯学習推

進課

引き続き、支援と情報提供を
行っていく。

2

2

麻生区役所
総務課

2 多摩区役所
地域振興課

今後も女性の参画への理解を
深めるよう、広報に協力して
いく。 2

多摩区内町内会・自治会に住
民組織票の提出を依頼を継続
して行っていく。

く。

Ｂ
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94 教育文化会館・市民館において、「男
女平等推進学習」を11事業実施した。

●男女平等推進に配慮した点
コミュニケーションや防災、就労、子
育てをテーマに男女が共に考えるもの
から、男女共同参画に関する制度や国
外の事例を学ぶものなど、様々な角度
から男女平等に関する学習機会を提供
した。

○「川崎市労働状況実態調査」におい
て育児･介護休業制度の整備状況や
ワーク・ライフ・バランスの取組み状
況について調査した。
○情報誌「かわさき労働情報」に男女
雇用機会均等月間及び均等･両立推進
企業表彰に関する記事を掲載した。
○「働くためのガイドブック」にポジ
ティブアクションについて掲載し啓発
した。

審議会等の所管課に対して、女性比率
の向上について周知しています。

審議会等の所管課に対し、女性委員の
比率が向上するよう、男女平等推進の
視点について周知した。

局全体の審議会等における女性比率は
26.7％であった。

96 審議会等委員の女性比率が
2013（平成25）年度までに、
35％となるようめざします。

中心的な役割を担う女性の
人材育成に向け、生涯学習
等における男女平等推進学
習の機会を積極的に提供しま
す

施策42

Ｃ

総合企画局
広域企画課

総務局庶務
課2

Ａ

引き続き局内所管の審議会等
委員の女性比率の向上を目指
すよう要請していきたい。

各課所管の審査会・検討委員
会等において女性委員の比率
の向上について周知を図って

審議会等への女性の参画促進　

2Ｂ

審議会等委員の女性比率の更
なる向上を目指し、今後も改
選の機会等において働きかけ
を行う。

教育委員会
生涯学習推

進課

○今後も「川崎市労働状況実
態調査」等において、女性の
就労状況に関する調査を実施
していく。
○「かわさき労働情報」や
「働くためのガイドブック」
等の紙面の充実及び配布先の
拡大に努め、効果的な広報を
展開する。

Ａ 2

引き続き、男女平等推進学習
等を実施し、学習機会の提供
に努める。

2

事業所における女性管理職比率向上に向けた取組への働きかけ

女性管理職比率を把握し、
「かわさき労働情報」等におい
て、比率の向上に向けた取組
について情報提供します。

施策41

95

経済労働局
労働雇用部

●男女平等推進に配慮した点
全ての審議会等において最低でも1名
の女性委員に就任してもらった。

審議会等委員の選出にあたっては、女
性比率の向上に配慮するよう、周知に
努めている。

委員再選の審議会等において男女の比
に配慮するよう努めた。

審議会委員の改選や交代がなかったた
め、取組を行っていない。

事前協議制度の周知に努め、女性委員
の参加率の向上を目指した。

●男女平等推進に配慮した点
審議会委員設置時に男女平等の周知を
おこなった。

女性比率が向上するよう選出の際は所
管課に働きかけ、女性委員の参加向上
に努めた。

審議会等の委員の選出にあたっては、
女性比率が向上するよう努めた。 Ｃ

職に対する委員選任もあり難
しいが、今後も女性比率の向
上に努めていく。 2 建設緑政局

庶務課

Ｂ

まちづくり局
庶務課2

1

審議会委員の改選にあたり推
薦団体へ情報提供及び女性委
員の推薦に配慮を求める等、
女性委員比率の向上に努め
る。

職に対する委員選任もあり難
しいが、今後とも女性委員の
参加向上に努めていく。Ｂ

Ｅ

Ｂ

Ｄ

事前協議制度の周知をさらに
徹底していく。

2

引き続き、委員選任時に情報
提供や啓発による働きかけを
行っていく。

向 に 周知を図
いく。

引き続き、審議会等委員の女
性比率35％をめざしていく。

2 経済労働局
庶務課

環境局庶務
課

財政局庶務
課

2 市民・こども
局庶務課

2 健康福祉局
庶務課Ｂ
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96 審議会委員選任時に情報提供等の働き
かけを行った。

女性比率への継続的な配慮を行ってい
る。

●男女平等推進に配慮した点
女性が政策・方針決定過程に参加しや
すい環境作りが進められている。

女性委員の比率については、前年度比
率を維持している。

委員更新等に併せ、女性比率の向上を
図るよう周知した。

委員選考の際、女性比率の低い審議会
等の所管課へ男女平等推進の視点を考
慮するよう周知した。

現在の宮前区区民会議委員の男女構成
は、20名のうち女性は8名（女性比率
40％）。（企画課作成）

審議会等の委員の選任にあたり、男女
比率に配慮するよう周知した。

審議会等委員の女性比率が
2013（平成25）年度までに、
35％となるようめざします。

Ｂ

1 高津区役所
総務課

今後も継続して女性比率向上
に向けた働きかけを該当部署

幸区役所総
務課2

Ｃ
2013年度の数値目標に近づけ
るよう、更なる働きかけを行
う。

宮前区役所
総務課2

多摩区役所

今後も女性比率の維持、向上
に努めていく。（企画課作
成）

2

Ａ

川崎区役所
総務課

Ｂ

Ｂ

今後も審議会等委員選任時に
は女性比率の向上に配慮して
いく必要がある。

2

引き続き、審議会所管課へ女
性委員比率の低い審議会等の
委員再選時に、女性比率の向
上に向けた働きかけに努め
る。

役職に対して委嘱しているた
め、情報提供や啓発のみにと
どまるが、引き続き、審議会
選任時に情報提供等の働きか
けを行っていく。

Ｃ

中原区役所
総務課

引き続き、審査会所管課へ女
性委員比率の低い審議会等の
委員再選時に、女性比率の向
上に向けた働きかけに努め
る。

港湾局庶務
課2

比率に配慮するよう周知した。

審議会等委員の女性比率向上に関し、
各課に周知している。

●男女平等推進に配慮した点
委員の選任に際し、女性比率に配慮し
ている。

協議会委員の改選を実施し、女性比率
を38.5パーセント（5/13）とした。

審議会委員の選任などに際して、職員
の意識改革を呼びかけた。

市立多摩病院運営協議会及び川崎市立
病院運営委員会については、平成24年
度中に改選をおこなったが、適任の女
性が少なかったことなどから、女性委
員はそれぞれ14名中2名、6名中1名の
ままである。

委員推薦を依頼している団体に対し
て、継続的に女性委員の推薦を働きか
けた。【救急課】【危険物課】

●男女平等推進に配慮した点
審議会等委員に対し、情報提供等を通
じ男女平等の視点の共有を促した。

Ａ

2

2 消防局庶務
課

Ａ
引き続き、35パーセント以上
を維持するように努めます。

交通局庶務
課

引き続き職員の意識改革を行
うことと、男女平等推進の視
点を加味することが必要であ
ると考える。

病院局庶務
課Ｃ

引き続き、審議会等の委員選
任の際には、男女比に配慮す
る。

2

に向けた働きかけを該当部署
へ行っていく。

Ｃ

委員改選時に男女比率に配慮
していく。

Ｂ

2

多摩区役所
総務課

上下水道局
経営企画課

5

Ｄ

2

麻生区役所
総務課

推薦依頼の際に、審議会等委
員の男女比に注意し、推薦団
体に対して女性の参画を可能
な限り推進するよう配慮す
る。
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96 女性委員の比率向上に配慮し、選任を
行った。

明るい選挙推進協議会のうち、学識経
験者については8名中3名が女性の委員
となっている。

審議会等の所管課に対して、女性比率
の向上について周知しています。

審議会等委員の選任時に、男女平等に
関する情報提供等を行った。

全ての審議会等において最低でも1名
の女性委員に就任してもらった。

●男女平等推進に配慮した点
全ての審議会等において最低でも1名
の女性委員に就任してもらった。

事前協議制度の周知に努め、女性委員
の参加率の向上をめざした。

予算再選の審議会等において男女の比
に配慮するよう、所管課へ働きかけ
た。

審議会委員の改選や交代がなかったた
め 取組を行っていない

女性委員ゼロの審議会をなく
します。

審議会等委員の女性比率が
2013（平成25）年度までに、
35％となるようめざします。

97

2

市民・こども
局庶務課

経済労働局
庶務課2

総務局庶務
課

Ｂ
引き続き、事前協議制度をさ
らに充実し、女性委員の参加
率の向上をめざしていく。 2

財政局庶務
課

Ｃ

総合企画局
広域企画課

審議会委員の改選にあたり推
薦団体へ情報提供及び女性委

審議会の所管課に対して、今
後の改選に向け、引き続き女
性委員登用のための働きかけ
を行う。

Ｂ

5 選挙管理委
員会選挙課

各課所管の審査会・検討委員
会等において女性委員の比率
の向上について周知を図って
いく。

Ｂ

引き続き局内所管の審議会等
委員の女性比率の向上を目指
すよう要請していきたい。

Ｂ

Ａ

教育委員会
庶務課Ｂ

2

本年度は委員の改選なし

引き続き、情報提供や啓発に
よる働きかけを今後も継続し
ていく。

2
引き続き、委員選任に際して
は、女性委員の比率向上に配
慮していく。

2

め、取組を行っていない。

事前協議制度の周知に努め、女性委員
の参加率の向上を目指した。

●男女平等推進に配慮した点
審議会委員設置時に男女平等の周知を
おこなった。

女性比率が向上するよう、昨年同様、
選出の際は所管課に働きかけた。

審議会等の委員の選出にあたっては、
女性比率が向上するよう努めた。

平成24年度の港湾審議会は女性3名が
委員となっている。民間活用推進委員
会は3名中女性委員1名とした。

女性比率への継続的な配慮を行ってい
る。

●男女平等推進に配慮した点
女性が政策・方針決定過程に参加しや
すい環境作りが進められている。

川崎区役所
総務課2

建設緑政局
庶務課

2

Ｂ

今後も審議会等委員選任時に
は女性比率の向上に配慮して
いく必要がある。

職に対する委員選任もあり難
しいが、今後も女性比率の向
上に努めていく。 2

港湾局庶務
課Ａ

役職に対して委嘱しているた
め、情報提供や啓発のみにと
どまるが、引き続き、審議会
選任時に情報提供等の働きか
けを行っていく。

Ｂ

職に対する委員選任もあり難
しいが、今後とも女性委員の
参加向上に努めていく。 まちづくり局

庶務課2

2 環境局庶務
課

薦団体へ情報提供及び女性委
員の推薦に配慮を求める等、
女性委員比率の向上に努め
る。

2 健康福祉局
庶務課

事前協議制度の周知をさらに
徹底していく。

Ｂ

Ｃ

Ｅ
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97 女性委員ゼロの審議会は、次期の女性
委員の参画を検討いただくよう働きか
けをしました。

現在は女性がいない審議会はない。

各審議会の女性委員がゼロにならない
よう、所管課へ働きかけた。

現在の宮前区区民会議委員の男女構成
は、20名のうち女性は8名（女性比率
40％）。

各所属の審議会委員選任の際に、男女
比率に配慮するよう周知した。

女性委員が０の審議会はない。

●男女平等推進に配慮した点
委員の選任に際し、女性比率に配慮し
ている。

協議会委員の改選を実施し、女性比率
を38.5パーセント（5/13）とした。

女性委員ゼロの審議会をなく
します。

上下水道局
経営企画課Ａ

引き続き、35パーセント以上
を維持するように努めます。 2

Ａ

幸区役所総
務課

Ａ
今後も女性比率の維持、向上
に努めていく。

2 中原区役所
総務課

Ａ

今後も審議会等委員選任時に
は、女性比率向上に努めるよ
う関係部署へ周知を行ってい
く。

宮前区役所
企画課

2

麻生区役所
総務課

多摩区役所
総務課

2

2

委員改選時に男女比率に配慮
していく。

高津区役所
総務課

引き続き、審査会所管課へ女
性委員がいない審議会等の委
員再選時に、女性比率の向上
に向けた働きかけに努める。Ｂ

Ｂ
女性委員ゼロの審議会は、次
期の女性委員の参画を検討い
ただくよう働きかけをしま
す。

2

Ｂ

審議会等委員の改選の際、女
性委員がゼロになることのな
いよう、引き続き所管課に配
慮を促し徹底を図る。 2

審議会委員の選任などに際して、職員
の意識改革を呼びかけた。

女性委員が0の審議会はない。

委員推薦を依頼している団体に対し
て、継続的に女性委員の推薦を働きか
けた。【救急課】【危険物課】

●男女平等推進に配慮した点
審議会等委員に対し、情報提供等を通
じ男女平等の視点の共有を促した。

女性委員の比率向上に配慮し、選任を
行った。

○庁内会議や研修の場で事前協議制度
の周知に努め、女性委員の参加率の向
上をめざした。
○女性比率実績：30.2％（昨年度0.5
ポイント増）平成24年6月1日現在

99 附属機関等の適正な運用を図るととも
に、要綱に基づき設置当初の目的を達
成したものなどについて、昨年度に引
き続き見直しを行った。 Ｃ

引き続き、附属機関等の適正
な運用を図るとともに、必要
に応じて要綱の見直し等につ
いて検討します。 2 総務局行財

政改革室

引き続き、委員選任に際して
は、女性委員の比率向上に配
慮していく。Ｂ 2

市民・こども
局人権・男女
共同参画室

Ａ

98 審議会等委員の女性比率向
上に向けて、女性人材情報の
提供等により事前協議制の
効果的な推進を行います。

1

女性比率の向上に向け、審議
会等の状況に応じた事前協議
を行う。

教育委員会
庶務課

交通局庶務
課

消防局庶務
課

5

引き続き職員の意識改革を行
うことと、男女平等推進の視
点を加味することが必要であ
ると考える。

病院局庶務
課

Ｄ 2

推薦依頼の際に、審議会等委
員の男女比に注意し、推薦団
体に対して女性の参画を可能
な限り推進するよう配慮す
る。

Ａ
引き続き、審議会等の委員選
任の際には、男女比に配慮す
る。

Ａ

2

必要に応じて「附属機関等の
設置に関する要綱」の見直し
を検討します。
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99 今年度は必要がなかったので、見直し
を行わなかった。

平成24年4月1日　16.5％

●男女平等推進に配慮した点
取組を推進し、比率の向上に努めてい
る。

小学校における校長・教頭の女性比率
は、29.2％、中学校における同比率
は、11.8％でした。また全校種におけ
る校長・教頭の女性比率は、23.2％で
した。

●男女平等推進に配慮した点
退職者の動向を踏まえながら、男女比
率に大きな変動がないように配慮しま
した。

係長昇任選考第１次選考日に託児所を
設置した。
　設置日：平成24年9月30日（日）
　申込者：43人
　利用者：26人

今後も、係長昇任選考第１次
選考実施日において託児所の
設置を行うと共に、対象者へ
の周知を図り、子育て中の職
員が受験しやすい環境の提供
を推進する。

●男女平等推進に配慮した点
男女が共に仕事と家庭を両立できる環
境づくりを図り、キャリアアップへの

Ｂ

今後とも取り組みを実施して
いく。

2

Ｂ

Ａ 1

5Ｅ

審議会等の委員選任にかかる
事前協議制や審議会等委員へ
の女性の参加促進要綱の改正
および見直し等、必要があれ
ば、検討する。

市民・こども
局人権・男女
共同参画室

施策43

100

101 校長、教頭に占める女性比率
が2013(平成25)年度までに、
小学校25％、中学校18％とな
るようめざします。高等学校
及び特別支援学校の校長、
教頭については引き続き女性
の登用に努めます。

人事委員会
任用課

引き続き、全校種における校
長・教頭の女性登用に努めま
す。

教育委員会
教職員課

総務局人事
課

1

市役所における管理職等への女性職員登用への取組

管理職(課長級)職員に占める
女性比率が2013(平成25)年
度までに、18％となるようめざ
します。

必要に応じて「附属機関等の
設置に関する要綱」の見直し
を検討します。

102 係長昇任選考における託児
所を設置し、子育て中の職員
に受験しやすい環境を提供し
ます。

支援を行った。

育児休業者職場復帰支援プログラムに
おいて、掲示板機能を利用して育児休
業者が先輩職員に相談することのでき
るしくみを導入し、利用について職員
に周知した。

市職員を対象に階層別研修や希望受講
型研修において、育児休業中の職員も
研修を受講できるように措置した。

●男女平等推進に配慮した点
各局研修担当課及び育児休業中の職員
の職場を通じて対象職員への周知徹底
を図った。

育児休業に入る職員に対して、利用で
きる各種制度について、情報提供を
行った。
また、子育て後にスムーズに仕事に戻
れるよう、個別に相談等を行った。

●男女平等推進に配慮した点
性別の区別なく、情報が行き渡るよう
配慮した。

メンター（指導員)制度について必要
性は認識しているが、導入についての
具体的な取組には至っていない。 Ｄ

職員の意識を啓発する取組が
必要であると考える。
本市の取組には積極的に協力
していく。

5 交通局庶務
課

Ｂ

引き続き、仕事と子育て両立
のために、情報提供や、相談
等を行なっていく。

総務局人材
育成課Ａ

今後とも、取組を実施してい
く。

2 総務局人事
課Ａ

今後とも取り組みを実施して
いく。

市役所におけるメンター制を含む女性の人材育成の推進

2

2

育児休業中の職員のキャリア
サポートを目的に、メンター
（指導員）制度的手法を用い、
仕事と子育ての両立のため
の相談体制等の整備を推進
します。

施策44

103

上下水道局
庶務課
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103 仕事と子育て両立のために、所属長や
担当職員による、各種制度利用のため
のアドバイスや、子育て中、子育て後
の働き方について相談を行なった。

ガイドブックを配布するなど、制度の
周知を図ったが、今年度、利用した職
員はいなかった。

所属長や担当職員による、各種制度利
用のためのアドバイスや、子育て中、
子育て後の働き方について相談を行っ
た。

○自治大学校が開催する「第1部・第2
部特別課程」研修に、係長級女性職員
を2名派遣した。
○市町村職員中央研修所が開催する
「ブラッシュアップ女性リーダー」研
修に、係長級女性職員を1名派遣し
た。

●男女平等推進に配慮した点
自治大学校の「第1部・第2部特別課
程」は、男女とも受講可能だが、本市
では女性職員の育成を促すため、特に
女性職員に的を絞って派遣を行った。

派遣研修等の周知を行い、研修の受講
を促した。

●男女平等推進に配慮した点

2

上下水道局

総務局人材
育成課2

引き続き、各種制度利用のた
めのアドバイスや、子育て
中、子育て後の働き方につい
ての相談体制を維持する。

引き続き派遣研修について周
知し、研修を受講できる環境
を整えていく。

Ｂ

今後とも、取組を実施してい
く。

病院局庶務
課

引き続き、仕事と子育て両立
のために、所属長や担当職員
による、各種制度利用のため
のアドバイスや、子育て中、
子育て後の働き方について相
談を行なっていく。

2

2 消防局人事
課

Ａ

Ｂ

2

Ｂ

管理職になるための前段階と
して、学習機会の提供や研修
を実施します。

104

Ａ

プログラムの利用について
は、人数に限りがあります
が、今後も引続き同様の取り
組みを行っていく。

教育委員会
庶務課

育児休業中の職員のキャリア
サポートを目的に、メンター
（指導員）制度的手法を用い、
仕事と子育ての両立のため
の相談体制等の整備を推進
します。

●男女平等推進に配慮した点
性別の区別なく、学習機会の提供を
行った。

必要性は認識しているが実施には至っ
ていない。

局主催の勉強会へ、職員の積極的な参
加を促した。

他局等で実施している研修等の周知を
行い研修の参加を呼びかけた。

局内研修において、内容等を精査した
上で、階級別研修等を実施し、職員へ
の学習機会の提供を図った。

105 保育士に占める男性比率は、平成24年
4月1日現在約2.8％となっている。

男性保育士職員の勤務環境の向上に努
めている。

看護師に占める男性比率については、
平成24年4月1日現在約5.9％。職員募
集ホームページ等を工夫し、男性が受
験しやすいよう努めた。 Ａ

今後も、男性が働きやすい環
境整備や受験率向上のための
広報の工夫を行い、男性比率
の向上を図る。 2 病院局庶務

課

Ｂ

総務局人事
課Ｃ

2

2

上下水道局
庶務課

2 交通局庶務
課

研修については、人数に限り
がありますが、今後も取組み
を実施していく。

今後も、局主催の勉強会を実
施し、職員の参加を促す。Ａ

Ｂ

市民・こども
局保育課

Ｂ

今後とも取り組みを実施して
いく。 2

2

消防局人事
課

病院局庶務
課

今後の状況に応じ、外部研修
を利用するなどして学習機会
を設けることが必要であると
考える。

2

Ｅ

今後も男性比率向上をめざし
た取り組みを随時検討してい
く。

男性が働きやすい環境整備
や受験率向上のための広報
の工夫を行い、保育・看護職
に占める男性比率の向上を
図ります。2013(平成25）年度
までに保育職3％、看護職5％
となるようめざします。

施策45 市役所における保育・看護の分野への男性の参加促進

Ｂ 2

引き続き、内容等を精査しな
がら階層別研修等を実施し、
職員への学習機会の提供を
図った。

教育委員会
庶務課
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105 平成24年度保育士採用試験実施におけ
る男性の人数は以下のとおり。
　受験者：29人（25％）
　合格者： 1人（50％）

今後も、広報の工夫等を行
い、男性受験率の向上に努め
る。

●男女平等推進に配慮した点
幅広く学校等へ受験案内等を配付し周
知を図った。

男女共同参画センターにおいて、外部
機関・団体と協力して、理工系職域へ
のキャリア支援講座（リケジョスクー
ル）を実施した。講座は理科実験教室
と親子対象の理系分野で活躍する方と
の意見交換会をセットとして開催し
た。

男女平等推進行動計画の理解と周知を
図り、男女平等推進の視点を引き続き
導入する。

107 昨年度に引き続き、川崎市防災対策検
討委員会において、女性委員を委嘱し
た。
地域防災計画（震災対策編）に「男女
共同参画の視点への配慮」の追記を
行った。

●男女平等推進に配慮した点
所管の審議会等について、女性委員を
委嘱するよう努めた。

総務局危機
管理室Ｃ

川崎市防災会議・川崎市国民
保護協議会等への女性委員の
参加促進が望まれることか
ら、関係団体からの推薦に際
し、女性委員を推薦していた
だけるよう引き続き、努めて
いく。
また、各区版地域防災計画へ
の「男女共同参画の視点への
配慮」の記載を踏まえ、各区
においてもこの取組を拡大し
ていくよう努めていく。
地域防災計画（震災対策編）

1

2

市内の学校と連携しながら、
理工系職域への女子生徒の進
路支援や教員や保護者への情
報提供を、キャリア支援冊子
などを通して行う。 2

経済労働局
企画課

Ｃ 人事委員会
任用課

新たな分野における男女共同参画の推進

2

市民・こども
局人権・男女
共同参画室

Ｂ
男女平等推進行動計画の理解
と周知を図り、男女平等推進
の視点を引き続き導入する。

施策46

106 科学技術分野への男女共同
参画を推進するために、教育
機関等で理工系への理解を
深める取組を行います。 Ａ

男性が働きやすい環境整備
や受験率向上のための広報
の工夫を行い、保育・看護職
に占める男性比率の向上を
図ります。2013(平成25）年度
までに保育職3％、看護職5％
となるようめざします。

男女共同参画の視点を取り
入れた防災体制を充実しま
す。

川崎区災害対策本部設置訓練（災害時
初動訓練）の実施。

●男女平等推進に配慮した点
男女にかかわらない訓練への参加。

〇川崎消防署と連携し、中学生を対象
とした災害図上訓練を実施した。
川崎中学校、田島中学校、京町中学
校、渡田中学校（計4回）
・参加人数：約350名
〇防災講演会を実施した。
川崎区役所、大師支所、田島支所（計
3回）
・参加人数：300名
〇避難所運営会議の実施
・開催回数：35回
・参加人数：約500名

●男女平等推進に配慮した点
男女に関わらず防災活動への積極的な
参加を呼びかけることで、訓練や講演
会等の防災活動に多くの女性の方にも
御参加いただき、女性からの視点も意
識してもらえるよう促した。

川崎区役所
地域振興課

Ｂ 川崎区役所
総務課1

地域防災計画（震災対策編）
に地域防災活動及び避難所の
管理運営において、男女の
ニーズの違いなど男女双方の
視点の配慮について追記を
行った。

男女共同参画の視点から、区
の防災についての職員動員計
画、マニュアル等の充実を図
る。

1Ａ

あらゆる防災活動において、
男女双方の視点を持って考え
ることが必要であるため、継
続して男女に関わらず防災活
動等に参加してもらえるよう
に取り組むことが必要であ
る。
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107 避難所運営会議などを通じて、地域の
方々と様々な視点から防災対策の改善
について協議した。

避難所設置訓練や地区防災訓練への女
性の参加を促進することで、防災に対
する共通認識や、男女平等に関する情
報共有が進み、具体的な情報が集まっ
た。

●男女平等推進に配慮した点
各自主防災組織や避難所運営会議にお
いて具体的な検討が始まった。

避難所設置訓練や地区防災訓練への女
性の参加を促進することで、防災に対
する共通認識や、男女平等に関する情
報共有が進み、具体的な情報が集まっ
た。

●男女平等推進に配慮した点
各自主防災組織や避難所運営会議にお
いて具体的な検討が始まった。

特別にコーナーを設ける等は行ってい
ないが、チラシ等で女性の参画推進の
ための情報提供を行った。

個別に女性の参加を呼びかけた事業は
ないが、防災関係の研修や訓練には、
女性も積極的・自主的に参加してい
た。また、少数ではあるが、女性の
リーダーも増えてきており、防災への

Ｂ

Ｂ

Ｂ

高津区役所
危機管理担

当

2

1

宮前区役所

中原区役所
総務課

2

2

引き続き自主防災組織連絡協
議会の事務局として、地域の
自主防災組織における男女平
等の実態把握に努め、訓練や
マニュアル作成に反映させて
いく。

引き続き、情報提供を行って
いくともに、視点に配慮した
環境整備を行っていく必要が
ある。

各避難所運営会議、町内会・
自治会の防災訓練等の場にお
いて女性の積極的な参加を促
し、防災体制を構築する際の
女性の視点の重要さを周知し

引き続き自主防災組織連絡協
議会の事務局として、地域の
自主防災組織における男女平
等の実態把握に努め、訓練や
マニュアル作成に反映させて
いく。

Ｂ

危機管理担当が中心となっ
て、地域住民の視点を取り入
れた防災対策の充実を図って
いく。

Ｂ

高津区役所
総務課

宮前区役所
総務課

1

男女共同参画の視点を取り
入れた防災体制を充実しま
す。

増
関心は高まっている。

消防計画作成の際には男女比率に配慮
した。

多摩区内の自主防災組織及び避難所運
営会議に組織編成票の提出を依頼し
た。

●男女平等推進に配慮した点
メンバー選出及び改選の機会において
女性比率の向上に配慮するよう依頼し
た。

職員の防災体制について、職務に応じ
て役割を当てている。

自主防災組織における役員男女比につ
いて調査を行い、現状の把握に努め
た。 Ｂ

引続き継続して調査を行い、
バランスの取れた男女比率と
なるように働きかけていく。 2 麻生区役所

地域振興課

多摩区役所
総務課Ｂ

男女共同参画の視点から、防
災対策が進められるよう周知
していく。引続き消防計画等
作成の際には男女比率を考慮
する。

多摩区役所
地域振興課

多摩区内自主防災組織及び避
難所運営会議に住民組織票の
提出の依頼を継続して行って
いく。

Ｂ

Ｂ

2

2

2

2 宮前区役所
地域振興課

Ｂ
引続き、職員の防災・動員体
制について、職務に沿った役
割分担は継続していく。

ていく。
地域防災計画の第２期改定に
あたっては、男女共同参画の
視点を可能なかぎり取り入れ
ます。

麻生区役所
総務課
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特別な取り組みはしておりません。

法定受託事務として国の基準による調
査を実施し、その結果、男女別に集計
された項目については、そのまま公表
した。

●男女平等推進に配慮した点
調査結果を市ホームページや刊行物等
で広く一般に公表した。

該当なし

統計実施があった場合は、必要に応じ
て男女比率を把握するよう取り組む体
制である。

統計実施があった場合は、必要に応じ
て男女比率を把握するよう取り組む体
制である。

局内の統計で男女比率を把握している
ものが存在しているか確認していな
い。

Ａ

法定受託事務として国の基準
による調査を実施し、その結
果、男女別に集計された項目
については、そのまま公表す
る。 2

Ｂ

該当する統計は少ないが、実
施があった場合は男女比率把
握の視点を欠かさないように
する。 2

施策47 男女平等推進の視点からの統計の実施及び公表

総務局庶務
課

1

108

市民・こども
局庶務課

2

Ｅ

局内の統計で男女比率を把握
しているものがあるか確認す
る。（男女平等の視点から把
握が必要かについても精査し
ていく。）

環境局庶務
課

経済労働局
庶務課

Ｃ 財政局庶務
課

総合企画局
広域企画課

市の統計については、必要に
応じて男女比率を把握しま
す。

（※統計とは、各所管部署で
実施している各種調査や年
報等を含みます。）

Ｂ
引続き、必要に応じて男女比
率を把握する。

引き続き局内の統計について
は、必要に応じて男女比率を
把握するよう要請していきた
い。

2Ｃ

男女平等推進の視点に立ち、
必要に応じて統計調査等の実
施に配慮していくよう周知を
図っていく。

2

　【基本施策13】　　行動計画の点検・評価システムの充実

毎年度発行の「川崎市健康福祉年報」
を編纂するなかで、関係の統計情報に
つき必要に応じて男女比率を把握して
いる。

●男女平等推進に配慮した点
事務執行にあたって男女平等に配慮を
行った。

該当なし

港湾局の統計は、船舶数や貨物量調査
等港に関する調査であるため、男女平
等推進の視点に配慮した統計はない。

区で独自の統計は行っていない。

区独自で作成した資料については、必
要に応じて男女数を把握し、男女比率
ではなく人数として掲載しました。

区独自の統計は行なわなかった。

区として独自の統計は実施していな
い。 Ｅ

今後、必要に応じ実施してい
きたい。 2 宮前区役所

総務課

高津区役所
総務課Ｅ 2

川崎区役所
総務課

港湾局庶務
課

当局で統計を見直すことは難
しいと考える。

幸区役所総
務課

2

今後独自に統計作成を行う際
は、必要に応じ男女比率の把
握に努める必要がある。

Ｂ

今後、区独自の統計作成の際
は、男女比率の把握に努め
る。

区において、今後とも作成す
る際には、必要に応じて把握
していきたいと考えます。

Ｅ

2

Ｅ

今後統計資料を作成する場合
は、男女平等推進の視点に配
慮していきたい。 2

健康福祉局
庶務課

建設緑政局
庶務課

2

国の基準に沿った公表等実施
していく。

Ａ
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区独自の統計は行っていない。

国・県・市で公表している統計資料を
基準に、区独自の資料を作成した。

局独自の統計は行っていない。

市民に公表すべき統計事業で、男女比
率が把握できる資料の公表が必要とさ
れるものはない。

昨年度と同様、消防年報をはじめとす
る各種統計資料については、男女平等
推進、ジェンダーの視点から客観的に
精査して作成しており、今後は必要に
応じて男女比率を把握する。【庶務
課】

●男女平等推進に配慮した点
客観的な視点に立ち精査することを心
掛けた。

必要に応じて、男女別の統計資料の作
成を行った。

男女平等やジェンダーの視点に配慮し
た上で、統計資料等の作成を行った。

2

2 教育委員会

病院局庶務
課

交通局庶務
課

Ｂ 2

Ｂ

今後も、統計内容に変更等が
生じた際には、男女平等推
進 ジェンダーの視点に配慮

市民オンブ
ズマン事務
局人権オン
ブズパーソン

担当

2Ｂ

Ｂ

引続き、人権に配慮しなが
ら、必要に応じて性別の把握
に努める。

市民に公表すべき統計資料に
ついては、男女平等推進の視
点を踏まえ作成する。

消防局庶務
課

今後、統計内容に変更等の機
会が生じた際には、男女平等
推進、ジェンダーの視点に配
慮したものを継続して提供す
る。

麻生区役所
総務課

区独自の統計が必要となった
場合には、男女平等推進の視
点に配慮していきたい。

2

今後統計資料を作成する場合
は、男女平等推進の視点に配
慮していきたい。

Ｅ

多摩区役所
総務課2Ｅ

区独自の統計が必要となった
際は、男女平等推進の視点に
配慮していく。

市の統計については、必要に
応じて男女比率を把握しま
す。

（※統計とは、各所管部署で
実施している各種調査や年
報等を含みます。）

108

「各選挙の投票率及び投票者数」、
「選挙時及び定時の選挙人名簿登録者
数、在外選挙人名簿登録者数」等の項
目において男女の別を集計した。

統計資料の作成に際し、男女比率を把
握した。

●男女平等推進に配慮した点
必要な男女比率の把握を行った。

資料作成にあたっては、格差や差別的
な表現などがないよう注意した。

109 特別な取り組みはしておりません。

法定受託事務として国の基準による調
査を実施し、その結果、男女別に集計
された項目については、そのまま公表
した。

●男女平等推進に配慮した点
調査結果を市ホームページや刊行物等
で広く一般に公表した。

今後も、統計資料を作成する
際には、必要な男女比率の把
握に努める。

引き続き局内の統計について
は、男女別に集計を行った場
合は男女比率が把握できる資
料を公表するよう要請してい
きたい。

継続して「男女平等推進」へ
の理解・認識と浸透を図る。 議会局庶務

課

2

2

人事委員会
調査課

2Ａ

Ｂ

Ｂ

2

引き続き、選挙における男女
の別の人数等を把握する。

選挙管理委
員会選挙課

庶務課

2Ｃ

Ａ

法定受託事務として国の基準
による調査を実施し、その結
果、男女別に集計された項目
については、そのまま公表す
る。 2 総合企画局

統計情報課

総務局庶務
課

Ｂ 進、ジェンダ の視点に配慮
していく。

男女別に集計を行った統計
調査結果について、男女比率
が把握できる資料を公表しま
す。

（※統計とは、各所管部署で
実施している各種調査や年
報等を含みます。）
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109 男女別に集計を行った統計調査がある
場合は、必要に応じて男女比率が把握
できる資料を公表する準備を整えてい
る。

男女比率を把握できる資料の公表はし
ていない。

男女別に集計を行った調査等はない。

毎年度発行の「川崎市健康福祉年報」
について、市ホームページ上で公表し
ている。

●男女平等推進に配慮した点
事務執行にあたって男女平等に配慮を
行った。

該当する統計調査等は実施されていな
い。

●男女平等推進に配慮した点

該当なし

港湾局の統計は、船舶数や貨物量調査
等港に関する調査であるため、男女平
等推進の視点に配慮した統計はない。

区で独自の統計は行っていない。

港湾局庶務
課

今後新たに独自の統計公表を

必要に応じて男女比率が把握
できる資料を公表する。Ｄ

今後も統計調査結果について
男女比率の把握を欠かさない
ように取り組む。

Ｅ
今後実施する場合は、男女平
等の視点に立ち、男女比率が
把握できる資料を公表する。

当局で統計を見直すことは難
しいと考える。

Ｅ

健康福祉局
庶務課

2

2
該当する調査があれば、男女
比率の把握できる資料を公表
するよう指導していく。

Ａ

国の基準に沿った公表等実施
していく。

環境局庶務
課

今後とも男女平等推進の視点
に立ち、統計調査等の実施に
配慮していく。 まちづくり局

庶務課

経済労働局
庶務課

2

2Ｂ 市民・こども
局庶務課

建設緑政局
庶務課

Ｅ

Ｅ

2

2

2

男女別に集計を行った統計
調査結果について、男女比率
が把握できる資料を公表しま
す。

（※統計とは、各所管部署で
実施している各種調査や年
報等を含みます。）

区 独自 統計 行 。

区独自で作成した資料については、必
要に応じて比率ではなく総数で公表を
行いました。

区で独自の統計は行っていない。

区として独自の統計は実施していない
ため、市等の資料により情報提供して
いる。

区・県・市からの統計資料を閲覧に供
しているのみであり、区独自で集計等
を行う統計調査はない。

国・県・市で公表している統計資料を
基準に、区独自の資料を作成し、統計
データを通じて区の情報を提供した。

局独自の統計は行っていない。 今後男女別の統計資料を作成
する場合は、男女比率の視点
に配慮したい。

交通局庶務
課

宮前区役所
総務課

麻生区役所
総務課

3

2

高津区役所
総務課2

幸区役所総
務課

Ｅ

Ｂ

区独自で統計を行う際は、男
女比率が把握できる資料を公
表する。

今後新 独自 統計公表
行う際は、ジェンダーの視点
に配慮していく必要がある。

2

多摩区役所
総務課Ｅ

区独自で公表を行う際は、男
女平等推進の視点に配慮す
る。

Ｂ

閲覧者に提供する資料につい
ては、国や県、市の資料を提
供している。今後、市で統一
して提供できるものをジェン
ダーの視点を配慮したうえで
公表していく必要がある。

川崎区役所
総務課

区役所で今後とも、作成等す
る際には、ジェンダーの視点
に配慮したものを提供してい
きたいと考えます｡

Ｃ
今後、必要に応じ実施してい
きたい。

2
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109 市民に公表すべき統計事業で、男女比
率が把握できる資料の公表が必要とさ
れるものはない。

昨年度と同様、消防年報をはじめとす
る各種統計資料については、男女数が
わかるように作成し公表した。【庶務
課】

●男女平等推進に配慮した点
客観的な視点に立ち精査することを心
掛けた。

必要に応じて男女別比率を把握し、年
次報告書において公表した。

「各選挙の投票率及び投票者数」、
「選挙時及び定時の選挙人名簿登録者
数、在外選挙人名簿登録者数」等の項
目において男女の別をホームページ等
において公表した。

統計調査の結果について、男女比率が
把握できる資料を作成し、公表した。

●男女平等推進に配慮した点
男女比率が把握できる資料の作成を
行った。

ジエンダーの視点に配慮した統計の公
表に努めた。

2 選挙管理委
員会選挙課

Ｂ

2

議会局庶務
課

引き続きジェンダーの視点に
配慮した統計の公表に努め
る。

市民オンブ
ズマン事務
局人権オン
ブズパーソン

担当

引続き、人権に配慮しなが
ら、必要に応じて性別の把握
に努める。

Ｂ 2

Ａ

人事委員会
調査課Ｂ

病院局庶務
課

今後も、統計調査の結果につ
いて、男女比率が把握できる
資料を作成し、公表してい
く。

引き続き、選挙における男女
の別の人数等を公表する。

消防局庶務
課

今後、統計内容に変更等の機
会が生じた際には、男女平等
推進、ジェンダーの視点に配
慮したものを継続して提供す
る。

Ｅ
市民に公表すべき統計資料に
ついては、ジェンダーの視点
に配慮し作成する。 2

Ｂ 2

2

男女別に集計を行った統計
調査結果について、男女比率
が把握できる資料を公表しま
す。

（※統計とは、各所管部署で
実施している各種調査や年
報等を含みます。）

行動計画の進捗状況について、平成22
年度の状況を取りまとめた報告冊子を
作成し、庁内及び市内各施設に配布、
市ホームページでも公開した。また、
平成23年度の取組状況について調査を
行った。

●男女平等推進に配慮した点
ホームページで全文を公開し、なるべ
く多くの市民の目に触れるようにし
た。

男女平等推進施策の取組状況を年次報
告書としてまとめ、市内各施設に配架
及び市ホームページで公表を行った。

●男女平等推進に配慮した点
ホームページで全文を公開し、なるべ
く多くの市民の目に触れるようにし
た。

男女平等推進行動計画の数値目標の経
年変化をまとめて年次報告書に掲載
し、公表した。

113 ○協働事業として川崎の女性史や外国
籍の母子世帯の就労実態などの調査・
研究を行った。
○就労追跡調査・分析を行った。 Ａ

引き続き男女平等に関する課
題についての調査研究を行
う。 2

市民・こども
局人権・男女
共同参画室

112 行動計画の点検、評価のた
めの指標等を活用することに
より、市民や事業者へ男女平
等推進状況を公表します。

今後も毎年調査を行い、公表
していく。市民に分かりやす
く見やすい公表方法について
検討していく。

2Ａ

今後も毎年調査を行い、公表
していく。

2

施策50 男女平等の実現度合いについての調査の実施及び公表

今後も毎年進捗状況の調査を
行い、公表していく。

施策49  市民による評価に対する支援

Ａ
市民・こども
局人権・男女
共同参画室

111 男女平等推進の状況を公表
し、市民による評価の実施を
支援します。

施策48 行動計画に基づく施策の推進状況の点検及び公表

各所管課における行動計画
に基づく施策の推進状況を点
検し、年次報告書を作成、公
表します。

110

市民・こども
局人権・男女
共同参画室

2Ａ

市民・こども
局人権・男女
共同参画室

男女平等に関する現状や課
題及び阻害要因について調
査、分析し、公表します。
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局内所管課が策定する計画において、
男女平等の視点から問題がないよう配
慮している。

計画の策定実績なし。

各課所管の審査会・検討委員会等にお
いて1名以上の女性委員を登用し、男
女平等推進の視点を導入している

●男女平等推進に配慮した点
各課所管の審査会・検討委員会等にお
いて1名以上の女性委員を登用し、男
女平等推進の視点を導入している

男女平等推進行動計画についての周知
を図り、局内事業全般について、その
視点をベースに置いて進めてきた。

男女平等推進行動計画の周知ととも
に、局の事業計画等への男女平等推進
の視点の導入を図った。

生活環境事業所への女性現業職員の配
置を継続している。また、今まで女性
職員が配置されていなかった職場に女
性職員を配置した。

施策51

男女平等推進行動計画の理解
と周知を図り､局の事業計画
等へ男女平等推進の視点を引
き続き導入していく。

経済労働局
庶務課

現在女性職員が配置されてい
ない職場にも、希望する職員
がいれば配置されるよう検討
していくとともに、「男女平

今後、計画を策定する際は、
男女平等推進の視点に配慮す
る。 2

Ｂ 2 財政局庶務
課

2Ｃ

Ａ 1

総務局庶務
課

総合企画局
企画調整課

　【基本施策14】　　庁内推進体制の充実

市民・こども
局庶務課

引き続き局内事業に男女平等
の視点が考慮されているか確
認し、不適切な項目があれば
見直しを要請していきたい。

各計画への男女平等推進の視
点導入のため、各種審議会等
での女性委員の比率について
引続き配慮していくよう要請
する。

Ｅ

市のあらゆる計画への男女平等推進の視点の導入

市のあらゆる計画に男女平
等推進の視点を導入します。

局内事業計画について、男女
平等推進の視点をさらに細か
い点について導入していくよ
う、局全体を上げて取り組
む。

2Ｂ

114

性職員を配置 た。

●男女平等推進に配慮した点
前年度に引き続き、今まで女性職員が
配置されていなかった職場に女性職員
を配置した。（廃棄物政策担当等）

各計画を策定する際に、男女平等の視
点を常に意識するよう、様々な場面で
周知を図った。

●男女平等推進に配慮した点
男女平等施策の情報を積極的に提供
し、各種計画へ反映されるよう意識啓
発を行った。

すでに男女平等の視点が導入されてい
るため、維持に努めた。

該当なし

引き続き、会議に出席し、啓発資料の
各課への配布を行うことで男女平等推
進行動計画の周知を図った。

男女平等推進に配慮するよう意識啓発
を促した。

Ｂ
男女平等推進の視点を取り入
れるよう推進体制の整備につ
いて継続的に検討が必要であ
る。

2 川崎区役所
総務課

Ｅ

2

引き続き、男女平等推進の視
点に立ち、実施に配慮してい
く。

2

2

環境局庶務
課

く もに、 男女平
等施策の推進」について、職
員への継続的な意識啓発を
行っていく。

Ａ

Ａ

引き続き、男女平等の視点を
常に意識するよう様々な場面
で周知を図っていく。

Ａ

健康福祉局
庶務課

まちづくり局
庶務課

Ａ 1

引き続き、継続して周知を図
り、改善点があれば見直して
いく。

建設緑政局
庶務課

男女平等推進が必要な計画に
ついては、視点を導入してい
く。

2

港湾局庶務
課
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114 なし

現時点では、視点を導入できる事業計
画はないが、今後該当する計画ができ
た場合には男女平等推進を図ってい
く。

事業実施の際は、男女平等推進の視点
を意識するよう、区役所内に周知し
た。

該当する事業がなかったため、特別な
取り組みは行わなかったが、委員選任
等の際に男女比に配慮するよう各所属
へ必要に応じ、周知を図った。

計画策定の際、男女平等推進の視点を
意識するよう、配慮した。

計画策定の際に男女平等推進の視点に
配慮した。

●男女平等推進に配慮した点
計画策定に参加する女性委員の比率に
配慮している。

該当する事業はなかったため、特別な
取組はしていない。

麻生区役所
総務課2

現時点では該当する事業計画
はないが、今後、男女平等推
進の視点導入の可能性ができ
た場合には、前向きな検討を
行 ていく

Ｂ

2 上下水道局
庶務課

Ｃ

計画等事業の推進等におい
て、男女平等推進の視点を取
り入れるよう機会を捉え、各
所属へ周知を行う。

2

Ｅ

引続き男女平等推進の視点を
加味していく。

宮前区役所
総務課

Ｂ
今後も計画策定の際には、男
女平等推進について配慮する
よう周知に努めていく。 2 多摩区役所

総務課

Ｂ
引き続き男女平等推進に配慮
し、事業を実施していく。

計画策定の際には、男女共同
参画の視点を加味するよう配
慮します。

2

2

区役所設置の男女共同参画推
進員を中心に、男女平等推進
の視点を考慮しながら、施策
を推進するように庁内推進体
制の整備の検討の必要があ
る。

Ｃ 中原区役所
総務課

幸区役所総
務課

市のあらゆる計画に男女平
等推進の視点を導入します。

高津区役所
総務課

該当する事業計画の策定がなかった。

計画策定の際に男女平等推進の視点に
配慮した。

麻生消防署（仮称）栗木出張所の新築
事業において、女性専用スペースを明
確に区画し、設備の充実拡大を図っ
た。また麻生消防署柿生出張所の設計
において、女性専用スペースを明確に
区画し、設備の充実拡大を図った。

●男女平等推進に配慮した点
女性職員の要望を積極的に取り入れ、
女性職員専用スペースを明確にし女性
職員及び男性職員が当直しやすい環境
づくりに配慮した。

新たな計画等を策定する際は、男女共
同参画の視点を導入するよう努めた。

幹事会及び連絡会議に出席し、会議資
料の供覧等を行うことにより、職員の
意識の向上を図った。

現時点では、視点を導入できる事業計
画はないが、今後事業計画を策定する
場合には、男女平等推進の視点に配慮
する。

今後も、男女平等推進の視点
を配慮するよう業務を実施す
る。 2 人事委員会

調査課

Ｂ 4 選挙管理委
員会選挙課

2Ａ

引続き男女平等推進の視点を
加味していく。

事業計画等に男女平等の視点
が考慮されているか再確認
し、不適切な項目があれば見
直しを実施していく。また、
継続的に現場女性職員の要望
を聴取し、庁舎改築事業に取
り入れていく。

教育委員会
庶務課2

消防局庶務
課

Ｂ
引き続き、計画等の策定にあ
たっては、男女共同参画の視
点に立ってすすめていく。

行っていく。

Ｂ 病院局庶務
課

交通局庶務
課

計画策定に当たっては、男女
平等の視点を踏まえ策定す
る。

2
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幹事会、連絡会議の資料を回覧するな
どして啓発を図った。

115 引き続き設置しております。

広域企画課1名、企画調整課1名を設置
した。

局職員の男女共同参画意識が一層深ま
るよう、男女共同参画推進員により男
女平等施策に関する情報の提供・普及
を図った。

●男女平等推進に配慮した点
庶務課職員を推進員にし、周知を図っ
た。

引き続き、2名設置した。

前年度に引き続き、男女共同参画推進
員を2名設置した。

前年度に引き続き、男女共同参画推進
員2名を設置し、男女共同参画推進会
議に出席した。

Ｃ
参画員の役割をふまえ、引き
続き活用方法を検討していき
ます。 2

市民・こども
局庶務課

引き続き、男女平等参画推進
委員を中心に情報提供等によ
り局職員の意識啓発を図って
いく。

2

2 財政局庶務
課

Ｂ
今後も、男女平等参画推進員
を中心に、局全体の点検・評
価を実施していく。

Ｂ

経済労働局
庶務課2

引き続き男女共同参画推進員
を設置し、「男女平等施策の
推進」について、職員への意
識啓発を図っていく

Ｂ

総合企画局
企画調整課

2

Ａ
今後とも、推進員を中心に取
り組みを行い、普及啓発に努
めていく。

市のあらゆる計画に男女平
等推進の視点を導入します。

施策52 男女共同参画推進員の活動の充実

継続して「男女平等推進」へ
の理解・認識と浸透を図る。

総務局庶務
課

Ａ

今後とも､局内設置の男女共
同参画推進員を中心に男女平
等推進の視点に配慮した事務
事業の点検､評価を実施して
いく。

2

議会局庶務
課

全庁的に設置している男女共
同参画推進員の活動を促進
します。

114

●男女平等推進に配慮した点
男女共同参画推進員を2名設置した。

男女共同参画推進会議に出席した。

●男女平等推進に配慮した点
男女共同参画推進員に男女1名ずつ推
薦した。

局部所長会議等で男女平等参画に係る
資料を配布し周知した。

前年度に引き続き、男女共同参画推進
員2名を設置し、会議に出席した。

●男女平等推進に配慮した点
推進員を男女1名ずつ設置した。

男女共同参画推進員2名を設置し、男
女共同参画推進会議に出席した。 Ａ

引き続き局内での普及啓発に
努めていく。 2 港湾局庶務

課

今後とも、推進員を設置し、
取組について局内に周知させ
る。 建設緑政局

庶務課Ａ

男女共同参画推進会議で得た
情報を局職員へ周知してい
く。

2

Ｂ

識啓発を図っていく。

2

まちづくり局
庶務課

健康福祉局
庶務課

Ｂ
引き続き、男女平等推進の視
点に立ち、実施に配慮してい
く。

2

Ａ 環境局庶務
課

2
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男女平等推進に配慮するよう意識啓発
を促した。

男女平等に関する情報提供をして意識
啓発を行う等の活動をしました。

男女共同参画推進員2名を設置し、男
女共同参画推進会議に出席した。

男女共同参画推進員2名を設置し、庁
内の会議に出席した。また、推進員の
活動として、男女共同参画への意識啓
発に努めた。

●男女平等推進に配慮した点
推進員を男女1名づつ選任し、男女平
等に配慮した。

男女共同参画推進員2名を設置した。

●男女平等推進に配慮した点
男女比率が同じになるよう配慮した。

男女共同参画推進員2名を設置した。

2

115

高津区役所
総務課

Ｃ

区役所設置の男女共同参画推
進員を中心に、男女平等推進
の視点を考慮しながら、施策
を推進するように庁内推進体
制の整備の検討が必要があ
る。

今後も男女共同参画推進員を
設置し、推進について意識啓
発に努める。

2

2

多摩区役所

Ｂ

推進員を男女1名づつ選任
し、推進について意識啓発に
努める。

中原区役所
総務課

今後も男女共同参画推進員を
設置し 活動を区内へ周知す

2

Ｂ

Ａ

男女平等推進の視点を取り入
れるよう推進体制の整備につ
いて継続的に検討が必要であ
る。

2

宮前区役所
総務課

Ｂ

引き続き男女共同参画推進員
が中心となり、男女平等推進
の視点を考慮しながら周知徹
底を継続し、男女平等施策の
推進が図れるよう、活動して
いくことが必要だと考えま
す。

2 幸区役所総
務課

川崎区役所
総務課Ｂ

全庁的に設置している男女共
同参画推進員の活動を促進
します。

○男女共同参画推進員2名を設置し、
会議内容の報告や資料回覧などをとお
し、男女平等の啓発に努めた。

○昨年度に引き続き、2名を設置し
た。

●男女平等推進に配慮した点
男女各1名の推進員を設置し、男女平
等推進行動計画の普及啓発に努め、推
進状況のチェックを行った。

本年も男女共同参画推進員2名を設置
した。

前年度に引き続き、2名を設置した。

平成17年度から継続して男女共同参画
推進員を設置し、男女共同参画推進会
議に参加し、局内において各種会議を
利用し情報の提供等を図った。【庶務
課】【救急課】

●男女平等推進に配慮した点
男女1名ずつの選任を実施している。

2Ａ

上下水道局
庶務課

今後とも男女共同参画推進員
を男女各1名設置するととも
に、男女平等推進活動を継続
実施していく。

2

交通局庶務
課

2 消防局庶務
課

病院局庶務
課Ａ

今後とも、推進員を中心に取
り組みを行い、普及啓発に努
めていく。

今後とも、男女共同参画推進
員を設置し、男女平等施策を
推進していく必要がある。

2

Ａ

今後とも男女共同参画推進員
を中心に、男女平等推進の視
点に配慮した各種事務事業の
点検、評価を継続的に実施し
ていく。

麻生区役所
総務課

多摩区役所
総務課

Ａ

今後も男女共同参画推進員を
設置していく。

設置し、活動を区内へ周知す
る。 2

2Ｂ

Ａ

95



達成
度

平成24年度実績 平成25年度計画、事業の課題
今後の
方向性

所管課事業内容

市民オンブズマン事務局全職員8名に
対して、男女各1名の推進員を設置し
活動している。（推進員比率25％）

引き続き男女共同参画推進員2名を設
置。また、連絡会議に出席し、会議資
料等を回覧し、情報の共有化を図ると
ともに、職員の意識の向上を図った。

男女共同参画推進員を2名配置し、局
内における男女平等推進に関する意識
啓発を促進した。

幹事会及び連絡会議に出席し、会議資
料の供覧等を行うことにより、職員の
意識の向上を図った。

男女共同参画推進員を2名設置し、会
議資料の回覧等により、情報の共有化
を図った。

引き続き男女共同参画推進員を男女1
名ずつ設置し、会議資料の回覧等によ
り、情報の共有化及び意識啓発を図っ
た。

男女共同参画推進委員を中心に取り組
みを推進した。

2

2Ｂ

Ｂ
男女共同参画推進員が中心と
なり、「男女平等推進」の理
解と意識 浸透を図る

Ａ

今後も、男女共同参画推進員
を設置し、男女平等推進計画
に係る情報の共有化及び意識
啓発を推進する。

Ｂ 2

Ｂ

今後も、幹事会や連絡会議の
出席と会議資料の供覧や、職
場における自主考査等の機会
を活用して、職員の意識啓発
を継続的に行っていく。

2

議会局庶務

2

2 人事委員会
調査課

Ａ 監査事務局
行政監査課

選挙管理委
員会選挙課

引続き実施。
市民オンブ
ズマン事務

局

今後も、幹事会及び連絡会議
への出席や会議資料の回覧等
をとおして、男女平等推進の
意識啓発を進めていく。

教育委員会
庶務課

引き続き、推進員を中心に全
市的な取り組みに協力してい
くとともに、局内における男
女平等推進に関する意識啓発
を行う。

2

会計室審査
課Ａ

今後も男女共同参画推進員2
名を設置し、職員への連絡会
議等の内容周知と情報の共有
化を図る。

全庁的に設置している男女共
同参画推進員の活動を促進
します。

115

○男女共同参画センターにおいて定期
的に広報誌「すくらむ21通信」を製作
し、市内および全国の男女共同参画施
設等に配布した。（年3回）
○男女共同参画センターのホームペー
ジをリニューアルした。情報の鮮度を
上げ、見やすく、検索しやすいホーム
ページ作りに努め、男女平等に関する
情報の掲載・更新を随時行なった。

●男女平等推進に配慮した点

118 国や県との連絡会議等において、意見
等を提出した。

Ｂ

今後も必要に応じて国や県に
対して要望、意見等を提出し
ていく。 2

市民・こども
局人権・男女
共同参画室

2

2

Ｂ 解と意識の浸透を図る。

国や県に対する提言や要望の実施施策55

施策54

施策53 男女平等に関する条例、行動計画、施策の普及・啓発

市民・こども
局人権・男女
共同参画室

男女平等の視点からの不必要な性別表記の削除

Ｂ

なるべく多くの市民に関心を
もってもらうために、これか
らも効果的な情報提供の手法
について検討する必要があ
る。
当館に関する情報をより的確
に早くアクセスできるよう
に、男女共同参画に関連する
情報を提供していく。

議会局庶務
課

市における申請書類等から
不必要な性別表記の削除を
推進します。

117

男女平等を阻害し、市の権限
を越える事項に関して、国や
県への提言や要望を行いま
す。

116 男女平等に係る効果的な情
報提供を行います。

※申請書類等における不必要な性別表記については、全庁的に見直しを終えています。
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１ 趣旨  

    「第２期男女平等推進行動計画～かわさき☆かがやきプラン～」の目標に関連した

市の取組の中で、喫緊の課題をテーマとして取り上げ、川崎市男女平等推進審議会に

おいてヒアリング評価を行い、さらなる効果的な推進を図る。 

 

  ２ 平成２５年度の対象テーマ 

（１）「ＤＶ被害者支援対策について」 

（２）「学校教育及び生涯学習における男女平等推進学習と進路指導における男女平等 

推進について」 

 

  ～テーマに関する計画の目標～ 

（１）施策６「ドメスティック・バイオレンス等による被害者及び同伴の子どもへの 

支援」 

（２）施策２８「学校などにおける男女平等教育の充実」 

   施策２９「市民の男女平等に関する学習・研修への支援」 

 

３ 実施概要 

（１）実施主体  第６期川崎市男女平等推進審議会 

（２）実施日及び内容 

平成２５年８月２３日（金） 

・テーマとヒアリング対象等の確認  

・ヒアリング評価対象事業の選定 

平成２５年１０月２日（水） 

・ヒアリング調査の実施 

・計画の目標に対する施策の実施状況について意見交換 

平成２５年１０月２５日（金） 

・ヒアリング結果の取りまとめ 

・評価の検討 

 

４ 結果の取扱い 

    行動計画の今後の取組に適切に反映し、効果的・効率的な推進を図る。市民に対する

説明責任を果たすため、評価結果を公表し、評価の公正さと透明性を確保する。 
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５ ヒアリング結果による評価と提言 

 ヒアリングの調査結果、個別事業ごとの取組実績と今後の課題（P.21～P.96）を基に審

議会で意見交換を行い、①テーマにかかる評価と提言並びに②各事業別評価を次のとお

りまとめた。 

 

（１） テーマ 「ＤＶ被害者支援対策について」 

① 「ドメスティック・バイオレンス等による被害者及び同伴の子どもへの支援」にかかる評価と

提言 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ドメスティック・バイオレンス（ＤＶ）は犯罪をも含む重大な人権侵害であり、社会

全体で取り組まなければならない課題である。川崎市においても、平成２２年３月に「川

崎市ＤＶ被害者支援基本計画」を策定し、人権尊重の諸施策と連携しながらＤＶのない

社会の実現をめざして施策を推進しているところである。多くの場合、ＤＶ被害者は女

性であり、男女共同参画の視点から、充実した支援体制の強化が望まれる。 

 ＤＶ相談は区役所において相談員を中心に応じており、相談員の不在時等には、職員

が相談に応じるなど組織として相談事案に対応している。また、こども本部においては、

相談員の人材育成や、関係職員に対する危機管理を目的とした研修を実施している。こ

のような所管課の取組には一定の評価ができる。 

 今年度から区役所において社会福祉職など専門職の配置を行うことで、児童虐待に対

応する取組として組織強化が行われた。このため、同伴児のいる相談事案については、

初期相談の段階で相談員と専門職により組織で対応することとなった。 

ただ、実際の支援の場において相談者を支援する相談員の視点と、同伴児を支援する

職員の視点とが異なる場合もあり、組織として対応する際にその調整をどう図っていく

のかが今後の大きな課題といえる。更に、外国人女性等の相談事案に見られるような相

談事案の多様化、複雑化に対応するために、これまで以上に組織の機能強化を図ってほ

しい。 

相談員が行う様々な支援には多くの時間、労力、調整力を要し、相談員の立場で業務

改善等について意見を持っている。相談員の意見を定期的に聴取し、その中から可能な

ことを見極めたうえで業務改善等に繋げていくことが望まれる。 

 相談者や相談員の安全確保に配慮し、相談業務及び支援が円滑に行えるよう、児童相

談所や医療機関など関係機関との連携を更に進めるための具体的な取組の推進が必要で

ある。 
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② ヒアリング対象事業 

      「ドメスティック・バイオレンス等による被害者及び同伴の子どもへの支援」について 

（P.28～P.30 参照） 

      （市民・こども局こども本部/区役所所管課） 

事業概要  ドメスティック・バイオレンス等による被害者及び同伴の子

どもに対して、適切な相談・救済や情報提供を行う。 

事業への取組・実績 各区役所・支所の所管課に相談員を配置し、関係機関と連 

携しながら、相談者の支援を行っている。 

課題 ・医療機関等との協力体制の整備 

・相談員の人材育成及び専門性の確保 

・外国人女性が相談者の場合の通訳者の養成及び確保 

・二次被害を起こさない情報管理、危機管理の徹底 

意見 ・市のＤＶ被害者支援基本計画については、具体化された指針

等の策定が急務である。 

・相談者の支援に関わる関連所管課、機関との連携が不十分で

あるので、連携強化のための施策が必須である。 

・相談員の人材育成に引き続き取組むとともに、外国人女性に

対応する通訳者の人材育成も必要である。 

・相談員から定期的に意見を聴取し、業務改善に繋げてほしい。
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（２） テーマ 「学校教育及び生涯学習における男女平等推進学習と進路指導における男女平等

推進について」 

    （施策２８ 「学校などにおける男女平等教育の充実」） 

① 「学校などにおける男女平等教育の充実」にかかる評価と提言 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② ヒアリング対象事業 

      「学校などにおける男女平等教育の充実」について（P.57 参照） 

      （教育委員会総務部人権・共生教育担当）  

事業概要 小・中・高の児童生徒及び保護者向け教材・カリキュラムを活用

した学習を実施し、男女平等に対する意識を高める。 

また、性別によらない進路指導の更なる充実を図る。 

事業への取組・実績 児童生徒向け男女平等推進学習に活用できる資料を学校に配布

したり紹介したりすることで、教員が授業で活用し、指導を行って

いる。保護者向けにはＰＴＡが実施している研修の中に、男女平等

に関する研修がある。 

小中学校においてはキャリア教育を実施している。また高校にお

いては進路のサポートだけではなく、カリキュラムの選択において

も性別によらない個性に応じた学習を選択できる仕組みを整えて

いる。 

これからの時代を担う子ども・若者世代に対して、男女共同参画の理解を進めていく

ことは、今後の社会全体における男女共同参画を進める上で重要な課題である。 

川崎市では小学生や中学生向け男女平等推進に関する教材や子どもの権利学習を活用

した児童生徒への指導を行っている。子どもの権利学習に関連付けた学習は川崎市の特

徴と言えるが、どれだけ児童生徒に理解が進んでいるかを把握し、学校から保護者に向

けた情報の発信も必要であると考える。また、教職員に対する男女平等推進に対する研

修についても、決して十分とは言えない状況である。 

 高等教育における進路に関しては、生徒が主体的に進路選択をできるカリキュラムが

整備されているが、まだ理数系に進学する女子生徒は少ない実態がある。まずは、現在

ある分野別の進学状況の偏り（例えば、工学、建築分野は男性、介護、保育等福祉分野

は女性などといった固定的な意識）を教育委員会が把握し、さらに、その偏りを縮める

取組を行う必要がある。 
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課題 ・教職員向け男女平等推進学習に関する研修については、人権全般

に関する研修の一部として実施されているので、十分な時間が確

保されているとは言えない。 

・女子高校生の理系進学については、学部別の進路調査を実施して

いないために、状況が把握できない。 

意見 ・男女平等推進学習で児童生徒が学習したことを学校が保護者に対

して情報を発信していくことで、保護者にも男女共同参画の意識

がより浸透していくものと考える。 

・児童生徒が学習したことで、男女平等に関する意識がどの程度進

んだのかといった効果や反応を、教育委員会が把握するよう努め

てしてほしい。 

・男女平等に関する教職員に対する研修が十分とは言えない。 

・現在把握している学科別進路状況を踏まえ、進路における偏りを

是正すべく、教育委員会が教職員に対して積極的な働きかけを促

すなどの取組を進めてほしい。 

・男性は理系、女性は文系という固定観念にとらわれず、より積極

的に女子生徒に対する理数系分野等への進学を支援するなど、男

子生徒と女子生徒の進路における偏りを縮めるための取組が必

要である。 
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（３） テーマ 「学校教育及び生涯学習における男女平等推進学習と進路指導における男女平等 

推進について」 

（施策２９ 「市民の男女平等に関する学習・研修への支援」） 

① 「市民の男女平等に関する学習・研修への支援」にかかる評価と提言 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①  ヒアリング対象事業 

    「学校などにおける男女平等教育の充実」（Ｐ○○参照） 

 

 

 

 

 

さまざまな場面であらゆる人々に対して、男女平等に関する学習機会を提供し、その

学習を支援する取組として、各市民館や教育文化会館が男女平等推進学習等を実施して

いる。 

実際に行われている男女平等推進学習は、単発ではなく連続講座として受講者同士が

学びあったり、意見を表明したりする話し合い学習の形式も取り入れており、講座の進

行形態に対して、受講者から話し合い学習の良さを実感することができたなどといった

声が寄せられている。 

しかし、参加者は 30 代の主婦層が多く、今後は幅広い年代や男性の参加を増やしてい

くよう、講座の企画・広報・運営には工夫が必要である。また、市民館の担当職員には

講座の企画・運営に相当の力量が求められるため、その人材育成が課題となっている。

講座の内容が子育てなどに偏っているように思われるので、社会状況の変化に応じた幅

広いテーマを男女共同参画の視点から取り上げてほしい。川崎市男女共同参画センター

（すくらむ２１）では、男女平等に関する多彩な講座を企画・実施しており、そのノウ

ハウを市民館担当職員に研修する機会を設けるなど、より一層の連携を進めることを期

待したい。 

男女平等学習に関して、市民館と男女共同参画センターの位置づけをどう整理してい

くかの検討に加えて、市民にとってより身近な生涯学習の場である市民館で実施する男

女平等推進学習の参加者を増やし、男女共同参画の視点を浸透させていく必要がある。
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② ヒアリング対象事業 

      「市民の男女平等に関する学習・研修への支援」について（P.57～P.61 参照） 

      （教育委員会生涯学習部生涯学習推進課）  

事業概要 市民・市民グループが男女平等推進の視点を持つことのできるよ

うな学習機会の提供や人材育成及び情報提供を行う。 

事業への取組・実

績 

教育文化会館、各市民館において、連続講座による男女平等推進

学習を職員が中心となって企画運営を行い、市民がより主体的に学

ぶ学習機会を提供した。 

課題 ・時代の変化に沿った男女平等に関わる学習課題の把握 

・より多くの参加を促すための広報や開催方法の工夫 

・講座を企画、運営する職員の人材育成 

・男女共同参画センター、学校、ＰＴＡなど関係機関との更なる連

 携 

意見 ・男女平等推進学習、家庭・地域教育学級ともに、より多くの参加

及び男性の参加を促進するための工夫が必要ではないか。 

・市民に関心のあるテーマにとどまらず、あらゆる分野で男女共同

参画の視点から、社会状況の変化に応じたより幅広いテーマ設定

による講座の開催を実施してほしい。 

・初めて男女平等推進学習を担当することになった市民館の職員に

対して、男女共同参画センターが講座の企画に関するアドバイス

を行うなど、市民館と男女共同参画センターとの更なる連携が進

むことを期待する。 
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６ ヒアリング結果概要 

 

テーマ「ＤＶ被害者支援対策について」 

柱Ⅰ 「女性の人権」の確立  

施策６ ドメスティック・バイオレンス等による被害者及び同伴の子どもへの支援 

ヒアリング対象課 市民・こども局こども本部/区役所所管課 

※本ヒアリングは、平成 26 年度に計画期間が終了する「川崎市ＤＶ被害者支援基本計画」

策定に向けた検証を行う「ＤＶ被害者支援基本計画改定検討部会」での議論の基礎資料と

するために、現在のＤＶ被害者支援における現状と課題を把握することを目的にテーマを 

選定し、実施しました。 

また、相談者からの相談に応じ、支援を行っている各区・支所の相談員から今後の被害

者支援に活かすためのヒアリングを実施しました。 

 

○ 所管課への事前調査 

（１） 現在の川崎市ＤＶ被害者支援基本計画を一層活用しやすくするための改善点につい

て 

（回答） 

・計画を冊子として配布するには、工夫が必要と考えます。（こども本部） 

 ・支援におけるトラブルを防ぐために、区役所でのＤＶに関する啓発には注意が必要で

す。（区役所所管課） 

 ・また、区役所所管課のほか、その他の部署を対象とした計画を学ぶための研修の実施

により、区役所等関係部署間での情報の共有化を図ることができると考えます。（区役  

所所管課） 

 

（２） 相談員に関して 

ア 人材育成の現状と課題について 

（回答） 

・新規に相談員を採用する場合、幅広い人材を募るために公募しており、採用された相

談員を対象に保護事業に関する研修を実施しています。（こども本部） 

 ・相談員の専門性確保が課題です。（こども本部） 

 ・区役所・支所においては、実践を通しての事例検討による研修を実施しています。 

 （区役所所管課） 

 ・相談員同士の協働等により更なるスキルアップを図ることができる場面を作ることが

望ましいと考えます。（区役所所管課） 
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イ 研修や連携会議、事例検討会の実施状況について 

（回答） 

・相談者の総合的な支援を目的に庁内外の関係機関で構成される「川崎市ＤＶ被害者支 

援対策推進会議」や各種部会を毎年開催しています。また、毎月開催している相談員 

との会議で事例検討や研修等を実施しています。（こども本部） 

 
ウ 二次被害などを生じさせない取組について 

（回答） 

・関係課職員を対象とした研修を実施し、専門性の向上を図っています。（こども本部） 

 ・どのような場合が二次被害になるのか、相談員を中心に区役所所管課のみならず、他

の関係課が学習しておく必要があります。また、情報の流出（相談者のプライバシー

の確保）を防ぐことも必要です。（区役所所管課） 

 

エ 区役所所管課の相談員に対する協力体制及び相談員に対して配慮している点につい

て 

（回答） 

・平成２５年４月から区役所の組織変更により、社会福祉職等専門職が配置され、子ど

も同伴の相談者に対する支援を充実させました。また、支援の方向性を組織で決める

ことで、相談員に対するバックアップを行っています。（区役所所管課） 

 
（３） 「在宅ＤＶ被害者」に継続的な支援を行っている相談員の安全対策について 

（回答） 

・守秘義務の徹底、情報管理、関係職員に対する危機管理に関する研修を実施していま

す。（こども本部） 

 ・危機管理の観点から所属内での研修を実施し、支援事案には組織として対応していま

す。（区役所所管課） 

 
（４） 外国人のＤＶ被害者支援策と今後の支援について 

（回答） 

・国籍を問わず、日本語を話すことができない相談者については、通訳ボランティアを

依頼しています。（こども本部） 

・ＤＶの知識を持った通訳者の要請や確保が課題です。（こども本部） 

 ・特に川崎区は市内でも外国人市民が多く居住しており、外国人が被害に遭う事例も多

く報告されています。また、支援においては、日本との習慣の違いにより、避難や離

婚といった問題解決に至らない場合も多くあります。（区役所所管課） 
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（５） 相談者に同伴児がいる場合、児童相談所への通報と相談者及び同伴児のケアについ

て 

 （回答） 

・児童相談所と連携を行い、同伴児への支援やケアを行っています。（こども本部） 

 ・区役所で相談を受けた場合、児童相談所に通告するかどうかについては、組織で決定

し、対応しています。初期相談の段階で社会福祉職等が相談員と同席し、必要に応じ

て児童相談所の心理職によるケアなど適切な支援場所を案内しています。（区役所所管

課） 

 
（６） 医療機関や介護関係者（地域包括支援センター等）が被害を発見した場合の協力体

制について 

（回答） 

・協力体制については未整備であり、課題となっています。（こども本部） 

 ・区役所等に相談があった場合には、相談者の状況に鑑みながら、適切と思われる相談

機関につなげています。（区役所所管課） 

（補足） 

６５歳以上の高齢者に関する事案の場合、「高齢者虐待防止法」による支援の対象とな

ります。 

 

（７） 一時保護後の相談者支援体制について 

（回答） 

・相談者に対しては、様々な同行支援を行っています。（こども本部） 

 ・生活の基盤の確立を基本に個別に支援を行っています。（区役所所管課） 

   

（８） ＤＶ防止法改正に伴う、対象者の拡大への対応と取組について 

（回答） 

・所管課においては、従来からＤＶ防止法対象、対象外を問わず支援を行っています。（こ

ども本部、区役所所管課） 

 ・保護命令制度等については、対象者が拡大しますので、適切な支援の案内を行ってい

きたいと考えています。（こども本部） 

 ・配偶者等から受ける暴力は身体の他、性暴力・経済的暴力・言葉による暴力等、身体

的暴力限定ではなく、全てを暴力と考えて支援を行なっています。（区役所所管課） 
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○ 所管課との質疑応答による補足 

（１） 児童相談所との連携について課題となっていることはありますか。 

（回答） 

・一時保護期間中に、相談者の同伴児に対する心理職によるケアが児童相談所の多忙等

により実施できないこともあります。（こども本部） 

・児童相談所との情報交換は行っていますが、不十分な面もあります。（区役所所管課）

（２） 相談員から改善点等意見を聞く場がありますか。 

（回答） 

・システムとして確立されたものはありませんが、毎月の会議等で聞くようにしてい 

ます。（こども本部） 

  

○ 相談業務に係る問題点 

（１） 現在の川崎市ＤＶ被害者支援基本計画を一層活用しやすくするための改善点につい

て 

（回答） 

・計画に書かれている内容が抽象的ですので、支援の拠りどころになるような内容に踏

み込んでほしいと思います。 

  

（２） 区役所所管課職員との業務の協力体制について 

（回答） 

・相談事案については、組織的に対応することを心がけています。今年度から児童虐待

に対応するために区役所の組織体制の強化がありましたが、支援に対する視点や考え

方が児童虐待を専門とする職員とＤＶ事案の支援に関わる相談員では異なるため、試

行錯誤している状況です。 

 

（３） 相談業務の問題点について 

（回答） 

・相談者の同行支援に時間を要するため、超過勤務の発生など、勤務体制の面では課題

が多いです。 

 

（４） 一時保護後の具体的な支援について 

（回答） 

・個別の事案の状況に応じながら、相談を行っています。 
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○ 委員意見 

１  市のＤＶ被害者支援基本計画については、内容をより具体化する必要がある。 

２ 相談者の支援に関わる所管課、関係機関との連携が不十分であるので、連携強化

のための施策が必須である。 

３ 相談員の人材育成に引き続き取組むとともに、外国人相談者に対応する通訳者の

人材育成も必要である。 

 ４ 所管課の機能強化を図り、更なる相談業務の組織対応を図ってほしい。 
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テーマ 「学校教育及び生涯学習における男女平等推進学習と進路指導における男女平

等推進について」 

柱Ⅲ 学習機会と情報の提供  

施策２８ 学校などにおける男女平等教育の充実 

ヒアリング対象課 教育委員会総務部人権・共生教育担当 

※本ヒアリングについては、平成 21 年度に同テーマでヒアリングを実施しましたが、その

後の男女平等推進学習や、女子生徒の理系進学への支援など所管課の取組状況について確

認するために実施しました。 

 

○ 所管課への事前調査 

（１） 小・中・高の児童生徒に対して行っている男女平等推進学習について 

ア 使用教材及びその活用方法について 

（回答） 

男女平等を含めた児童生徒の人権感覚の育成のため、川崎市や神奈川県教育委員会が

作成した資料を配付し、研修や研究の機会を通して啓発に努めています。また、市販の

人権学習図書（男女平等学習も含む）を、今年３月に市立小・中高等学校に配付してお

ります。 

 

イ 工夫している点や特徴のある教育について 

（回答） 

「川崎市子どもの権利に関する条例」に基づいて、教育委員会では学習資料を配布し、

子どもの権利学習の推進を推奨しています。子どもの権利学習を通じて、男女平等、男

女共同参画についても学習する機会につながっていくものと考えています。 

 

ウ 学習の頻度（年間授業日数）について 

（回答） 

男女平等に関する指導事項に関しては、小・中・高等学校ともに道徳・特別活動・技

術・家庭科・保健体育科の学習指導要領において、発達段階に配慮して取り扱いを行う

ように記されています。各学校とも学習指導要領に従って適正に学習していますが、時

間数については、各学校の児童生徒の状況にあわせて、学校での裁量に任されています。 
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エ 学習後のアンケート調査の実施及びその結果について 

（回答） 

教育委員会では、市内の全学校に対して男女平等学習に関するアンケート調査は行っ

ていませんが、アで回答した各学校に配布している資料の取り扱いについて数校にヒア

リングを行ったところ、「性別にかかわりなく、個性や能力を発揮できるようにするこ

と」、「自分を大切に考えることや、他者への理解を深めること」、「社会の中で互い

が尊重し合い支え合って生きていくという実感が持てるようにすること」に効果が期待

できるといった回答がありました。 

 

オ 学習前後での児童生徒の態度や発言等の変化について 

（回答） 

エと同様のヒアリングにおいて、「誰に対しても、思いやりを持って接する大切さを

学び、学級の雰囲気がよくなった」、「“自分は自分でいい”といった自己肯定感を少

し高めることができた」という回答がありました。 

 

（２） 学校やＰＴＡが保護者を対象に実施している男女平等に関する研修会の実施状況に

ついて 

（回答） 

各学校がＰＴＡや保護者を対象に実施している研修会については様々ですが、人権尊

重を内容とした講演会として、講師を招請し、それを公開して子どもたちと一緒に学ぶ

形が多くあります。その内容には男女平等に関する内容も含まれているものもあると聞

いております。また、子どもの権利学習派遣事業実施校では、子どものＣＡＰプログラ

ムと同時に保護者ＣＡＰプログラムを実施しております。このプログラムにおいても男

女平等教育の趣旨が含まれていると考えております。 

（補足） 

ＣＡＰ (Child Assault Prevention)とは、子どもたち自身が人権意識をしっかり持ち、

暴力から自分を守るための知識や技能（スキル）を持つことができるようにすることを

目的とした、子どもへの暴力防止プログラムのことをいいます。 

 

（３） 教職員向け研修について 

ア 対象となる教職員、人数、時間数、形式、内容（工夫している点）について  

（回答） 

教職員向け研修に関しては、以下のとおり実施しています。 
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●人権尊重教育推進担当者研修 

対象：各学校人権尊重教育推進担当者、人数：177 名、時間数：2時間（年 4回） 

内容：①各学校の人権尊重教育推進計画グループ討議、②講演会、③研究推進校報告

会参加、④年度の成果と課題グループ討議。年 4 回のうち 3 回は、人権・共生

教育担当として、話をする時間が各 10 分程度ずつありますので、人権尊重教育

全般の中に男女平等学習等に関する内容の啓発も行っております。 

●10 年経験者研修 

対象：各学校 10 年経験者、人数：200 名程度、時間数：40 分 

内容：人権・共生教育担当が講師を担当しています。40 分程度の研修時間の中で、人

権尊重教育全般の中に男女平等学習等に関する内容の啓発も行っております。 

●校長研修 

対象：各学校長、人数：172 名、時間数：20 分 

内容：人権・共生教育担当が講師を担当しております。20 分程度の研修時間の中で、

人権尊重教育全般の中に男女平等(特にセクハラやパワハラ)関する内容の啓発

も行っています。 

●教頭研修 

対象：各教頭、人数：172 名、時間数：40 分 

内容：校長研修と同様です。 

 

イ 研修の内容で工夫している点について 

（回答） 

短い時間の中で、子どもの権利、多文化共生、同和に関する課題等、様々な人権課題

を取り上げています。人権尊重教育全般のひとつとして、男女平等教育に関する内容を

入れるため時間確保に努めているのが現状です。 

 

ウ 研修後学校内で研修内容を共有する仕組みについて 

（回答） 

人権尊重教育推進担当者研修や管理職研修に関しましては、各学校での校内研修等で

伝達をお願いしています。 

 

エ 啓発冊子の作成の有無及び活用方法について 

（回答） 

啓発冊子の作成はしておりません。研究推進校等で良い事例が出た場合には、毎年、

作成配付しております、人権尊重教育実践集に掲載していきたいと考えています。 
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（４） 女子学生への理系進学等に向けた教職員対象の研修等の実施状況及び女子学生の進

学等の状況の変化について 

（回答） 

教育委員会では、教職員対象の研修において、女子学生への理系進学等に向けた内容

については特に取り扱っていません。また、市立高等学校から大学への進学調査は行っ

ておりますが、学部別の調査は行っておりませんので、女子学生への理系進学の状況変

化については把握していないのが現状です。 

 

（５） 性別によらない進路指導の更なる充実について 

ア 保護者の発言に性別による違いを感じるかどうかについて 

（回答） 

近年は、保護者の、子どもの性別による違いを根拠とした進路選択を意図する発言は、

見受けられないように感じます。 

 

イ 性別に由来する進路の悩みに対するアドバイスについて 

（回答） 

進路の悩みに関しては、担任が真剣に向き合って保護者と連絡を取り合いながら子ど

も達にアドバイスを行っています。 

 

ウ 児童生徒自身が性別によらない進路決定ができるようなサポートについて 

（回答） 

小・中学段階においては総合的な学習の時間に行われるキャリア教育において、高校

においては、進路のサポートだけでなく、カリキュラムの選択にも男女関係なく自分の

個性に応じた学習を選択できることで、自らの進路選択が保障されています。 

 

エ 児童生徒の可能性を狭めることのない進路指導について 

（回答） 

性別に関わりなく、個性や能力を発揮できるようにすることを、進路指導だけではな

く様々な場面で、発達段階に合わせて指導していくことが大切だと考えています。 

 

オ 理工系分野への女子生徒の進路選択支援の取組について 

（回答） 

理工系分野への進路選択支援については、男女を問わず自分自身の将来の希望や自分

の個性に応じた進路選択を促すように行われております。 
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（６） 男女共同参画の視点からの学校の運営及び教育活動の充実に関して 

ア 教職員が児童生徒に対して具体的に行っている活動・指導例について 

 （回答） 

・男女混合名簿 

・学級の係・委員会・児童生徒会活動 

・様々な教科の男女共修 

 

イ 教職員に対して、学校が具体的に指導している内容について 

（回答） 

・教職員の配置や役割 

・休暇制度の周知 

・保護者対応についての配慮 

 

ウ 図書、遊戯演目、職業講話講師等選定の際に、固定化された性別役割分業意識に基づ

く選定がなされていないかの教育委員会や学校のチェック機能について 

（回答） 

固定化された性別役割分業意識に基づく選定がなされていないかについては、各学校

とも管理職を中心に十分配慮されているものと考えています。 

 

○ 所管課との質疑応答による補足 

（１） 個性を尊重する進路指導、キャリア教育を行っていても、男子学生、女子学生に進

路先にまだ偏りがあるのはなぜでしょうか。 

（回答） 

最近では女子学生の理系進学は増えているかと思いますが、偏りがある理由は、はっ

きりとはしません。現在、小学校や中学校おいて、理数教育の支援の一環として、理科

支援員を配置し、子どもたちの理科への興味関心を高める取組を行っています。 
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○ 委員意見 

１ 男女平等推進学習で児童生徒が学習したことを学校が保護者に対して情報を

発信していくことで、保護者にも男女共同参画の意識がより浸透していくもの

と考える。 

  ２ 児童生徒が学習したことで、男女平等に関する意識がどの程度進んだのかとい

った効果や反応を教育委員会が把握するよう努めてほしい。 

  ３  教職員に対する研修が十分とは言えない。 

  ４ 高校卒業後の進学状況については、教育委員会が進路指導担当教員にヒアリン

グを行うなど、学科別進学状況を把握し、性別による偏りのないキャリア教育

に活かしてほしい。 

  ５ より積極的に女子生徒に対する理数系等へのキャリア支援など、男子生徒と女

子生徒の進路における偏りを縮めるための取組が必要である。 

 

柱Ⅲ 学習機会と情報の提供  

施策２９ 市民の男女平等に関する学習・研修への支援 

ヒアリング対象課 教育委員会生涯学習部生涯学習推進課 

※本ヒアリングについては、平成 21 年度に同テーマでヒアリングを実施しましたが、その

後の男女平等推進学習や、学校教育との連携について確認するために選定して実施しまし

た。 

 

○ 所管課への事前調査 

（１） 男女平等推進学習について 

 （回答） 

教育文化会館・市民館では、性別役割分業の払拭や女性の地位向上など、性による差

別や人権に関する問題解決に向けて学ぶ場として、全 10回までの講座を開設しています。 

  家族関係や家庭でのコミュニケーション、ワーク・ライフ・バランスなど、各館で様々

な学習テーマにより事業を実施しています。事業の企画については、担当の職員が中心

となって、学習プログラムを企画している場合が多くありますが、例えば幸市民館のよ

うに、市民の企画委員を募集して、市民と職員が一緒に企画を練っている場合もありま

す。 

 講師の選定につきましては、学習テーマに応じて、職員が情報収集し、選定していま

す。 

 参加者につきましては、30 代の主婦層が多い傾向にあります。また、平成 24 年度のア

ンケート調査の結果で参加された方からは、「色々な視点を与えられた」「女性の貧困に

ついて考えさせられた」、「参加者同士の話し合いが良かった」、「質疑により学習が深ま
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った」などの感想がありました。 

 
（２） 家庭・地域教育学級について 

（回答） 

教育文化会館・市民館・分館において、「家庭・地域教育学級」や、子育て広場、家庭

教育に関する講演会等を開催しています。 

 また、PTA や地域の子育て支援グループによる家庭教育学級の開催支援、さらに家庭

教育支援のあり方を検討し、関係者のネットワークを図る家庭教育推進協議会を全市各

区に設置しています。 

 内容としては父親向けの講座や保育付きの講座、親子で参加できるイベント的なもの

などがあります。全般的に乳幼児期の子どもを持つ親を対象としたものが多くなってい

ますが、中には、いじめ問題や、思春期の問題を取り上げた講座もあります。 

 市民館事業につきましては、職員が企画や講師の選定を行いますが、PTA 家庭教育学

級につきましては、PTA が主体的に企画運営し、市民館は学習テーマや講師の選定、運

営方法等の相談にのっています。 

 また、家庭教育の問題は学校現場にとっても切実な問題であり、PTA 家庭教育学級に

つきましては、学校の協力なしには実施できない部分もありますので、校長会や各学校

と協力をしながら、事業を推進しております。 

 参加者につきましては、市民館事業の場合、男性が約 14％、女性が 86％となっており、

男女平等推進学習と同様、30 代の主婦層が多い傾向にありました。参加された方からは

「保育付きだったので、子どもと離れて自分の時間を持てたことで、また子どもと向き

合えた」、「母子手帳をもらいに行った時にチラシを見つけて参加した」、「全く知らなか

った人と共通の話題で話し合いができたことが新鮮で、自分の悩みも言いやすかった」

などの感想がありました。 

 

（３） 自主グループの結成状況について 

 （回答） 

  社会教育においては、全 5 回、全 10 回と継続して学ぶ学級形式を基本としていますが

これは、参加者が学び合い、話し合うことを通して、お互いの違いを理解し、相手を受

け止めることや、相手に受け止められること、意見を表明することなどの力をつけ、そ

して、それが 1 回ではなくて継続して行われる中で、理解し合い、共に支え合って生き

ていくための関係を築くためのものです。話を聞いて個々の参加者がどう思ったか、自

分たちには何ができるか、といった意見交換の時間をとても大事にしています。 

  こうしたことから、学習者同士の仲間づくりが進み、グループ化するケースも多くあ

ります。過去のグループ化の件数等は把握していませんが、男女平等推進学習から生ま
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れたグループが、市民の企画提案により実施する事業に手を挙げたり、家庭教育学級か

ら子育てサークルが生まれたりしています。 

 
（４） 今後の事業実施に向けた課題について 

 （回答） 

  時代の変化、地域、市民生活の中での学習課題をタイムリーに取り上げていくことや、

より多くの方に参加していただくための工夫、人権に関わる様々な機関との連携、職員

の力量形成、既存の施策ではもれてしまう対象者へのアプローチなどがあります。 

  

○ 所管課との質疑応答による補足 

（１） 生涯学習推進課が男女平等推進学習を企画・運営する際に、学校教育との情報交換 

    を行っていますか。 

 （回答） 

生涯学習推進課が事務局の人権尊重推進会議に、学校関係者や人権・共生教育担当が

出席し、年 3回情報の交換を行っています。 

 

（２） 講座開催のお知らせ等、広報で工夫できることはありますか。 

 （回答） 

市の職員が業務上使用するＯＡ端末ではフェイスブック等新しいメディアを活用でき

る環境が整っていないので、現時点では難しいと思います。 

 

○ 委員意見 

１ 男女平等推進学習、家庭・地域教育学級ともに、より多くの参加及び男性の参

加を促進するための工夫が必要ではないか。 

２ 市民に関心のあるテーマにとどまらず、あらゆる分野で男女共同参画の視点か

ら、社会状況の変化に応じた幅広いテーマ設定による講座の開催を実施してほ

しい。 

  ３ 初めて男女平等推進学習を担当することになった市民館の職員に対して、男女

共同参画センターが講座の企画に関するアドバイスを行うなど、市民館と男女

共同参画センターとの更なる連携が進むことを期待する。 



７ 川崎市男女平等推進審議会について 

 

（１） 権 限 

ア 男女平等推進行動計画の策定・変更に際し、意見を述べる。（条例第８条） 

イ 男女平等の推進に関する重要事項の調査審議（条例第１７条） 

 

（２） 組 織 

  委員数：１３人以内  平成２４年４月１日現在 １３人（女性７人 男性６人） 

・男女いずれか一方の委員数が委員総数の 4 割未満とならないようにする。 

・市民のうちから委嘱される委員は、公募によるものとする。 

 

（３） これまで実施したヒアリング 

 

実施日時 対象等 

平成２１年６月５日（金） 

第１期行動計画の検証 

① 柱Ⅰ－重点項目２ 政策・方針決定過程における女性の参画促進

【総務局危機管理室他】 

② 柱Ⅲ－重点項目５ 子どもからおとなまで、さまざまな年齢、時期に

応じた適切な教育や学習・研修のための環境の整備【教育委員会

生涯学習担当他】 

平成２２年７月１日（木） 

第２期行動計画の検証 

柱Ⅳ－基本施策１４ 男女共同参画推進員の活動の充実 

【局・区の男女共同参画推進員】 

平成２３年８月２６日（金） 

第２期行動計画の検証 

① 柱Ⅰ－基本施策１ 性に基づく人権侵害の根絶に向けた取組の充

実【男女共同参画センター・川崎区役所保健福祉サービス課】 

② 柱Ⅱ－基本施策５ 豊かな生活のための時間と空間の確保への支

援及び基本施策６ 子育てを支える環境の充実 

【上下水道局庶務課及び育児休業を取得した男性職員】 

平成２４年９月１９日（水） 

第２期行動計画の検証 

① 柱Ⅳ－基本施策 12 政策・方針決定過程への女性の参画促進【総

務局人事課、課長職の女性職員】 

② ひとり親世帯への施策【市民・こども局こども本部こども福祉課、健

康福祉局生活保護・自立支援室】 

平成２５年１０月２日（水） 

第２期行動計画の検証 

① 柱Ⅰ－基本施策２ ＤＶ被害者支援対策について【市民・こども局こ

ども本部、区役所所管課】 

② 柱Ⅲ－基本施策８ 子どもからおとなまで、生涯を通じた教育や学

習・研修のための環境の整備【教育委員会人権・共生教育担当、

生涯学習支援課】 
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第６期川崎市男女平等推進審議会委員名簿 

（50 音順、敬称略） 
【任期：平成 25 年 4 月 1 日から平成 27 年 3 月 31 日まで】 

 

 
氏   名 職  名  等 専 門 分 野

１ 阿部
あ べ

  裕子
ひ ろ こ

 

ＮＰＯ法人かながわ女のスペースみず

ら理事 
ＤＶ被害者支援 

２ 蝦名
え び な

  直子
な お こ

 

イッツ・コミュニケーションズ（株）

マーケティング営業本部アシスタント

マネージャー 

企業推薦 

３ 尾形
お が た

  泰伸
やすのぶ

 

武蔵大学非常勤講師 社会学 

４ 岡野
お か の

  敏明
としあき

 

川崎市医師会副会長 団体推薦 

５ 加藤
か と う

   秀一
しゅういち

 

明治学院大学社会学部教授 社会学 

６ 加藤
か と う

  千
ち

恵
え

 

東京女学館大学国際教養学部教授 社会学 

７ 佐賀
さ が

  悦子
え つ こ

 

弁護士 法律 

８ 関口
せきぐち

  信
のぶ

幸
ゆき

 

市民（高津区在住） 市民公募 

９ 田中
た な か

  俊之
としゆき

 

武蔵大学助教 男性学 

１０ 土門
ど も ん

  里
り

江
え

 

川崎地域連合役員 団体推薦 

１１ 中村
なかむら

  卓史
た く し

 

川崎市 PTA 連絡協議会理事 団体推薦 

１２ 松田
まつだ

  文子
ふみこ

 

（財）労働科学研究所 
労働科学、人間工

学 

１３ ロー
ろ ー

  紀子
の り こ

 

市民（多摩区在住） 市民公募 

○ 

◎ 

◎会長 ○副会長 
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【参考資料】 

 

 

 
平成 24 年度進捗状況調査様式 

・ 平成 24 年度男女平等推進行動計画の進捗状況に関する調査シート 

［様式 1］ 

・ 平成 24 年度男女共同参画推進員による評価シート 

［様式 2］ 

 

男女平等かわさき条例 

 

 

 

 

 

 

 



 



●男女平等推進に配慮した点

柱Ⅰ　「女性の人権」の確立

　【基本施策1】　　性に基づく人権侵害の根絶に向けた取組の充実

施策1 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する基本的な計画の策定及び推進

1 配偶者からの暴力による被
害者の救済支援を具体的に
推進するための基本計画を
策定します。

市民・こど
も局人権・
男女共同
参画室

平成24年度男女平等推進行動計画の進捗状況に関する調査シート

事業内容 平成24年度実績
達成
度

平成25年度計画、事業の課
題

今後の
方向性

所管課

★ 達成度

Ａ 達成された

Ｂ ほぼ達成された

Ｃ あまり達成されていない

Ｄ 達成されていない

Ｅ 実施していない

★ 今後の方向性

１ 充実

２ 現状維持

３ 縮小

４ 終了

５ その他

様式１

●男女平等推進に配慮した点

市民・こど
も局こども
福祉課

基本計画に基づく救済支援
施策を推進するため、関係機
関及び支援団体等との連絡
調整及び情報交換を行いま
す。

2
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1

□ 配慮した □ 配慮しなかった

具体例：

2

□ 配慮した □ 配慮しなかった

平成24年度男女共同参画推進員による評価シート　
局（室）区 室・課 担当者 内線

担当

柱Ⅰ 「女性の人権」の確立

基本施策
１　性に基づく人権侵害の根絶に向けた取組の充実
２　援助を必要とする女性及び支援団体等への財政的支援を含むさまざまな支援の充実
３　性と生殖に関する健康と権利を守るための取組の充実

　例を参考に、該当する項目にチェックしてください。具体的な取組についても併せて記入してください。
　（※該当する所管事業がない場合は、回答の必要はありません。）

事業の企画・実施にあたり男女どちらかの意見に偏らないよう配慮した。

　　　例）・男女別のニーズが把握できるようアンケートを実施した。
　　　　　・審議会等に委員を委託する際、割合の少ない性別の委員の数が増えるような取組を行った。
　　　　　・広報物を作る際、表現やイラストが男女どちらかに偏っていないか、固定的イメージにとらわれていないかを確認した。
　　　　　・男女共に参加しやすい講演会、研修会となるよう、講師や内容について検討した。
　　　　　・事業の企画・実施にあたり、男女共に参加できるようにした。

男女それぞれにとって利用・参加しやすいよう配慮した。

　　　例）・参加しやすい曜日や時間帯を設定した。
　　　　　・保育サービスを充実し、子育て中の男女に利用しやすいようにした。
　　　　　・男女の募集が偏らないよう工夫した。

・幅広く情報がいきわたるよう 広報に工夫をした

様式２

121

具体例：

3
□ 効果があった □ 効果はなかった

具体例：

4
□ 取組を行った □ 取組を行っていない

具体例：

　　　　　・幅広く情報がいきわたるよう、広報に工夫をした。
　　　　　・バリアフリーにするなど、あらゆる人に利用しやすいようにした。
　　　　　・男女共に参加しやすい広報を心がけた。
　　　　　・審議会等や協議会等の場において、男女共に発言しやすい雰囲気になるよう心がけた。
　　　　　・男女どちらであっても性別によって権利が侵害されないよう、取組を行った。

男女それぞれに事業の効果があった。

　　　例）・事業実施後のアンケートから、男女双方とも満足度の高い結果が得られた。
　　　　　・年齢、性別を問わず、利用者が増加した。
　　　　　・今まで男性もしくは女性の少なかった審議会等委員や講演会の参加者に、男性もしくは女性が増えた。

その他に行った取組と成果

121



122122



 

123 

男女平等かわさき条例 

 
 
 

 
 

平成 13 年 6 月 29 日 

条 例 第 1 4 号 

目次 

前文 

第 1 章 総則(第 1 条～第 7 条) 

第 2 章 基本施策等(第 8 条～第 15 条) 

第 3 章 拠点施設(第 16 条) 

第 4 章 男女平等推進審議会(第 17 条) 

第 5 章 雑則(第 18 条) 

附則 

 

 

川崎市においては、男女平等の実現に向けて、

国内外の動向を考慮しつつ、地域の実情に応じた

様々な取組を進めてきた。 

しかしながら、今なお、様々な分野において男

性を中心とする意識、性別による固定的な役割分

担等が存在し、男女の自立、特に女性の社会的及

び経済的自立が阻まれている。 

このような状況を踏まえ、市、市民及び事業者

が相互に協力しながら、それぞれの役割を積極的

に果たして男女平等を一層推進していく必要が

ある。 

男女があらゆる場において男女平等にかかわ

る人権の侵害を受けることがなく、自立すること

ができ、共に働き、学び、及び生活することがで

きる快適で平和な男女共同参画社会としての男

女平等のまち・かわさきを創造していくため、こ

の条例を制定する。 

 

第 1 章 総則 

 

(目的) 

第 1 条 この条例は、男女平等の推進に関し、基

本理念を定め、並びに市、市民及び事業者の役

割を明らかにするほか、必要な事項を定めるこ

とにより、男女平等を総合的かつ計画的に推進

し、もって市、市民及び事業者の協働による男

女共同参画社会の形成に寄与することを目的

とする。 

(基本理念) 

第 2 条 男女平等は、次の基本理念にのっとり、

その推進が図られなければならない。 

(1) 男女が共に職場、学校、地域、家庭その

他の社会のあらゆる場(以下「あらゆる場」

という。)において、個人として自立し、自

由に生き方を選ぶとともに、多様な生き方及

び個性を互いに尊重し、責任を分かち合うこ 

と。 

 

 

(2) 男女が共にあらゆる場において、社会に

おける制度、慣行、意識等に起因する性別に 

よる差別的取扱いを受けることがなく、人権 

が尊重されること。 

(3) 社会のあらゆる分野における立案、決定

その他の活動に男女が平等に参画する機会

を確保し、個人が本来持っている能力を十分

に発揮すること。 

(4) 男女が等しく政治的、経済的、社会的及

び文化的利益を享受することができること。 

(5) 地域社会を構成するすべての者が、自ら

の意思と相互の協力により、積極的に男女平

等を推進し、生活する者にとって快適な生活

優先型社会を創造すること。 

(市の役割) 

第 3 条 市は、男女平等を阻害する要因を解消す

るよう努め、男女のいずれかの参画が十分にな

されていない場における男女の平等な参画の

機会の確保(以下「男女の平等な参画の機会の

確保」という。)に取り組むほか、あらゆる施

策において男女平等が図られるよう男女平等

を総合的かつ計画的に推進する役割を担うも

のとする。 

(市民の役割) 

第 4 条 市民は、男女平等を阻害する要因を解消

するよう努め、男女の平等な参画の機会の確保

に取り組み、及び市の実施する男女平等を推進

するための施策(以下「男女平等施策」という。)

に協力する役割を担うものとする。 

(事業者の役割) 

第 5 条 事業者は、その事業活動において、男女

平等を阻害する要因を解消するよう努め、男女

の平等な参画の機会の確保、育児、介護等の家

庭生活と職業生活が両立できるようにするた

めの支援等に取り組み、及び市の実施する男女

平等施策に協力する役割を担うものとする。 

(男女平等にかかわる人権侵害の禁止) 

第 6 条 何人も、あらゆる場において、性別によ

る差別的取扱い、性的な言動に対する相手の対

応により当該相手に不利益を与え、又は性的な

言動により相手の生活の環境を害する行為、配

偶者等に対する著しい身体的又は精神的苦痛

を与える暴力的行為等の男女平等にかかわる

人権の侵害(以下「男女平等にかかわる人権侵

害」という。)を行ってはならない。 
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(男女平等にかかわる人権侵害に対する相談及

び救済) 

第 7 条 川崎市人権オンブズパーソン条例(平成

13 年川崎市条例第 19 号)第 12 条第 1 項に規定

する市民等は、川崎市人権オンブズパーソンに

対し、男女平等にかかわる人権侵害について相

談し、又は男女平等にかかわる人権侵害からの

救済を求めることができる。 

2 市は、川崎市人権オンブズパーソンによるも

ののほか、男女平等にかかわる人権侵害に関す

る相談又は救済については、関係機関、関係団

体等との連携を図るとともに男女平等にかか

わる人権侵害を受けた者の立場に配慮した対

応に努めるものとする。 

 

第 2 章 基本施策等 

 

(行動計画) 

第 8 条 市は、男女平等施策その他の男女共同参

画社会の形成の促進に関する施策の基本とな

る川崎市男女平等推進行動計画(以下「行動計

画」という。)を策定するものとする。 

2 市長は、行動計画を策定する場合は、あらか

じめ、川崎市男女平等推進審議会の意見を聴く

とともに、市民及び事業者の意見を反映させる

よう努めるものとする。 

3 市長は、行動計画を策定したときは、これを

公表するものとする。 

4 前 2 項の規定は、行動計画の変更について準

用する。 

(年次報告) 

第 9 条 市長は、行動計画に基づいた施策の実施

状況について年次報告書を作成し、これを公表

するものとする。 

(参画の機会を積極的に提供する施策の推進) 

第 10 条 市は、社会のあらゆる分野における活

動への参画の機会に係る男女間の格差の是正

を図るため、必要な範囲内において、男女のい

ずれか一方に対し当該機会を積極的に提供す

る施策を推進するものとする。 

(学習等のための支援) 

第 11 条 市は、学校教育、家庭教育その他社会

における教育において行われる男女平等に関

する学習等のために必要な支援に努めるもの

とする。 

(関係団体への支援) 

第 12 条 市は、男女平等を推進する活動を行う

関係団体の自主性及び主体性を尊重しつつ、当

該活動について必要な支援に努めるものとす

る。 

(情報の収集及び調査研究) 

第 13 条 市は、男女平等に関する情報の収集及

び調査研究を行うものとする。 

(広報活動等) 

第 14 条 市は、男女平等に関する理解の促進を

図るため、広報活動を行うとともに、市民及び

事業者に対する普及啓発及び必要な情報の提

供に努めるものとする。 

(推進体制等) 

第 15 条 市は、男女平等を総合的かつ計画的に

推進するため、必要な体制を整備するものとす

る。 

2 市は、男女平等の推進に当たっては、市民、

事業者、関係機関、関係団体等との有機的な連

携に努めるものとする。 

 

第 3 章 拠点施設 

 

(拠点施設) 

第 16 条 市は、川崎市男女共同参画センターを

拠点として、男女平等施策を推進するものとす

る。 

 

第 4 章 男女平等推進審議会 

 

(男女平等推進審議会) 

第 17 条 第 8 条第 2 項に定めるもののほか男女

平等の推進に関する重要事項について、市長の

諮問に応じ、調査審議するため、川崎市男女平

等推進審議会(以下「審議会」という。)を置く。 

2 審議会は、委員 13 人以内で組織する。 

3 男女のいずれか一方の委員の数は、委員の総

数の 10 分の 4 未満であってはならない。 

4 委員は、市民、事業者、関係団体の代表者及

び学識経験のある者のうちから市長が委嘱す

る。 

5 委員の任期は、2 年とする。ただし、補欠の

委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

6 委員は、再任されることができる。 

7 第 4 項の委員のほか、特別の事項を調査審議

するため必要があるときは、審議会に臨時委員

を置くことができる。 

8 委員及び臨時委員は、職務上知ることができ

た秘密を漏らしてはならない。その職を退いた

後も同様とする。 

9 前各項に定めるもののほか、審議会の組織及

び運営に関し必要な事項は、市長が定める。 

 

第 5 章 雑則 

 

(委任) 

第 18 条 この条例に定めるもののほか、この条

例の実施のため必要な事項は、市長が定める。 

附 則 

この条例は、平成 13 年 10 月 1 日から施行する。

ただし、第 7 条の規定は、市長が定める日から施

行する。 

 

(平成 14 年 3 月 29 日規則第 32 号で平成

14 年 5 月 1 日から施行) 
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